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＜要約＞
労働力の使用価値には，使ってみるまではその正味の品質が分からないし，使い方次第
でそのパフォーマンスが変わってしまうという特殊な不確定性がある。資本がこの不確定
性を縮減するための方法には，技能や資格といったスペックによって労働者を格付けした
り，優良な労働者との雇用関係を継続したりすることの他に，労働力にかんする第三者の
専門知識を利用することが含まれる。この第三者は，労働力の売買を仲介する商人である
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２ 労働力の商人をめぐって
２―１ 労働力の使用価値の不確定性
労働力の売買関係は，それぞれの労働者が単
品で売る労働力を資本がまとめて買うというパ
ターンを取る。これは，資本がまとめて売る商
品をそれぞれの労働者が単品で買うという小売
流通の基本形のバリエーションと見ることがで
きる。しかし労働力は，一般的な商品のたんな
るバリエーションの範疇には収まり切らない固
有性をもち，それは使用価値の次元にまで及ぶ。
労働力の価値規定をめぐる議論に比べると，そ
の使用価値規定をめぐる議論はこれまで手薄の
感があった。かかる議論の穴を埋めるためには，
まず一般的な商品の小売流通から話を始める必
と同時に，労働力に品質保証を与え，返品が利くようにする保険業者でもある。従来のマ
ルクス経済学では，労働力の売買関係は全て直接雇用のパターンで説かれてきた。しかし
労働市場には，もともと商人を介した間接雇用にたいする強い潜在的需要があるものと見
なければならない。
労働市場における商人は，労使関係に伴う労働者にとっての信用リスクを縮減するとい
う役割も担う。この役割に適しているのは，資本家から仕入れた商品を労働者に買わせる
小売商人と，資本家から受けた業務命令に労働者を従わせる管理労働者とである。したがっ
て，資本家の代わりに管理労働者が下位労働者の人事を担当することは，過去の内部請負
制のたんなる残滓とは片づけられない合理的側面をもつ。労働市場における商人は，その
取り扱う商品の性質上，労働者階級と資本家階級との垣根を越えて行動することが求めら
れるのである。
商人の存在は，労働市場の変容を促す要因になる。第一に，間接雇用というオプション
が与えられることで，雇用調整に伴うコストが節減され，労働市場の流動化が促進される。
第二に，失業状態にあるのか就業状態にあるのかはっきりしない労働力の販売用在庫が形
成され，それを商人がマージン率を抑えて早く売ろうとすることで，労働者間での雇用条
件の格差の拡大にもいっそうの拍車がかかる。そして第三に，求職状態にすらない潜在的
過剰人口を商人が安く仕入れようとすることで，産業予備軍の「種々の存在形態」の違い
が曖昧になり，その影響は労働者の消費領域にまで及ぼされる。
ただ，労働市場と消費領域との関係を論じるには，商人の存在に着目するだけでは足り
ない。マルクスは，労働力の価値を規定する必要生活手段の範囲が，消費領域における労
働者の「文化段階」によって変わることを認めていた。この「文化段階」が，マルクスの
想定に反して一国の内部で一定になるとは限らないことも，労働市場のセグメント化に深
く関係するのである。
JEL区分：B１４，B２４，B５１，E２４，E２９，J２１，J３０，J３１
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要がある。
もともと小売流通では，商品の使用価値は，
資本間流通では見られない特殊な不確定性を帯
びる。この不確定性には，二つの側面があると
いってよい。ある消費目的に照らして代替性を
もった類似種のなかでどの商品種が買われるか
が分からないという側面と，ある商品種のなか
でどの商品が買われるかが分からないという側
面とである。
第一の側面は，本稿の１―１で述べた再生産
概念の広狭二義の違い，あるいは１―２で述べ
た個人的消費の本源的な弾力性に由来する。生
産的消費をつうじた狭義の再生産とは違い，個
人的消費をつうじた広義の再生産では，一定量
の労働力を産出するのに必要な消費財の種類と
その投入量とはリジッドには決まらない。個人
的消費の主体が抱く欲望は，たとえ必需性を帯
びている場合でも，喉の渇きを癒すために飲み
物が欲しいとか，寒さを凌ぐために羽織るもの
が欲しいといった具合に，多かれ少なかれ対象
物を一種類には絞り切れない漠然とした内容に
なる。飲み物も羽織物も，商品の種というより
は類でしかない。飲料水の他に，諸種の茶類や
コーヒー類，アルコール類を含んだ飲み物のな
かで，具体的にどの種類の飲み物を選択すべき
かについての「正解」は，買い手の側にも必ず
しもないのである。
その場合，実際に買い手が選択した飲み物の
種類が，もともと選択すべき「正解」の飲み物
であったと事後的にみなされるだけである。と
はいえ，実際に買い手が選択した飲み物がたと
えばコーヒー類であったとすれば，飲料水は飲
まれなかったことになるわけであり，本当は飲
料水こそが「正解」であった可能性がなかった
かどうかは，もはや事後的にも検証不能な事柄
となる。
このように，もともと一義的な解が存在しな
い不透明な状況の下では，買い手の欲望の内容
は，売り手の側から具体的な商品種を提示され
ることでようやく明確になる側面があろう。し
たがって，その「正解」にたいする売り手の正
答率の高さは，しばしば買い手のそれよりも高
くなりさえする。何か飲み物が欲しいと考えて
いる買い手は，売り手から飲料水を勧められた
場合，それを断る特段の理由がない限り飲料水
を選ぶであろう。その飲料水を飲んで満足した
買い手は，飲料水という「正解」をまるで自分
自身の判断で引き当てたかのように感じるかも
しれないが，それは手品の定番であるミス・
ディレクションの手法による錯覚効果なのであ
る４６）。
ただ，本稿の当面の課題に照らすとき，焦点
はむしろ第二の側面の方にある。買うべき商品
種が明確になって，次にその商品種のなかから
個別商品を選択するステップにまで進んだとき
の不確定性，いわば買い物の最終局面における
不確定性である。
むろん個人的消費の主体も，生産的消費の主
体と同様，一粒一粒の小麦を選別して消費する
わけではない。すでに本稿の１―１で述べたよ
うに，労働者の生活が文字通りの個人的＝個体
的消費として営まれるわけではなく，多様な共
同体における集団的消費の一環として営まれる
ことから考えても，このことは明白である。集
団的消費の過程では，一粒一粒の小麦どころか，
一人一人が消費する分の小麦すらも選別されな
いのが普通であろう。
それでも，自家消費用の少量の食品を製造す
る場合と，市場出荷用の大量の食品を製造する
場合とでは，食材の消費のされ方に自ずから一
定の違いが生じる。そのことは，当然，食材の
買い方にも違いをもたらす。この違いは，大口
か小口かという量的な差異には還元できない質
的な差異を含んでいる。陳列されている魚を一
匹ずつ手にとって選り分けるような買い方は，
何千匹もの魚をすり潰して加工品を製造する生
産的消費の主体には不可能であり，かつ不要な
のである。
商品の使用価値をめぐる問題は，生産的消費
を行う同質の主体間では比較的単純な内容をも
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つ。ある資本が大量に生産したものを別の資本
が大量に消費する生産加工系列のなかでは，生
産単位・取引単位・消費単位は何れも大口にな
り，小麦は生産された時点から消費される時点
まで一貫して同種大量の小麦の塊であり続ける。
変化が生じるのは，生産的消費の主体が，異質
な個人的消費の世界と接触するインターフェイ
スにおいてである。
しかもこの変化は，労働力の小売流通である
労働市場では，一般的な商品の小売流通におけ
るよりも一段と増幅される。大量生産される小
麦であれば，産地や生産時期が同じであれば基
本的に同格とみなされようが，産地そのものが
無数に分散し，それぞれの産地から供給される
労働力がごく少量でしかない労働市場では，そ
ういうわけにはいかない。労働力という商品に
かんして，個々の労働者はいわば最零細の小商
品生産者に当たる。
むろん生産的消費の主体は，一粒一粒の小麦
を選別して消費するわけではないのと同様，
個々の労働力を選別して消費するわけでは必ず
しもない。といって，一括大量採用の制度化さ
れている職場においても，個々の労働力の違い
は不問に付されるわけではない。職場を一個の
チームとして見れば，その内部における個々の
労働力の優劣はそれなりに平坦化されることは
確かであるが，チームの結束力が，個々の労働
者間の人格的な繋がりによって影響されやすい
ことも同様に確かであろう。
粗悪な小麦をごく少量混ぜたところで，捏成
されたパン生地の品質に特段の変化は生じない
が，粗悪な労働力をごく少量混ぜるだけでも，
チーム全体のパフォーマンスに意想外に大きな
化学反応が現れることはある。個人にたいする
同感によって足並みが揃ったり，個人にたいす
る反感によって足並みが乱れたりすることは，
「社会的な動物」（K .，，S.３４６，〔２〕１７４頁）とし
ての人間の組織に固有の伝染現象なのである。
協業が個人から種族的本能としての競争心を引
き出すのも４７），あるいは逆に，集団的怠業とい
うモラルハザードのリスクを高めるのも，この
伝染現象の一例といえよう。しかも，実際に集
団的怠業が起こってしまった後では，その発生
源となった労働力を特定することは容易ではな
いかもしれない。
以上は，労働力の使用価値に固有の不確定性
である。同じく供給条件の不安定な非資本主義
的商品といっても，一次産品と労働力とでは，
需要条件においてもそれぞれ異なる事情を抱え
ていることに注意すべきである。
小麦の正味の品質は，使ってみるまで分から
ないかもしれないが，一度使ってみれば確実に
分かる。しかし，労働力の正味の品質について
は，一度使っただけでは決定的な確証は得られ
ない。労働力の使用方法や使用環境に応じて，
労働者が実際に示すパフォーマンスは変化す
る４８）。したがって，ある労働者の示すパフォー
マンスが低いとしても，それが彼の労働力の品
質の悪さによるものか，あるいは他の労働者か
らもたらされた負の影響によるものか，はたま
た不向きな業務に就かされたことによるものか
は，厳密な判別を付けることが難しい。また，
彼が今日示したパフォーマンスの水準が，明日
も維持されるという保証もない。労働力の使用
価値には，いわば事前的にも事後的にも不確定
性がつき纏うのである。「資本家は，大いに役
立つ労働力を買うとき，同時に不確定の質と量
を買っている」というブレイヴァマンの指摘は
（Braverman［１９７４］〔訳〕６２頁），やはり至当
と考えなければならない。
さらに掘り下げると，この不確定性は，人間
労働に本来具わる組織的な性格とも根底におい
て繋がっている。
一見すると対自然的な物質代謝の過程でしか
ないように見える生産労働も，多かれ少なかれ
流通労働のような対人的な性格を帯びている。
また，他人との交渉を没しているように見える
個人作業も，多かれ少なかれ集団作業の一環と
しての性格を帯びている。作業の結果をあらか
じめ作業に先立って構想し，それを第三者にも
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判読可能なかたちで言語化するという手続き自
体が，すでに第三者を仮想し，その仮想上の第
三者にたいして労働を行うという対人的な労働
のシミュレーションなのである。むしろ，個人
作業が可能であるのは，このシミュレーション
に際して現実の他者が必要とされないからで
あって，いいかえれば，それが必要とされない
ほど深いところまで集団作業の感覚が内面化さ
れているからだといえる。個人作業の効率も，
目に見えない第三者との人格間の繋がりが緊張
または弛緩することで，向上または低下するの
である。
このように，労働が本質的に集合現象である
とすれば，そこに個々の労働主体の意識的なコ
ントロールの及ばない次元が存在するのはむし
ろ当然である。思い返してみると，建築師の労
働と蜜蜂の蜜房作りとを対比することで，人間
労働が蜜蜂にはない「構想（心像）」の契機を
有することを鮮やかに示したマルクスも，労働
の対自然的な側面を強調する余り，その対人的
な側面には十分な注意を向けていない。しかし，
蜜蜂との対比から始めるのであれば，蜜蜂が一
匹では蜜房を作らないのと同様，建築師も自分
一人だけで設計図面を引くわけではないことを，
あらかじめ明確にしておくべきであったのでは
ないか。
振り返ってみると，『資本論』第１巻第３篇
第５章第１節「労働過程」は，「使用価値また
は財貨の生産は，それが資本家のために資本家
の監督のもとで行なわれることによっては，そ
の一般的な性質を変えるものではない」から，
「労働過程はまず第一にどんな特定の社会的形
態にもかかわりなく考察されなければならな
い」という書き出しから始まっていた（K .，，
S.５１，〔１〕３１１頁）。しかしこの書き出しは，労働
の「特定の社会的形態」とともに，労働の社会
的性格そのものを捨象する結果を招いているよ
うに思われる４９）。もっといえば，ここではさら
に，「使用価値または財貨の生産」以外の労働，
すなわち流通労働やサービス労働，家事労働な
どの対人的な労働も捨象されているように思わ
れる。
とまれ，本質的に集合現象である労働を，個
別の労働者からバラバラに調達し，その労働の
成果を個別の労働者にバラバラに還元すること
には，一個の全体値を部分値の総和に還元する
のに等しい根本的な無理が伴う。この無理もま
た，「労働力商品化の無理」に含められてよい
であろう。
かかる無理を冒して労働力を商品化する上で
は，何らかの特殊な機制が必要になる。小幡は，
労働力の販売には，それぞれの職種で求められ
る標準的な技能や資格を身につける「労働力の
型づけ」が欠かせず，それは商品をパッケージ
で包装することに近い意味をもつと指摘してい
る（小幡［２００９］１３６―１３７頁，１７２―１７３頁，小幡
［２０１４］頁）。これはきわめて重要な指摘であり，
労働力を商品化する上での機制の一端を明らか
にしたものといってよい５０）。
ただこの指摘が，果たして労働力の商品化で
あればこその機制を明らかにしたものかといえ
ば，その点には疑問が残る。
次節以降でも述べるが，品質に個体差のある
一次産品を商品化する上では，品位を等級づけ
るための格付けが欠かせない。この格付けは，
品質検査の基準となる標準品質（形状や成分な
ど）を等級別に決めることに基づく。したがっ
て，一次産品にその品位を表示した検査印を押
すことは，ちょうど労働力に職種別の「型」を
付けることと同じ意味をもつといえるであろう。
また一次産品に限らず，小売流通向けに出荷さ
れる商品は，ロットごとに容器に収められたり
パック詰めされたりするのが普通であるが，こ
れも小幡のいい方を借りれば，商品の「型づけ」
と呼ぶことができるであろう。これらの「型づ
け」が商品全般にわたって必要な機制である以
上，なるほど，それが労働力という特定の商品
にたいしてだけ割愛できる道理はない。しかし
問題は，それさえ割愛しなければ十分かどうか
にある。
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そもそも，技能や資格といった「型」は，誰
が見ても一目で分かる外形の域を超えるもので
はない。さもなければ，「型」はパッケージと
しての意味をもちえないであろう。ただそれで
は，同じ「型」が付けられた労働力でさえあれ
ば何を選んでも結果は変わらないのかといえば，
それは労働力の使用価値の特殊性を軽視した見
方になるのではないか。
先述したように，少数の労働者の存在がチー
ム全体のパフォーマンスを低下させかねないの
は，彼らが技能や資格をもたないことに理由が
あるわけでは必ずしもない。目視検査で確認で
きる穀物の虫食いなどとは異なり，労働力の品
質劣化は「型」の奥にある見えない領域，労働
者の主体性の領域で発生するのである。この主
体性の劣化を防ぐために，資本は労賃額の決定
方法やその支払方法を工夫するであろうが，も
とより労働者の貨幣的動機の強さには個人差が
ある。「労働力の型づけ」に適用される標準化
の方法は，労働者の動機づけには適用できない
のである。
したがって，労働者の「型」が示すのはいわ
ば最低限の足切りラインであり，労働力の本格
的な選別は，むしろ「型」を確認した後に始ま
るものと考えるべきであろう。むろん，最終選
考に至るまでに設けられるハードルの高さは，
職種ごとや職場ごとに異なり，労働市場が買い
手市場的な状況にあるかどうかによっても変わ
る。しかしそれは，借り手の返済能力にたいす
る金融機関の審査にも見られる現象であって，
決して原理的な根拠のない商慣行の類ではない。
少なくとも，一見の相手からの即買いを許さな
いものが，労働力の使用価値には伏在している
のである。
２―２ 労働力にかんする商品知識
前節の議論から導き出されるのは，外見によ
る種の区別が容易である一般的な商品に比べて，
外見が中味の違いを反映しない労働力では，そ
の売買に際していっそう専門的な商品知識が必
要になるであろうという推論である。マルクス
によれば，「ブルジョア社会では，各人は商品
の買い手として百科辞典的な商品知識をもって
いるという擬制〔fictio juris〕が一般的である」
という（K .，，S.５０，〔１〕７３頁）。労働力にかん
しては，この「百科辞典的な商品知識」の必要
性が本格化するのである。
上引の一文は『資本論』第１巻第１篇第１章
「商品」のなかに登場するが，もともとマルク
スの商品論は，労働力のことを念頭に置いてい
ると思しき議論を多々含んでいる。商品の使用
価値はもともと潜勢的であり，商品を実際に消
費してみるまでは実証されないという周知の議
論も，その一例をなすといってよい５１）。現にマ
ルクスは，労働過程論の冒頭でこの議論を反芻
するかのように，「労働力の買い手は，労働力
の売り手に労働をさせることによって，労働力
を消費する。このことによって労働力の売り手
は，現実に，活動している労働力，労働者にな
るのであって，それ以前はただ潜勢的にそう
だっただけである」と述べている（K .，，S.１９２，
〔１〕３１１頁）。
またマルクスは，労働力にかんする商品知識
の必要性についても，いくつかの記述で論及し
ている。たとえば，「彼（資本家；引用者）は，
抜けめのないくろうとの目で，紡績業とか製靴
業とかいうような彼の専門の営業に適した生産
手段と労働力とを選び出した」という記述がそ
れである（K .，，S.１９９，〔１〕３２３頁）５２）。ここで
は，労働力の消費者となる資本家自身が，労働
力にかんする専門的な商品知識を有し，それを
駆使して自社に必要な労働力を選別するという
状況が描き出されている。
もっとも一般的な商品にかんしていえば，お
そらく従来は，商品知識を最も豊富に有するの
は商人であり，それゆえ商品説明は商人活動の
一環に組み込まれるという見方が根強かったと
いってよい。マルクスが『資本論』の随所で描
き出している行商人としての商人像も，この見
方を踏襲していよう。
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しかし改めて考えてみると，商人活動の本分
がさまざまな商品種を手広く商うことにあると
すれば，商人（専門商を除く）が個々の商品種
についてのエキスパートになるという想定には
不自然な点が出てくる。個々の商品種について
のエキスパートになるのは，その商品種の生産
者であると考えた方が自然である。また，個々
の商品種について知りたいポイントが何である
かを知っているのも，その商品種の消費者であ
ると考えた方が自然である。かつて商人が生産
者の代わりに商品説明を行うことが通例であっ
たとしても，それは生産者と消費者とが遠く隔
てられていた原始的な商品流通（あるいは初期
の外国貿易）ならではの現象であったと見るの
が妥当なのかもしれない。
ただ以上は，あくまで個々の商品種にかんす
る知識に限った話である。「百科辞典的な商品
知識」ということになれば，また話は別である。
「百科辞典的な商品知識」は，さまざまな商品
種を手広く商う商人でなければ集めることがで
きない。
消費者があらかじめ買うべき商品種を自分で
分かっていれば，他の類似した商品種との比較
を行うための商品知識はもはや不要になる。そ
の分，消費者の知りたいポイントは，特定の商
品種の細目に及ぶ。求められるのは，同じ商品
種のなかで，商品を個体レベルで識別するため
の専門的な商品知識である。その一方，どの商
品種を買うべきかが分からない消費者にとって
は，「百科辞典的な商品知識」が有用になる。「百
科辞典的な商品知識」は，何がどこで生産され
ているかという地図情報と連動しなければ使え
ないから，むしろ市場知識といいかえた方がよ
いほどの広範さをもつ。一口に商品知識といっ
ても，それが求められる状況に応じて中味は変
化するのである。
労働力にかんする商品知識についても，基本
的には同じことがいえよう。労働力を全て同じ
品位（等級）の，同じ品質の商品とみなせば，
広く浅い商品知識も，狭く深い商品知識も，ど
ちらも不要になる。しかしこれは，労働者の間
の能力差や職業上の適性の違いをあまりにも軽
視した見方であろう。人間の身体に個体差があ
るように，人間の身体から切り離しえない労働
力にも個体差があり，何を選んでも「彼の専門
の営業に適した」労働力になるわけではないと
考えるべきではないか。
この問題にかんするマルクスの認識には，も
ともと労働力には個体差はないという見方と，
労働力には個体差があるものの，それは資本の
下での大量雇用をつうじて消失するという見方
とが混在している。
第一の見方は，たとえば『資本論』第１巻第
１篇第１章「商品」のなかで，「平均的にだれ
でも普通の人間が，特別の発達なしに，自分の
肉体のうちにもっている単純な労働力」という
いい方で表明されている（K .，，S.５９，〔１〕８７頁）。
これにたいして第二の見方は，たとえば『資本
論』第１巻第４篇第１１章「協業」のなかで，「価
値に対象化される労働は，社会的平均質の労働
であり，したがって平均的労働力の発現である。
ところが，平均量というものは，つねにただ同
種類の多数の違った個別量の平均として存在す
るだけである。どの産業部門でも，個別労働者，
ペーターやパウルは，多かれ少なかれ平均労働
者とは違っている。この個別的偏差は数学では
『誤差』と呼ばれるものであるが，それはいく
らか多数の労働者をひとまとめにして見れば，
相殺されてなくなってしまう」といういい方で
表明されている（K .，，S.３４１―３４２，〔２〕１６８頁）。
相反する二つの見方である。
本稿の観点からすると，まず第一の見方は支
持できない。マルクスは先の引用文に続けて，
平均的にだれでも普通の人間は……云々といっ
ても，「国が違い文化段階が違えばその性格は
違うのであるが」という留保文言を付けている。
しかしこの文言でいわれていることは，国境を
越えて活動することが当たり前である資本に
とって，本来留保して済ませられない内容のは
ずであろう。先進国の労働者ならば誰でも普通
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にできる作業でも，途上国の労働者には難しい
という事例は山ほどあり，それは資本の多国籍
化の阻害要因になる。
ただ本稿も，大量雇用・同時就業によって労
働者集団の全体のパフォーマンスが平均化され
ることは認める。それゆえ第二の見方は，大筋
において支持できる。ただ問題は，平均化され
るからどんな個体でもよいという結論になるか
どうかにある。
自分一人が手を抜いてもどうせ全体のパフォ
ーマンスには影響しないと多くの労働者が考え
れば，平均値は下がってしまう。また，ペータ
ーが現在の職業に適性があるかどうかは，資本
家よりも，ペーターと同じ職場で働いているパ
ウルの方が正確に知っている場合が多い。した
がって，適性の有無に関わりなく誰でも同じ扱
いを受けることになれば，労働者の間にはモラ
ルハザードの状況が生まれ，やはり平均値は下
がってしまう。前節でも述べた，人格的な繋が
りをもつ人間組織における悪しき伝染現象であ
る。そして奇しくも，こうした現象は一次産品
にも見られる。病原菌のホストである個体がご
く少数混入しただけで，群の全体が病気に感染
することは珍しくない。
すると資本家としても，労働力を個体レベル
で鑑定し，適性のない個体を慎重に排除しなが
ら，平均値の維持ないし向上に努めるのが当然
なのであって，それにはいかにも「抜けめのな
いくろうとの目」が必要とされよう。一口に同
種大量性といっても，混ぜたら区別が付かなく
なる一般的な商品のそれと，どんなに混ぜても
ペーターやパウルといった固有名が残る労働力
のそれとでは，自ずから異なる内容をもつので
ある。
むろん，人間以外の生物を働かせることがで
きないという意味では，労働力がヒトという種
に固有の共通属性であることは確かである。そ
の意味で，「人間ならば誰でも労働力を有して
いる」という同種命題は成立する。しかしそれ
は，「人間ならば誰でも同じ労働力を有してい
る」という同質命題と同義ではない。規格の統
一された工業製品の市場ではこれら二つの命題
の違いは消失するが，一次産品の市場ではそう
ではない。同種大量の小麦が売られる市場でも，
小麦種の品位・品格・品目は区分される。そし
て労働力は，工業製品ではなく，かかる下位区
分の成立する一次産品の方に分類されるのが適
切なのである５３）。
消費者となる資本家があらかじめ買うべき労
働力の品位を自分で分かっていれば，同品位の
労働力を個体レベルで識別するための狭くて深
い商品知識が必要になり，分かっていない場合
は広くて浅い商品知識が必要になる。後者の商
品知識は，労働市場にかんする市場知識と同義
であるから，労働市場における商人がそのエキ
スパートになると考えてよい。
たとえば，マルクスの事例に出てくる紡績業
を営む資本家が，新たに製靴業に参入する場合，
これまで紡績業で培った労働力にかんする商品
知識をそのまま流用できるわけではない。引き
続き紡績業だけを営む場合でも，営業区域の変
更（販路の新規開拓）や生産方法の変更などに
伴い，さらには労働者側での職業志向の変化な
どに伴い，同様のケースはいくらでも出てく
る５４）。労働力を求める状況の変化に応じて，求
められる商品知識の中味が変化するケースであ
る。これらのケースでは，商人はいわばジェネ
ラリスト型の「くろうと」として，スペシャリ
スト型の「くろうと」である資本家の欠を補う
ことになる。マルクスが想定していたような，
紡績業者自らが紡績労働者を選別する「くろう
と」になるという事例は，ありうる複数の事例
のなかの一つでしかない。
ただ労働力の場合，もう一段階複雑な事情が
絡んでくる。労働力では一般的な商品とは異な
り，個々の商品種についてのエキスパートにな
るのは，その商品種の生産者である労働者自身
であるとは限らない。紡績業での労働経験のな
い労働者が，紡績業での適性の有無を尋ねられ
ても，十分信頼するに足る回答ができるとは思
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えない。また，労働力では一般的な商品とは異
なり，外見による品位の区別は容易ではない。
買うべき労働力が営業職に適性のある品位であ
ることは分かっていても，どの労働者がその品
位に属するのかは正確には分からない。小麦を
買おうと思って鉄を買ってしまったとか，高品
位鉱石と低品位鉱石とを取り違えたといった失
敗はまず起こりえないが，見込品位でランクづ
けられる労働力についてはその限りではないの
である。
そのため，労働力の品位差は，個体差から完
全には分離できない状態で存在することになる。
雇った労働者が営業職で成果を上げないのは，
品位の見込みを間違えたためであるか，それと
も適正な品位のなかから粗悪な個体を選んだた
めであるか，明確に判別することは至難の業に
なる。
この困難は，労働力という商品の特性自体か
ら生じるものであるから，その売買を商人に委
ねても解消するわけではない。労働力の使用価
値の不確定性は，品位と個体との両面にわたる
商品選択の錯誤のリスクと表裏一体をなしてい
る。それゆえに，なおさら「百科辞典的な商品
知識」が重要であるといういい方もできるが，
「百科辞典的な商品知識」だけでは足りないと
いういい方もできよう５５）。労働市場における商
人の活動は，たんに商品知識や市場知識を伝え
るという次元を超えて，独自の深化を遂げるの
である。
営業職に適性のある同品位の労働力を一括し
て紹介してもらうだけであれば，粗悪な個体を
掴まされるリスクは残る。本当は個体別に紹介
してもらう必要があるが，そうなると今度は，
どの商人からの紹介を受けるかという商人選択
の問題が浮上することになり，それは資本自身
が自前の市場知識をもって解決しなければなら
ない。商品選択の錯誤のリスクはどこまで行っ
ても残る。かかるリスクを圧縮しようとすれば，
別種の対応が必要になる。雇用期間を短く切
り詰めること（まとめ買いをしないこと）と，
商人自身による品質保証を労働力に添付する
ことである。
は，もともと習熟効果を期待しない短期の
雇用であれば合理的である。しかし，労働者の
側に再雇用の保証が与えられていない分，悪貨
が良貨を駆逐する道理で，粗悪な労働力ばかり
をくり返し掴まされるリスクはかえって増えか
ねない。一度掴んだ良質な労働力をすぐに手放
すことは，資本にとっても大きなデメリットを
伴う。
これにたいしてでは，粗悪な労働力を掴ん
でも，それをすぐ商人に返品できるという安全
策が用意されている。売ったその場で終わりと
いう関係ではなく，売った後も一定の保証期間
にわたって持続する関係であり，その意味では
一種の信用関係である。むろんこれも，品質保
証を添付すれば労働力の販売価格もその分だけ
高めに設定されるから，資本にとって絶対的な
メリットのある対応ではない。
したがって，またはを利用した間接雇用
に加えて，商人を介さない直接雇用が，あり
うべき三種類の対応として並び立つことになろ
う。どの対応が優勢になるのかは具体的な状況
次第であり，理論的には確定できない。それで
も労働力の売買をめぐっては，一般的な商品の
売買には見られないの対応が加わること，従
来考えられてきたやだけが労使関係の基本
形でないことは立論可能なのである５６）。
の対応を行うためには，商人自身が労働力
を買い取らなければならないわけでは必ずしも
ない。労働者が労働力を売り，資本家がそれを
買い，商人は労働者の登録と紹介とによって両
者を繋ぐだけでも足りる。労働者にたいして一
定の職業訓練を施す場合でも，そのための費用
は商人自身が全額負担する必要はなく，販売手
数料というかたちで労働者から一部徴収すれば
よい５７）。これは，商人といっても仲介商のタイ
プであるが，品質保証のコスト（保証債務）は
商人自身が負担する必要があるから，保険業の
一種と考えることもできる。
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この商人には，労働力の品質にたいする厳格
な鑑定眼が求められる。これはちょうど，商業
手形に支払保証を与える業者に，商業手形の品
質にたいする厳格な鑑定眼が求められることと
事情を一にしていよう。労働力の品質は，労働
者本人の技能や資格によって評価されるだけで
はなく，本人以外からの紹介や推薦によっても
評価されることになる。技能や資格だけで評価
できる場合，労働者本人が履歴書を作成して，
それを自分の労働力に一枚添付するだけで足り
る。しかし小幡も述べているように，技能や資
格は，しょせん労働者が身に付けている業務用
の着衣の類にしかすぎないのであって（小幡
［２０１４］頁），資本家もそのことは重々承知して
いよう。目に見える型だけでは評価できない場
合，目に見えない人間関係による型づけが必要
になるのである。
これまでマルクス経済学では，労働力は転売
不能な商品であるという見方が根強かった５８）。
この見方を支えている論理は，おそらく三通り
に大別できよう。すなわち，（１）労使関係は原
則として日雇いであり，一日というタイトな時
間的制約の下での転売は難しい，（２）労使関係
は原則として労働者との直接的な契約関係であ
り，労働者の与り知らないところで契約先を勝
手に変更することはできない，（３）売れるのを
待っている産業予備軍が潤沢に存在する状況下
で，わざわざ他資本から割高な労働力を買う資
本はいない，という三通りの論理である。これ
らの論理は何れも問題を孕んでいる。しかしそ
れ以前に，そもそも労働市場における商人活動
が転売活動だけに限定されないことに留意しな
ければならない５９）。
こうした観点から振り返ってみると，労働力
の売買関係にかんする従来型の説明には，やは
りいくつかの難点が伏在していたという総括を
行わざるをえない。最大の難点は，労働力を買
うことに伴う困難がほとんど無視されてきたこ
とにある。労働市場における商人の存在がこれ
までほとんど無視されてきたのも，その必然的
帰結といってよい。
たとえばマルクスは，ある産業部門において
一般的な平均程度の熟練や技能を具えた「正常
な品質の労働力」を買うことは，正常な品質の
綿花や紡績機械を買うことと同様，資本にとっ
て至極簡単なことでしかないかのような説明を
行っている（K .，，S.２１０，〔１〕３４２頁）。これは，
先に引いたマルクス自身の「抜けめのないくろ
うとの目」云々という説明とは矛盾するように
思われるが，兎も角も従来型の説明の典型であ
ろう。
しかしすでに述べたように，労働力は，品位
差とも個体差とも俄かには判別の付かない品質
差を固有する。しかもそれは，実際に使ってみ
るまでは分からない類の品質差であって，外見
からは十分な手掛かりを掴むことはできない６０）。
また労働者本人にとっても，実際に使われてみ
るまでは自分の労働力の品質は分からないので
あり，それを事前に資本家に説明することは難
しい。強引に説明しても，この売り文句をその
まま鵜吞みにする資本家は到底「抜けめのない
くろうと」とはいえない。労働力には，一般的
な商品にかんする情報の非対称性とは異なり，
売る側にも買う側にも情報の不透明性が偏在す
るのである。
加えて労働力は，個々の資本の下で大量に生
産され，大量に出荷される綿花や紡績機械とは
異なり，個々の労働者の下で単品ごとに生産さ
れ，単品ごとに出荷される。しかし資本は，か
かる労働力を大量に調達しなければならない。
流通単位が小さく，売り手があちこちに点在す
る小口分散的な市場でまとめ買いを行おうとす
れば，買う側にも相応の買い廻りの負担が掛か
る。労働者が自分で労働力を売り歩き，資本の
採用窓口の前に列をなして並ぶという光景は，
いかなる場合でも当たり前に見られるわけでは
ないのである。
たとえば，未出荷の労働力を他資本よりも先
に青田買いしたり，現役労働者を他資本から引
き抜いたりする資本は，自分の方からスカウト
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に訪れる必要がある。他資本に引き抜き返され
ることへの防止策を講じる必要もあるが，それ
はまた買い手としての資本の負担になる。さら
に大量雇用体制の下では，そうした負担の全て
を資本家個人が抱え込むこともできかねるので
あり，人事部の職員を「抜けめのないくろうと」
に育成するためのコストも掛かる。総じて，「正
常な品質の労働力」を買うまでに資本がクリア
しなければならない障害は，決して低いもので
はない。
これにたいして，従来型の説明でも，労働力
を売ることに伴う困難にはそれなりに注意が払
われてきた。しかしそれは，労働市場は原則と
して（産業予備軍が枯渇しない限り）買い手市
場的な状況にある，それゆえ現役の労働者もい
つ自分の地位を他の労働者に取って代わられる
か分からず，資本家からの一方的な要求も拒み
づらい立場にあるというように，失業の不安を
大きくクローズアップするような内容になって
いたように思われる。これはすなわち，います
でに自分の労働力が売れている労働者が抱く不
安であり，くり返し売り続けることに伴う困難
である。
しかし，労働力を売るために労働者が負担し
なければならないのは，失業の不安だけではな
い。自分の外形的な商品スペックを向上させる
ための資格取得や職業訓練など，もっと狭い意
味での販売費用，小幡のいう「型づけコスト」
が掛かる。すでに述べたように，この「型」が
そのまま「正常な品質の労働力」の保証として
通用するかどうかは分からない。といって，他
者との差別化を図るためのコストを一切支出し
ないのでは，最初から自分の労働力を売ること
を諦めたも同然の結果になろう。
しかも本稿の１―３で述べたように，自分の
労働力がどのような労働環境の下で使用される
のかは，労働者にとってきわめて切実な関心事
となる。失業の不安の対極には，労働災害や過
労死の不安があり，それらの不安は根底におい
て繋がっている。それゆえ労働力の売り手には，
売った後のことまで知る必要のない一般的な商
品の売り手とは異なり，買い手にかんする調査
のコストも掛かる。こうした諸種の販売費用の
必要性は，やはり従来型の説明ではほとんど無
視されてきたのであり，そのこともまた，それ
らの費用の負担を肩代わりする商人の存在がほ
とんど無視されてきたことの根因をなすのであ
る６１）。
ただ，かかる商人を利用しても，労働者自身
の負担する労働力の販売費用がゼロになるわけ
ではない。労働力の販売過程を肩代わりする商
人は，当然ながら，労働者にたいして販売手数
料を要求する。さらに，先に商人による人材紹
介の問題に関連して述べたように，自分の労働
力の販売をどの商人に肩代わりさせればよいか
を決めるのにもコストが掛かる。このように，
労働者自身が労働力の販売費用の相当部分を自
弁するという問題は，労働力の価値規定にまで
跳ね返ってくる。
一般的な商品の販売費用は，商品を販売する
以前に支出され，商品を販売した後に利潤から
控除されるのが手順である。もしも労働力の販
売費用にも同様の手順が適用されるのであれば，
労働力を販売した後で支払われる労賃には，当
面の生活過程に支出される必要部分以外の余剰
部分が存在しなければならなくなる。その場合，
労働力の販売費用の負担は，労賃を支払う資本
家に帰せられる。
しかしこのように，買い手である資本家が販
売費用の負担を肩代わりしてまでも労働力を買
いたい（あるいは労働者が販売費用を支出する
必要がないほど資本家の方から買い向かう）と
いうのは，むしろ例外的な事態であろう。多く
の場合，労賃からの控除ではなく，労働者自身
の財産からの持ち出しで販売費用が支払われる
ものと考えた方が自然である。しかしそう考え
ると，労働力の販売は，文字通り無一物の状態
にある「二重の意味で自由な労働者」の手には
余ることといわざるをえなくなる。労働力の販
売に先立って，労働者の側に一定の「保険財源」
労働力と商人（２）
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が貯えられていることがどうしても必要になる
のである。
こういえば，恵まれた経済状態にある労働者
を一般化する不用意な見方との批判を受けるか
もしれない。しかし，その批判は当たっていな
い。
一方に，多くの資格を取得して型づけられた
労働力があれば，もう一方には，何の資格も取
得していない労働力，型づけられていない労働
力がある。型づけられた労働力が多数を占める
労働市場では，型づけられていない少数の労働
力はそのようなもの（低位品）として型づけら
れているといえなくもないが６２），兎も角も二つ
のタイプの労働力の間には，その販売費用の支
出額にも明確な違いがある。そして失業の不安
は，型づけられた労働力を販売する労働者より
も，型づけられていない労働力を販売する労働
者にたいして強く働き，いっそう大幅な雇用条
件面での譲歩を余儀なくさせる。売れ残りの不
安を抱えた商品在庫の割引販売である。この割
引幅が大きくなるほど労働者の生活は困窮する
が，早く売れる分だけ失業の不安は遠退くので
あり，その意味では収入ゼロの絶対的貧困の悪
夢も遠退くのである。
他方，型づけられた労働力と型づけられてい
ない労働力とを組み合わせて消費する資本家も，
後者のタイプの労働力をより安価に調達すれば，
前者のタイプの労働力は比較的余裕をもって調
達できるようになり，それだけ労働力の購買費
用も少なくて済む。たとえ前者のタイプの労働
力が減少して値上がりしても，それ以上に後者
のタイプの労働力が増加して値下がりすれば，
デメリットを打ち消して余りあるメリットが生
まれよう。
このように，一方に「保険財源」を貯えて，
生活費以上の賃金を支払われる労働者が存在す
ることは，他方に「保険財源」を貯えず，生活
費以下の賃金しか支払われない労働者が存在す
ることと矛盾しないばかりか，むしろ相互前提
的な関係にある。この関係は，全ての労働者が
一様に無一物の状態にあり，一様に生活費すれ
すれの賃金水準にあるという従来型の想定では
捕捉できないであろう。失業率といい，賃金水
準といい，貯蓄性向といい，何れも全就業者人
口を母数とする統計値でしかない。母集団の統
計値が一定でも，サンプルの個体値はかなりの
幅をもって分散しうる。部分的富裕の裏側には，
部分的貧困が潜むといってよい。
「保険財源」は，本稿の１―１で述べたように，
本来は貨幣貯蓄だけに限定されない広がりをも
つ。衣食住の全般にわたる現物備蓄や，それら
の消費に要する生活労働の余力も，れっきとし
た「保険財源」になる。また「保険財源」の使
い方も，本来は労働者世帯が個別に貯え，個別
に用いることだけに限定されない広がりをもつ。
かつての備蓄米や現代の保険基金をイメージす
れば分かるが，労働者階級全体が共同で貯え，
世帯ごとの必要に応じて共同で用いることも，
れっきとした「保険財源」の使い方になるので
ある。
とはいえ，こうした「保険財源」の貯え方や
使い方は，労働者階級の消費領域がどこまで商
品経済の浸透を許すかによって変わる。生活労
働の多くが市販のサービス商品に置き換えられ
る流れの下では，労働力を型づけたり販売した
りするのに要する資財や労力も，その多くが商
品化され，有償化されることになる６３）。それと
ともに，労働者世帯が個別に貯えている貨幣貯
蓄の絶対性も増すことになり，結局のところは，
貨幣貯蓄の原資を稼ぎ出す賃金労働の絶対性が
増すことになる。その先には，現役世代の賃金
格差が貯蓄格差と教育格差とを生み，将来世代
の賃金格差として固定化されるという構図が仄
見えてくる。
このように，階級全体の「保険財源」が各世
帯の貨幣貯蓄のたんなる合計額に還元されつつ
あることが，部分的富裕と部分的貧困との同居
という，今日の労働市場の特徴的な現象を生ん
でいるわけである。
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２―３ 労使関係における信用代位
以上より，労働力の売買関係をめぐっては，
これまで不問に付されてきた商人の役割に注目
する必要があることが確認された。とはいえ，
むろん本稿も，労働力の売買関係には例外なく
商人が付随するものと考えるわけではない。労
働力の使用価値の不確定性を縮減する上では，
商人を介さないかたちでの長期雇用も一定の有
効性をもつからである。
たとえば，ある労働者の示すパフォーマンス
が高いのであれば，資本にとってその労働者を
解雇する理由はなくなる。反対に，ある労働者
の示すパフォーマンスが低かったとしても，同
じ作業をくり返すうちに習熟度が十分上がるこ
とが予想される場合には，やはりその労働者を
解雇する理由はなくなる。何れの場合も，未知
の労働者を新規に雇い入れるよりは，既知の労
働者との雇用関係を継続する方が無難であると
判断されよう。
前節でも述べたように，粗悪な労働力を掴ま
されるリスクを減らそうとすれば，雇用期間は
短く切り詰めた方がよい。しかしそうすること
で，一度掴んだ良質な労働力を逃してしまうリ
スクは増えるのであり，資本にとっては一長一
短がある。その限りでいえば，まず仮採用を行
い，一定の試用期間を置いて労働者のパフォー
マンスを見極めた後に，長期の（または任期の
定めのない）本採用を行うことが資本にとって
合理的な対応となる。一度使ってみて，品質を
この目で確認することこそ，最良の品質保証に
なるという理屈である。
しかしまた，このような二段階採用が可能で
あれば，商人の介在する余地は一切なくなると
即断することもできない。
まず，採用を二段階に分けること自体から生
じる人件費のロスがある。また良質な労働力ほ
ど，仮採用なしの本採用を実施している他の資
本に流れてしまう可能性もある。さらに，試用
はしょせん試用にすぎないから，本採用になっ
た途端に労働者が手抜きを始めるリスク，いわ
ば主体性の次元における品質偽装のリスクまで
を減らせるわけではない。なるほど一般的な商
品であれば，試験段階であれ実用段階であれ，
その基本的なスペックが変わることはない。そ
れと同様に，仮採用であれ本採用であれ，技能
や資格といった労働力の「型」が変わることは
ない。しかし，この「型」の奥にある労働者の
主体性までが変わらないという保証はないので
ある。しかも長期雇用は，マルクスの用語法で
いえば，まず入職時点において労働の形式的譲
渡がまとめて行われた後，退職時点までの長い
期間を経てその現実的譲渡が少しずつ行われる
ことを意味していよう。長期化とともにリスク
が増すのは信用関係一般の通則であって，労使
間の信用関係といえどもその通則の埒外には出
ないのである。
このように見てくると，労働力の商人の活動
には，やはり長期雇用によって完全には代替さ
れ切らない固有の意味があるものと考えなけれ
ばならない。この商人の活動は，大別すれば二
つの内容に分かれる。労働市場における労働
力の集積・格付け，個々の労働者に密着した
勧誘，という二つである。
では，労働力の買い手どうしが労働市場を
組織化した上で６４），そこに労働力を大量に動員
することが必要になる。求められるのは，いわ
ば労働市場における商業資本的・卸売商業的な
活動である。
この活動では，混ぜたら個体差が分からなく
なるという市場本来のメカニズムが作動する。
混ぜたら個体差が分からなくなるからこそ，品
位の違いを外形的に示すための格付けを行うこ
とが必要になり，かつ可能になるのである（個
体差がはっきり分かるようであれば，同品位・
同品格という尺度自体が成立しなくなる）。そ
して，自らの労働力を売る以外にない「自由」
な労働者は，自発的にこの大量動員のレールに
載ることになろう。
思えば，商品種ごとに別個の市場が分立する
一般的な商品とは異なり，労働力はほぼ全ての
労働力と商人（２）
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産業部門に売られる特殊な汎用商品，いわゆる
コモディティである。そのために，労働市場へ
の参加者は売り手・買い手ともにきわめて膨大
な数に及び，市場調査その他に要する流通費用
もそれだけ嵩むことになる。この流通費用を節
減しようとする社会的要請は，一般的な商品市
場と比較してもいっそう強まろう。またその節
減の効果も，一般的な商品市場と比較しても
いっそう明確なかたちで現れよう。労働市場は，
商業資本にとって必ずしも活動エリアの周縁を
なすわけではなく，見方次第ではむしろ中核を
なすのである。
これにたいしての活動は，もっと地域分散
的な色彩の強いもの，いわば商人資本的・小売
商業的なものになる。
現在雇用されている労働者は，直接的な意味
ではもはや労働力の売り手ではないが，雇用期
間中に転職する可能性を有してもいるから，潜
在的な意味では労働力の売り手といってよい。
労働力の転売可能性を否定してきた従来の理解
から離れるにつれて，潜在的な転売市場として
の労働市場の存在が浮かび上がってくる。そし
て，潜在的な意味での労働力の売り手である点
では，すでに労働市場から退出した中高年の退
職者や，まだ労働市場にエントリーしていない
若年の就学者なども同様である。
これらの主体は，必ずしも自らの労働力を売
る以外にないわけではなく，条件次第では売っ
てもよいという立場にある。いわば，半ば財一
般の所有者のような，半ば商品の所有者のよう
な中間的な立場にある６５）。かかる潜在的な労働
力の売り手を，労働市場のなかに引き入れて顕
在的な売り手たらしめるには，それぞれ別個の
事情を抱えた主体に密着して，それぞれ別個の
要因による「商品化」への抵抗を解除すること
が必要になる。推測するに，そもそも財一般に
も，かかる商人資本的な活動をつうじて交換の
場へと引き込まれることではじめて「商品化」
する側面があろう。
の中間業者が活動するのが，いわば顕在化
された表の労働市場，第一部の労働市場である
とすれば，の中間業者が活動するのは，潜在
的な裏の労働市場，第二部の労働市場である。
表と裏とのどちらの労働市場を活動の舞台に選
ぶかによって，中間業者に求められる条件も変
わる。裏の労働市場では，労働力の売買関係よ
りも，むしろその裏側に貼り付いている労使間
の信用関係が鍵を握るのである。
本稿の１―４で述べたように，資本間の信用
関係におけるリスクは，約定通りに支払が行わ
れるかどうかという次元に止まる。しかし，労
使間の信用関係におけるリスクは，労働力が適
正に使用され，その成果が適正に評価されるか
どうかという次元にまで及ぶ。したがって，後
者の信用リスクを縮減するためには，外からは
見えない労働の中味にまで踏み込むことが必要
になる。労使間の信用関係では，資本間の信用
関係で求められるものとは異質な信用力が求め
られるのである。
従来の信用論研究でも，過去に現金取引をく
り返した資本の間では信用取引が行われやすく
なり，過去に信用取引をくり返した回数（返済
履歴の厚み）に応じて信用力が強化されやすく
なるという説明がしばしばなされた。しかしこ
の説明は，信用関係の本質は将来の資金形成を
先取りすることにあり，その資金形成の確実性
こそが信用力の実体をなすものと見る立場から
は，やや理論的根拠の薄弱な説明と受け止めら
れてきたように思われる。
過去の履歴がものをいう信用関係があるとす
れば，従来の信用論研究で論じられてきた資本
間の信用関係よりも，むしろほとんど論じられ
てこなかった労使間の信用関係ではないか。資
金返済にかんする約定履行の確実性であれば，
貸し手自らが将来の市況を見極めて判断する以
外になく，過去の履歴はせいぜい参考材料程度
にしかならないかもしれない。しかし，労働力
使用にかんする約定履行の確実性であれば，必
ずしもその限りではない。
返済に充てられるのは将来の資金であり，そ
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の資金が形成されるのは時々刻々変化する流通
過程においてである。これにたいして，労働力
が使用されるのは労働過程においてであり，そ
れは過去から将来にわたって一定の規則性を
もって反復される過程なのである。したがって，
労働者の観点からすると，これまで約定された
範囲を超えて労働力の過酷な使用をくり返して
きた資本は，これからも同様の行動を続けるで
あろうと判断するに足る合理的な根拠がある。
またそのことに対応して，資本の観点からして
も，これまで約定された範囲の労働協力を拒み
続けてきた（職務規定からの逸脱や就業規則へ
の違反，怠業をくり返してきた）労働者は，こ
れからも同様の行動を続けるであろうと判断す
るに足る合理的な根拠がある。労使間の雇用関
係は，資本間の商業信用にも増して，見知った
相手との間で継続されやすい側面があるわけで
ある。
とはいえ，いかに継続的な雇用関係も，最初
は見知らぬ相手との間で始まる。労働力の売買
関係が結ばれるためには，見ず知らずの資本家
や労働者に欠けている信用力を，見知った第三
者が代補することが必要になる。
労働者をして労働力の販売に踏み切らせるた
めに，この第三者は共同体の内部（労働市場の
外部）における縁故や権威をも利用する。労働
力の購買過程を代位するためには資本家に近い
存在であることが求められるが，労働力の販売
過程を代位するためには労働者に近い存在であ
ることが求められるのである。
資本家と労働者との双方に近く，双方に信用
がある（顔が利く）存在として第一に考えられ
るのは，資本家から仕入れた商品を労働者に売
る商人，つまり小売商人であろう。むろん，小
売商人の直接の活動領域は川下の一般的流通に
限られるが，卸売商人に信用のある小売商人で
あれば，その信用の糸を手繰って川上の商業流
通にまで影響を広げることができる。そこで実
施されるのは，小売商人が労働者を募り，それ
を卸売商人が中継して川上の資本に送り込むと
いう水平的なリレー方式である。川下から川上
へと遡上する労働力の流れは，一般的な商品の
流れとは逆になる。
ただ以上は，あくまで小売商人や卸売商人の
側に労働力を取り扱うインセンティブが存在す
る場合に限った話である。何でも手広く商うか
ら，時には労働力を商うこともあるといった程
度では，共同体の内部における縁故や権威をも
利用するところまでは深入りできそうもない。
また，これらの商人を利用する側の資本として
も，労働力の安定的な供給源を確保すること（あ
るいは雇用を弾力的に調整すること）が利用目
的であるから，労働力がしばしば欠品になるよ
うな商人では意味がない。労働力を取り扱う商
人には専門性が要求されることになるが，それ
は取り扱う商品種を限定されたくないという，
総合性にたいする商人本来の要求とは矛盾する
のである。しかしまた労働力には，一般的な商
品とは異なり，どの部門のどの資本にも売れる
という総合性がそれ自体に具わっている。以上
の諸点を勘案すれば，労働力を取り扱う小売商
人や卸売商人は，それ以外の商品は取り扱わな
い専門商社になる可能性が高いものと考えられ
よう６６）。
資本家と労働者との双方に近く，双方に信用
がある存在として第二に考えられるのは，職場
の指揮命令系統のなかで上位にあり，資本家か
ら受けた命令を下位の労働者に伝達する労働者，
つまり管理労働者であろう。むろん，それぞれ
の管理労働者の直接の活動領域は直属の職場に
限られるが，顔の広い管理労働者であれば，ま
たは管理労働者の同職組合的な組織であれば，
他の職場にまで影響を広げることができる。そ
こで実施されるのは，管理労働者が自分より下
位の労働者を募り，それを自分より上位の資本
家に雇わせるという垂直的なリレー方式である。
下位から上位へとボトムアップする労働力の流
れは，トップダウンされる職務命令の流れとは
逆になる。
ただむろん，管理労働者自身はあくまで労働
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者にすぎないから，資本家の目から見て小売商
人と同じ意味での第三者といえるのかどうかに
は疑問が残る。しかし下位の労働者たちの目か
ら見ると，自分たちに指示を与えるのは資本家
ではなく，直属の上司となる管理労働者である。
顔の見える管理労働者が彼らに与える影響は，
時として，顔の見えない資本家が与えるそれを
凌駕するのである。
この影響力は，職場の身分序列に基づく人格
間の関係から生じる。したがって，匿名性と平
等性とを旨とする市場関係（物象化された関係）
とは異なり，共同体の内部における縁故や権威
とも馴染みやすいであろう６７）。管理労働者は，
労働者をして労働力の販売に踏み切らせる上で，
小売商人とはまた違った種類の役割を果たすの
である。それはちょうど，資本家と工場労働者
とをつなぐポジションにある商業労働者が，資
本家にたいして財産所得の物神性を，工場労働
者にたいして勤労所得の物神性を，それぞれ媒
介する役割を果たすことと事情を一にする。ま
た，２０００年代の住宅バブル時のアメリカにおい
て，低所得層をして住宅ローンの申請に踏み切
らせるために，近隣地域から小口のモーゲー
ジ・ブローカーが動員されたこととも事情を一
にする６８）。
もっとも従来の原理論では，小売商人と管理
労働者とはどちらも主役とはいいがたく，むし
ろその他大勢の登場人物の一人としてキャス
ティングされるだけであった。しかし，これら
の第三者の存在する労働市場像は，決して純粋
資本主義の論理から逸脱した想定ではないし，
現代資本主義の現状を無視した想定でもないの
である。
この点にかんして，マルクスは『資本論』第
１巻第６篇第１９章「出来高賃金」のなかで，次
のような興味深い議論を展開している。すなわ
ちマルクスによれば，出来高賃金の下では「資
本家による労働者の搾取」と並行して，「労働
者による労働者の搾取」が横行する。後者の「搾
取」は，まず「主要な労働者」（マニュファク
チュアでは組長，鉱山では採炭夫，工場では本
来の機械工）が資本家の決めた出来高当たりの
労働単価で契約を結んだ後に，資本家になり代
わって自分の「補助労働者」を募集して，彼ら
への賃金支払を行うというパターンを取るのだ
という（K .，，S.５７７，〔３〕８６頁）。
ごく表面的に読めば，これはいつの時代にも
見られる中間搾取の問題であるか，または資本
による生産支配がまだ間接的な段階に止まって
いた時代に見られた内部請負制６９）の問題であっ
て，搾取論としては傍論でしかないように見え
る。しかしこの「主要な労働者」を，労働者と
も資本家とも素性の知れない回し者とみなすの
ではなく，労働力の購買過程を資本家から，そ
の販売過程を「補助労働者」から，それぞれ正
式に代位する独立の主体とみなせば，マルクス
の議論はそれほど軽い内容には読めなくなる。
内容を深く掘り下げてみると，ここでもやはり，
労働力の使用価値の不確定性という問題に突き
当たるのである。
いうまでもなく生産の大量化は，雇用の大量
化を必須の条件とする。しかし大量生産体制の
下では，生産管理関連の業務の多くは監督労働
者に委ねられ，資本家の手から離れる。また大
量雇用体制の下では，人材管理関連の業務の多
くは人事部の職員に委ねられ，やはり資本家の
手から離れる。総じて資本家は，労働力の買い
方・使い方にかんする実務的知識に不足を来す
ことになり，そのことで労働力の使用価値は
いっそう不確定になる。一般的な商品の使用価
値であれば，資本主義的生産方法の発展ととも
に安定化するものと考えられるが，労働力の使
用価値にかんする限り，必ずしも同じようには
考えられない。
そして，資本家が実務的知識を失うのといわ
ば反比例するかたちで，その知識を拾い集める
「主要な労働者」の重要性は増すことになる。
現場を知らない資本家の目からすれば，「補助
労働者」の選択・採用・監督は，現場に身を置
いている「主要な労働者」に委ねた方が合理的
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であろう。また，現場を知らない「補助労働者」
の目から見ても，業務の細目については，資本
家よりも「主要な労働者」に質す方が合理的で
あろう。中間搾取といえば，口入屋や手配師な
どの前近代的な人身売買業者を想起しがちであ
るが，それらの業者の活動内容も，近代的な人
材派遣業者のそれと決定的に異なるわけではな
い。労使間の階級の垣根を越えて広がる資本主
義的な労働市場には，もとより階級横断的な行
動半径をもった主体が要請されざるをえない側
面があるといってよい。
またこのように，労働力の売買関係を労使間
の信用関係として捉え返してみると，この関係
の取り結ばれる労働市場は，資本間の信用関係
の取り結ばれる貨幣市場とは異なるあり方で，
独自の信用機構を形成しているという見方にた
どり着く。
比較的顔ぶれの固定された資本の間で取り結
ばれる信用関係では，相手の信用力を確認する
ことは比較的容易である。確認すべき内容も，
すでに述べたように基本的には将来の支払の確
実性だけに限定される。しかし労働市場のなか
でも，日々新たな労働者が参入・退出をくり返
す単純労働市場――マルクスが想定していた労
働市場――では，個々の労働者の滞在期間は著
しく短くなる。定着度の低い労働者と資本との
間で取り結ばれる信用関係では，信用力を確認
することは容易ではない。
日々働き先の変わる労働者の方は，日々異な
る資本の信用力を確認し続ける必要があるが，
そのための信用調査費用を捻出する余裕は到底
ない。そうした労働者を受け入れる資本の方は，
この費用を捻出する余裕は十分ありそうに思わ
れるが，労働者の顔ぶれ自体が頻繁に入れ替わ
る以上そうもいかない。またすでに述べたよう
に，労使双方が確認すべき内容も，労働の譲渡
にかんする約定履行（就業規則の遵守）の確実
性を始めとして，労働力使用にかんする約定履
行の確実性，労働成果にたいする適正評価の確
実性など，将来の支払の確実性だけには限定さ
れない複雑さをもつ。
このように信用力を確認しがたい労働市場で
は，信用代位にたいする強い要請が潜在的に存
在しており，その信用代位業務は，労働市場に
おける商人に委ねられる可能性が高いものと思
われる。本稿の２―３では，この商人にかんし
て，労働力の品質を保証する保険業者としての
役割を果たすという説明を加えたわけであるが，
保険業も広い意味での金融業に含まれることは
いうを俟たない。
労働者の方は，特定の商人にたいする信用調
査を行う程度の余裕はある場合が多いであろう
から，信用できる商人と一定期間にわたる雇用
契約を結ぶことができる。これは事実上，資本
の代わりに商人が労働者から信用を受けること
を意味する。また資本の方も，相手が資本であ
ればその信用力は比較的容易に確認できるであ
ろうから，信用できる商人から日々新たな労働
者を受け入れることができる。これは事実上，
労働者の代わりに商人が資本から信用を受ける
ことを意味する。労使ともに，直接相手を信用
するのではなく，中間に入る商人を信用して労
働力の売買を行うのである。
またその結果，労働力の売買関係の裏側に貼
り付いていた信用関係は，労働力の売買関係か
らはっきりと分離される。一定期間にわたって
継続する商人との信用関係をベースにして，そ
の時々の労働力の単発的な売買関係を労使間で
反復することが可能になる。労働市場における
商人は，いわば労働市場における銀行としての
顔を併せもつに至るわけである。
ただ銀行といっても，貨幣市場における銀行
に比べると，その活動範囲はかなり狭いものに
止まるであろう。すでに述べたように，相手の
信用力を確認しがたい労働市場では，見知った
資本に何度もくり返し労働力を売る，見知った
労働者から何度もくり返し労働力を買うといっ
た傾向が生まれやすい。この傾向は，雇用期間
が長期化しやすい熟練労働力市場（正規労働市
場）では特に顕著であろう。この傾向の下では，
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商人による信用代位の必要性は弱まる。それは
ちょうど，見知った資本の間で取り結ばれる商
業信用では，銀行による信用代位の必要性が弱
まることと同じ理屈である。したがって，労働
市場における商人の活動範囲は，どちらかとい
えば単純労働力市場（非正規労働市場）の方に
偏り，部分性や辺境性を色濃く示すことになる
と思われる。
しかし，貨幣市場における銀行の活動範囲が，
広いといっても卸売流通だけを重点的にカバー
するのとは違い，労働市場における商人のそれ
は，狭いといっても卸売流通（資本・商人間の
労働市場）と一般的流通（商人・労働者間の労
働市場）との両方をカバーするのであって，見
方次第ではかえって広角性があると見ることも
できる。このことは，従来の原理論における銀
行理解を念頭に置くとき，かなり深い含意をも
つ。
後述する人材派遣会社のように，商人が労働
者から受講料を徴収して各種のセミナーを開講
し，労働者の技能向上や資格取得のサポートを
行う場合，商人は結果として労働者の貨幣所得
の一部を預かり，それを労働市場に動員するこ
とになる。この商人を信用して自分の労働力を
売る労働者は，商人による信用代位をつうじて
信用調査費用を節約しつつ，節約された貨幣所
得の一部を自分の労働力の型づけコストとして
商人に預けるのである７０）。これはちょうど，労
働者の貨幣貯蓄の一部が，銀行預金を介して貨
幣市場に動員されることとパラレルな関係性を
形成するといってよい。
もっとも従来の原理論では，一般的流通と銀
行との関わりはほぼ無視されてきたに等しい。
それゆえ，「社会のあらゆる階級のあらゆる貨
幣貯蓄」（K .，，S.３７４，〔７〕８４頁）が銀行預金を
介して貨幣市場に動員されることも，たんなる
事実の問題として扱われるだけであった。こう
した銀行理解を念頭に置く限り，労働市場にお
ける商人を銀行に見立てることはいかにも奇妙
に映ろう。しかし労働者の貨幣貯蓄の使い方は，
労働者の消費生活の営み方を規定し，最終的に
は労働者の働き方をも規定する。労働市場にお
ける商人の金融的な機能に着目することは，労
働力をめぐる理論的考察を脇道に逸らせること
を意味しないのである。
３ 商人のいる労働市場をめぐって
３―１ 労働力の商人の理論的位置
マルクス経済学の労働理論は，剰余価値率（搾
取率）をシグナルとして労働力の移動が生じ，
その結果として剰余価値率の平準化傾向が生ま
れるという想定に立脚してきた。また，労働力
を買う資本の間での，および労働力を売る労働
者の間での水平的な競争関係をつうじて，さら
に資本と労働者との間での垂直的な競争関係を
つうじて，労働力の価格にも平準化傾向が生ま
れるという想定に立脚してきた。前提となるの
は，完全競争の状態の下で一物一価の法則が貫
徹された労働市場像である。
しかしこれらは，何れもかなり仮想的な性格
の強い想定であったのではないか。剰余価値率
は，理論上は必要労働時間と剰余労働時間との
比として定義されるが，この比を実際に算出し
ようとすれば，たんに労働日の長さや賃金額が
分かっているだけでは足りない。同じ長さの労
働日でも，そこで行われる労働の強度に応じて，
したがってまた業務の内容や労働の安全度にも
応じて剰余価値率は変わる。それゆえ，剰余価
値率が労働者にたいしてシグナル効果を発揮す
るためには，業務の内容や労働の強度，労働災
害の件数などを含めた雇用条件が，ほぼ全面的
に労働者に公開されている必要がある。しかし
従来は，たとえば特別剰余価値の生産にかんし
て説かれるように，自社で採用されている生産
条件は他社には公開されていない（優等技術は
そう簡単には流出しない）と考えられてきたは
ずである。
生産条件の秘匿性という想定は，雇用条件の
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透明性という想定とは正反対になるが，実際に
は生産条件と雇用条件とは連動するのであり，
両者を機械的に分離して別個の想定の下に置く
ことには無理がある。おそらく無理を生んでい
るのは，生産条件の秘匿性という想定の方では
なく，雇用条件の透明性という想定の方であろ
う。商品市場において商品価格がシグナル効果
を発揮することは普通に説明できるとしても，
同じことを労働市場で説明しようとすると，か
なり現実離れした想定を取る必要が生まれるわ
けである。
しかも，シグナルとしての剰余価値率という
見方は，労働力の価値規定に則して考えてみて
も無理を孕んでいる７１）。
労働力が資本の生産物ではなく，その価値規
定に一定の曖昧さが残るとすれば，労働力の等
価交換をつうじた搾取とその不等価交換をつう
じた収奪との間にも，何れかに区分することの
難しい一定のグレーゾーンが残るはずである。
資本の生産物であれば，費用価格を割り込むと
ころまで値下がりすると直ちに再生産ができな
くなるが，かかる厳格な補填原理をそのまま労
働力に適用することはできない。正確に必要労
働時間分の賃金財を買い戻せなくても，そのこ
とで直ちに労働力の再生産ができなくなるわけ
ではない７２）。労働者の収奪と，すでに述べた労
働者の貯蓄との間には，労働力の価値規定の本
源的な弾力性という共通の因子が潜んでいるの
である。
したがって，労働者階級の「保険財源」の形
成がありうるように，この「保険財源」を浸食
するかたちでの労働者の収奪もありうるとすれ
ば，グレーゾーンの収奪を含めた実質的な搾取
の率は，いよいよ表に出にくい情報になるもの
と考えざるをえない。また，労働力を売る労働
者の間でも水平的な競争関係が展開される以上，
こうした表には出にくい情報を他の労働者と共
有することにも，一定の抵抗が生じるものと考
えざるをえない。
以上の観点からすると，従来の労働市場像の
対極に，より現実的な，透明性の低い，剰余価
値率の異なる複数の部分市場からなる労働市場
像を立てることが必要になる７３）。それは，剰余
価値率のシグナル効果が制約されている点では，
不完全で原始的な市場でしかないように見える。
しかしこの制約は，労働力という商品の特殊性
から必然的に生じるのであって，労働市場が発
展すれば自然と解除されるというものではない。
むしろ，労働日の長さや賃金額だけに反応して
労働力が移動するのは，歴史的に見ればごく初
期の，低廉な労働力を日雇いで動員することだ
けに利用目的が限られていた時代の労働市場の
状態なのである。
一物一価の状態が貫徹された従来の労働市場
像は，労働力の生産者たる労働者とその消費者
たる資本とが直接対峙する市場像，いわば商人
のいない物質代謝的な市場像であったというこ
とができる。この市場像と，マルクスが「貨幣
の資本への転化」論などで描いていた商品流通
像との間にはかなりの懸隔がある。これにたい
して，本稿が独自に立てる労働市場像には，複
数の部分市場の間を巡回し，市場間格差を利用
して価値増殖を図る商人の存在が，最初から織
り込まれることになる。
この商人は，貨幣貯蓄が乏しかったり，予想
以上に必要生活手段の範囲が膨張したりしたた
めに，緊急の貨幣需要を抱えた労働者からは，
労働力の値引き販売を引き出すことができる。
また，大量の離職者を出したり，予想以上に受
注生産の件数が増えたりしたために，緊急の労
働力需要を抱えた資本にたいしては，労働力の
高値販売を行うことができる。一般的な商品で
あれば生産価格が転売価格の上限になるかもし
れないが，資本の生産物ではない労働力にはか
かる上限は存在しない。一般的な商品の転売価
格からの逆算によって，間接的にその上限が画
されるに止まる。その限りでいえば，「安く買っ
て高く売る」活動の余地は，一般的な商品市場
よりも労働市場を活動の舞台に選んだ方が広が
るともいえる。
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もっとも一般的な商品でも，買い急ぐ資本に
たいして現金価格（としての生産価格）よりも
高い信用価格で売ることは可能である。労働力
の高値販売は，強いていえばこのタイプの信用
販売に似ている。労働力を信用で売買すること
が難しいとすれば，労働市場における商人には，
一般的な商品市場における商人よりも大きな現
金貨幣の準備負担が掛かるであろうから，どん
な商人でも労働市場を活動の舞台に選べるわけ
ではない。しかし，たとえ少数でもそれを選べ
る商人が存在することは，労働市場の構造その
ものから立論できよう。
この商人は，労働力の在庫を形成し，その転
売価格を維持するとともに，剰余価値率のシグ
ナル効果（労働力移動の流動性）の制約から生
じる労働需要の隙間を埋めることになるのであ
り，そのようなかたちで結果的に雇用の調整弁
の役割を果たす。労働市場の外部に形成された
産業予備軍に比べて，この商人の下に形成され
た労働力の在庫は，すでに就業のための一通り
の準備を終えている分，より迅速な出動が可能
になる。商人はこのタイムラグを利用して，産
業予備軍よりも「早く売る」ことで価値増殖を
図るわけである。
こうした価値増殖活動は，原理論体系のどの
位置に，どのようなかたちで組み込めばよいの
か。おそらく普通に考えると，妥当な線と思わ
れるのは，（１）資本形式論のなかに商人資本的
形式の一種として組み込むか，（２）市場機構論
のなかに商業資本の一種として組み込むか，の
何れかであろう。ただ，実際に資本形式論や市
場機構論のなかで（１）や（２）を試みようとすると，
早速いくつかの障害に突き当たる。そして，そ
の障害を除去するためには，従来の資本形式論
や商業資本論の組み立てを根本の部分から見直
すことが必要になる。
まず（１）にかんしてであるが，従来の資本形
式論は，三つの資本形式のなかで最も原始的な
性格をもつのが商人資本的形式であり，それは
産業資本が現れた後では姿を消すものと規定し
てきた。商人資本的形式のベースにあるのは商
人資本であり，それはすなわち資本主義以前の
資本であるという規定である。この規定は，明
らかに労働市場における商人を説く上での障害
になる。
労働力を購買するのは何も産業資本だけでは
ないが，大量雇用体制が確立するのが産業資本
主義の成立以後であることは否定できない。ご
く小規模な労働力の商品化を説くだけであれば
兎も角，大規模な労働力の商品化を説くのであ
れば，資本主義以前の時代に止まってはいられ
ない。そして，大規模な労働力の商品化の下で
こそ，労働市場における商人の必要性も本格化
するものと考えなければならない７４）。それは商
人といっても，産業資本が現れた後では用無し
になる前期的商人とは似て非なる存在なのであ
る。
その点でいえば，（２）の方が（１）よりも有力な
線のように思われてくる。しかし従来の市場機
構論は，商業資本による産業資本の販売過程の
肩代わりばかりを重視して，購買過程の肩代わ
りは重視してこなかった。就中，労働力の購買
過程の肩代わりにかんしていえば，労働力を転
売不能な商品とみなしてきた経緯もあり，ほぼ
無視してきたといっても過言ではない。背景に
あるのは，産業資本にとっての市場のリスクは
W’の販売の不確定性に集約され，この不確定
性は産業資本からW’を買い取ることによって
のみ解消されるという理解である。この理解も
また，明らかに労働市場における商人を説く上
での障害になる。
そもそも労働力は資本の生産物W’ではない
から，それを転売する商人も，商業資本のよう
に「商品資本W’の自立化」とは規定できない。
またすでに述べたように，労働市場における商
人活動にはブローカー的な関与も含まれており，
労働力の転売というディーラー的な関与だけに
は限定されない。姿態変換型 G―W―G’の商業
資本の活動分野を少しばかり拡張しても，労働
市場における商人を内部に包摂することはでき
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ないのである。
ただ最大の障害は，（１）と（２）とに共通する。
すなわち最大の障害は，商人資本であれ商業資
本であれ，従来は労働者との関係をほとんど不
問に付すかたちで理論化されてきたことにある。
労働市場における商人は，産業資本の労働力の
購買過程に関与するだけではない。労働者の労
働力の販売過程にも関与する。その意味では，
一方で小口の販売を代位しながら，他方で大口
の購買をも代位するという両面的な関与を行う。
これは，ある生産者から安く買ったものを他の
生産者に高く売るという商人の活動の定型とは
異なるし，ある産業資本から安く仕入れたもの
を他の産業資本に生産価格で再販売するという
商業資本の活動の定型とも異なる。G―Wと
W―G’との間で，取引相手の種類自体が異なり，
したがって舞台となる市場の種類自体も異なる
のである。
その意味では，労働市場における商人は，海
外市場で買い付けて国内市場で売る貿易商や，
卸売流通で仕入れて小売流通で売る小売商に近
いといえなくもない。とはいえ，純粋資本主義
論では貿易商はほとんど等閑に付されてきたし，
商業資本論における小売商業の扱いも，本稿冒
頭で述べたようにそれと似たようなものであっ
た。世界資本主義論では，国外の非資本主義的
生産関係が国内の労働力に翻訳されるという
「内面化」命題が多用されてきたが，それもま
た本稿が考えているのとは異なる文脈において
であり，国内の労働力がいわば複数流通圏の間
で交易されるという話にはなりそうもない。流
通圏の複数化は，空間的に隔てられている国と
国との間で生じるだけではなく，国内の卸売流
通と小売流通との間でも生じるのである。後者
のタイプの流通圏の複数化は，純粋資本主義論
にとっても重要な論点になりえようが，従来の
小売商業の扱いに見られるように，そうした論
点化には不足の観が否めない７５）。しかしまた，
たんに卸売流通と小売流通とを別個に論じるだ
けでは，それら複数の流通圏を繋ぐ商人の活動
は死角に落ちてしまう。
労働者は労働力を小口で販売するが，資本は
それを大口で購買する。両者の中間に入る商人
は，市場のあちこちに点在する労働者から労働
力を少しずつ買い集め，それをある時点で資本
に一括販売する必要がある。また，労働力をで
きるだけ安く買うためには，購買時点をできる
だけ前倒しにして，まだ型づけられていない労
働力，すなわち労働者が自力で販売することの
難しい労働力を買う必要がある。商人はこの労
働力を自分で型づけして，買値よりも高く売ろ
うとするが，そのためには当然，型づけの期間
が必要になる。何れのケースで考えても，商人
は買ったものをすぐ売るわけにはいかないので
あって，購買時点と販売時点との間には少なか
らず時差が生じる。この時差は，商人の下で労
働力が在庫の状態にある期間に相当する。ある
資本から大量に仕入れたものを別の資本に大量
に転売する卸売商業とは違って，労働市場にお
ける複数の流通圏を繋ぐ商人には，どうしても
在庫を抱え込まざるをえない特殊な事情があ
る７６）。
これは，市場の内部で形成される在庫であり，
市場の外部で形成される産業予備軍とは性格を
異にする。型づけられる前の産業予備軍は「他
人のための使用価値」になり切っていないが，
すでに型づけを始めるか終えるかした状態で商
人の下に集積されている労働力は，商人にとっ
て純然たる「他人のための使用価値」である。
しかも，労働力が在庫の状態にあることは，要
するに労働者が働かずに遊休している（さりと
て生活労働も行っていない）状態にあることを
意味する。その遊休期間中に労働者の勤労意欲
が削がれ，労働力の使用価値が摩耗するのを防
ぐには，たんなる商品の物理的摩耗を防ぐため
の保管費や維持費には還元できない多くのコス
トが掛かる。そしてこのコストは，費用対効果
の確定された生産的な保管費とは違って，買い
手にその負担を転嫁できる種類の流通費用では
ないから，商人自身の取得する利潤から控除さ
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れる以外にない。市場内部で在庫の状態にある
労働力には，むしろ一般的な商品にも増して，
価値実現を急がなければならない特殊な事情が
あるともいえる。
もっともその事情は，熟練労働力と単純労働
力とではやや異なるであろう。熟練労働力はよ
り高く売れるが，特定の型に沿って型づけられ
ている分，その販売先は制限され，価値実現の
確率も低くなる。一方，単純労働力はより安く
しか売れないが，型づけによって汎用性を失っ
ていない分，販売先を制限されることはなく，
価値実現の確率も高くなる。しかしまた，熟練
労働力は比較的長期にわたってくり返し売れ続
けるが，いくらでも代替の利く単純労働力はそ
うではない。
このように，商人が取り扱う二種類の労働力
には，何れも一長一短がある。したがって，商
人の利潤率が安定化するためには，単価の高い
熟練労働力をできるだけ高いマージン率で売る
ことも必要になるが，単価の低い単純労働力を
できるだけ早く売り，資本の回転数を上昇させ
ることも必要になる。商業資本と同様，厚利少
売（高付加価値販売）の傾向と薄利多売の傾向
とが同時に現れるのである７７）。
ただ，商業資本との重要な違いもある。商業
資本の場合，さまざまな商品種を取り扱うこと
で利潤率の安定化を図るが，個々の商品種には
むろん汎用性がない。しかしすでに述べたよう
に，労働市場における商人の場合，単純労働力
という商品種自体に汎用性がある。そのため，
利潤率の安定化を図る上で，商業資本ほど取り
扱う商品種を増やす必要はない。また，商業資
本ほど取り扱う商品種を頻繁に変更する必要も
ない。その分，商業資本よりも専門性は上がり，
深い商品知識を蓄積することができる７８）。これ
は，商人が労働力にかんする「抜けめのないく
ろうと」として陶冶される上での必須の条件に
なるわけである。
３―２ 労働市場の変容と産業予備軍
このように見てくると，商人の活動は，労働
市場にたいして次のような影響を与えることが
推論できよう。すなわち，雇用関係の多様化
と労働市場の流動化，実質的な在庫量（求職
中の失業者数）の不透明化，産業予備軍の深
掘り，の三つである。
は，たとえば人材派遣会社の活動をイメー
ジすれば理解しやすいであろう７９）。
人材派遣会社は，労働者と一定期間にわたる
雇用契約を結んだ上で，さまざまな企業と短期
の派遣契約を結ぶ８０）。労働力をたんに右から左
に転売するのではなく，分割販売（量り売り）
に付すのである。むろん分割販売でも，派遣先
企業の労働需要は旺盛であるから，労働力が総
量として小口販売されるわけではない。しかし
労働力の量は，労働者の量とは必ずしも合致し
ない。少数の労働者を長期にわたって自社で採
用するのと，多数の労働者の派遣をごく短期だ
け受け入れるのとでは，調達できる労働力の量
自体は変わらない。人材派遣会社による分割販
売というオプションが追加されると，労働者の
雇用と労働力の購買との懸隔はいっそう拡張さ
れる。そのことで，雇用調整を伴わない弾力的
な生産調整が可能になる。
この懸隔は，これまで原理論が想定してきた
ような，直接雇用型の労使関係をイメージする
限りでは見えてこない。そこでは，労働者の雇
用と労働力の購買とは寸分違わず合致している
ように見える。そして勢い，労働力の購買（商
品流通での対等な関係）とその使用（商品生産
での支配関係）との懸隔の方に目が行くことに
なる。しかし，労働者の雇用と労働力の購買と
の懸隔は，正規，非正規の何れを問わず，全て
の雇用関係に潜んでいるものと考えなければな
らない８１）。労働者を雇用することは，労働力を
買うことを直ちに意味するのではなく，労働者
をいわば労働力の売り手として囲い込むことを
意味するのである８２）。
したがって，労働力の販売先を変えようとす
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れば，まず現在の雇用主との雇用関係を解除す
る必要があるのであって，いわば労使ともに囲
い込みの撤去費用が掛かる。正規雇用の場合，
囲い込みの期間は長期化するが，この撤去費用
は節減される。新規雇用に要する購買費用も節
減されるし，同じ労働者が働き続けることによ
る習熟効果も期待できる。ただ，その労働者か
ら買った労働力の品質に難があった場合，資本
は長期にわたって損失を被り続ける。すでに述
べた，労使関係に伴う信用リスクが増大するこ
とになる。
このリスクは，派遣労働者を活用する場合は
縮減される。少数の正規雇用に要するのと同じ
人件費で多数の派遣を受け入れることは，囲い
込んだ少数の売り手からまとめて労働力を買う
ことを止めて，多数の売り手から少しずつ労働
力を買うことを意味するから，粗悪な労働力を
掴まされる確率は下がり，労使関係に伴う信用
リスクは分散される。また派遣労働者には，す
でに述べたように人材派遣会社による品質保証
が添付されるから，その点でも安全性が見込め
る。さらに，派遣労働者とは雇用関係が結ばれ
ない以上，派遣先企業は囲い込みの費用を支出
する必要がないから，囲い込みの撤去費用も当
然ゼロになろう８３）。
むろんその反面，労働者の習熟効果は期待で
きないし，労働力の使用方法にも強い制約が掛
かる（派遣時に契約された業務以外には就かせ
られない）から，派遣活用がいつでも正規雇用
に優るとはいえない。ただ，労働者の雇用と労
働力の売買（または使用）との間に潜んでいる
懸隔が，雇用関係の多様化をもたらす因子にな
ること，資本主義的な労使関係の座標系のなか
で，間接雇用が直接雇用と同等のポジションを
占めることは確認できる。
かかる雇用関係の多様化は，当然，労働者に
たいしても一定のインパクトを及ぼすであろう。
労働者にとって人材派遣会社は，解雇された途
端に産業予備軍の位置にまで転落することを防
止するための安全網になりうる。しかしまた，
自分のポストがいつ派遣労働者に取って代わら
れるか分からないという意味では，失業の不安
を慢性化させる脅威の源ともなりうる。そのこ
とは，資本による労働強化を後押しするだけで
なく，労働者が自分の労働力を型づけることへ
のインセンティブを強め，正規雇用のポストを
めぐる労働者間の競争を過熱させる。こうして，
派遣労働者とは代替性のない熟練労働者にも，
結果として下からの競争圧力が強く働くことに
なる。
派遣労働者は，派遣先企業との直接雇用の関
係にはない点で，日雇の単純労働者とは一括り
にできない独自の範疇を形成する。しかも労働
者には，自分の労働力を第三者に代わりに売っ
てもらいたい，より確実に売ってもらえるなら
直接雇用でなくてもよいという要望が潜在的に
ある。労働環境に不満をもちながら働いて労働
力を疲弊させるくらいなら，まだダメージの浅
いうちに自ら離職し，いったん人材派遣会社に
身を置いて，常用型派遣の機会を窺った方がマ
シだと考える労働者も少なくないであろう。熟
練労働者にとっても，自分の技能が陳腐化しな
い内にハイクラスの派遣労働者に転身するのは
悪い話ではない。
総じていえば，熟練労働者と単純労働者との
二種類しか存在しなかった段階に比べると，労
働市場の流動性はいっそう強まるものと考えら
れる。またその流動化のパターンも，産業予備
軍→日雇→常雇というキャリアアップの進路が
固定されていた段階に比べると，派遣労働者と
いう迂回路が加わることで遥かに複雑化するも
のと考えられる。
次にであるが，を先に押さえておけば，
これも理解が比較的容易になろう。
派遣労働者は人材派遣会社と雇用関係にある
から，失業者数には当然カウントされない。と
はいえ，人材派遣会社で何らかの労働を行って
いるわけではないから，就業者数にもカウント
されない。これは常雇労働者のサボタージュと
同様，労働者の雇用と労働力の使用とが乖離し
労働力と商人（２）
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うることを示す事例である。派遣待ちの状態に
ある労働者は，ちょうど販売待ちの状態にある
在庫と同じなのである。
産業資本の下では販売待ちの状態にあること
が一目瞭然となる在庫も，商業資本に買い取ら
れることで，あたかも在庫ではなくなったかの
ような様相を呈する。商品の最終的な価値実現
を見込んだ「仮想的な需要」の創出である（K .，
，S.３１６，〔６〕４９６頁）。同じことが，派遣待ちの
状態にある労働者にも当てはまろう。求職中の
労働者も，人材派遣会社に労働力を買い取られ
ることで，あたかも最終的な働き口を得たかの
ような様相を呈する。市場全体での実質的な在
庫量が商業資本によって不透明化される（隠蔽
される）ことは，過剰生産へのブレーキが掛か
りにくい状況を生み，好況末期の商品過剰を深
刻化させる結果をもたらす。労働市場全体での
実質的な失業者数が人材派遣会社によって不透
明化されることも，似たような結果をもたらす
可能性がある。
ただその結果には，重要な違いもある。一般
的な商品の場合，大量の売れ残りを処分しよう
とすれば，全て一律に値を下げる以外にない。
しかし労働力の場合，一口に失業者ないし求職
者といっても，型づけの進捗具合にはすでに見
たように個体差がある。人材派遣会社は，派遣
待ちの状態にある労働者を抱えておくことは損
失でしかないから，値下げしてでもできるだけ
早く売りたいのは山々である。とはいえ，薄利
多売の戦略がマッチするのは，すでに述べたよ
うに技能も資格も職歴もほとんどない労働力，
いわば型づけ度の低い単純労働力だけに限られ
る。型づけ度の高い熟練労働力は，厚利少売の
戦略こそが本来マッチするはずであり，そう簡
単に値を下げることはできない。むしろ熟練労
働力にかんしては，一件ごとの派遣期間を短縮
しつつ，新規の買い取りを停止することで在庫
量の圧縮を図ろうとするであろう。これは，労
働者の雇用と労働力の購買とが乖離していれば
こそ可能になる弾力的調整であり，分割販売な
らではの秘策である。
しかも，等級制の上位にある少数の熟練労働
力は，下位にある多数の単純労働力とセットで
調達しなければ機能しない側面もある。熟練労
働力の単価は据え置いたままでも，それとセッ
トで販売される単純労働力の方を値下げすれば，
労働力一式の価格総額は下がる。これはちょう
ど，サブプライム債権の証券化の手法と同様，
分割販売のバリエーションとしての合成販売で
あり，やはり労働者の雇用と労働力の購買とが
乖離していればこそ可能になる弾力的調整であ
る。
総じていえば，労働力の場合，一般的な商品
のように一律のダンピングが行われるわけでは
なく，むしろ熟練労働力と単純労働力との価格
差を拡大するかたちでの在庫処分が行われる可
能性が高いものと考えられる。むろんそうなる
場合でも，単純労働力の価格に引っ張られて労
働力全体の平均価格（労賃水準）は下がる。し
かしこの平均価格は，熟練労働力の価格をも引
き下げるような規制力は必ずしももたない。ま
た逆に，熟練労働力が値上がりし，それに引っ
張られて労働力全体の平均価格が上がる場合で
も，単純労働力の価格までが引き上げられるわ
けでは必ずしもない。
むしろ熟練労働力の価格は，資本の側での労
働力の使用方法が切り替わり，かつての熟練労
働力がいわば型落ちになった局面で，一気に引
き下げられることになろう。しかしこの局面で
は，資本に代わって人材派遣会社が底値で買っ
てくれる保証もない。すでに述べたように人材
派遣会社は，熟練労働者がいきなり産業予備軍
の位置にまで転落することを防止するための安
全網として機能する。ただ，この機能が発揮さ
れるのは，たとえば資本の倒産や事業縮小に
伴って熟練労働者の雇用が打ち切られたとはい
え，熟練労働力の使用価値そのものはまだ陳腐
化していない状況に限られるのである。
なお念のため，労働力の価格変動を論じる上
では，次のような留意点があることを補足して
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おきたい。
時給の単価が変わらなくても，労働時間が短
縮されれば労働力の価格は下がる。また名目的
な労働時間が変わらなくても，労働が強化され
れば実質的な労働時間は延長され，実質的な時
給の単価は下がる。そしてどちらの場合も，労
働力の使用量の変化とは切れたかたちで，労働
者の雇用量は一定に保たれうる。マルクスが紹
介している事例でいえば，全日工“full timers”
と半日工“half timers”との使い分けや（K .，
，S.２５７―２５８，〔２〕３０頁），昼間労働と夜間労働
との交替制（K .，，S.２７１，〔２〕５３頁）がその好
例である。
一般的な商品の場合，安く買うためには売り
手に販売価格を引き下げさせる以外に手はない。
しかし労働力の場合，購買価格を据え置いたま
までも，安く使う（短時間に高密度で使う）こ
とで安く買うことができる８４）。その意味におい
て，労賃水準の変化は，必ずしも労働力の価格
変動を反映するわけではなく，失業率の変化も，
必ずしも労働力の価格変動と連動するわけでは
ない。消費者物価指数を考慮に入れることで名
目賃金率と実質賃金率とのズレは一応補正でき
るが，その実質賃金率ですら，労働力の実質価
格の指標としては限界がある。労働市場の深部
には，額面給与・基準労働時間・従業員数など
の名目値によっては捕捉できない雇用条件・労
働環境の変化が隠されているのであり８５），労働
力の実質価格は，そうした隠された条件と深く
関わるのである。
最後にであるが，これを理解するには，
が労働市場の内部で形成される狭義の在庫の問
題に帰着したのとは反対に，労働市場の外部で
形成される広義の在庫，すなわち産業予備軍の
内部構造に考察を及ぼす必要がある。
周知のようにマルクスは，産業予備軍（相対
的過剰人口）には「種々の存在形態」があると
いう説明を行っている。マルクスが挙げている
「存在形態」の一つは，恐慌局面および不況局
面で排出された，または他の景気局面での転職
の過程で生じた「流動的過剰人口」である（K .，
，S.６７０，〔３〕２３４頁）。これは，労働市場への近
い将来の出動を予定している点で，ちょうど商
品流通への近い将来の出動を予定している鋳貨
準備金に類似しよう。日雇労働者のように，就
業パターンの不規則な「停滞的過剰人口」も同
様である（K .，，S.６７２，〔３〕２３７頁）。派遣労働
者も就業パターンが不規則であるから，人材派
遣会社との雇用関係にあるとはいえ，むしろ「停
滞的過剰人口」にカウントした方が適切な側面
もある８６）。
マルクスが挙げているもう一つの「存在形態」
は，農村や家族などの共同体の内部における貧
農・女性・児童・移民などの「潜在的過剰人口」
である（K .，，S.６７２，〔３〕２３６頁）。これは，現
行の労働市場から疎遠である点で，ちょうど商
品流通の外部に引き上げられた本来の蓄蔵貨幣
に類似しよう。勤労意欲を喪失してニート・ホ
ームレスの状態に陥っている「本来のルンペン
プロレタリアート」や，「受救貧民」のなかで
「労働能力のあるもの」も同様である（K .，，
S.６７３，〔３〕２３８頁）。消費領域における生活労働
に従事するのは，主としてこれらの階層の産業
予備軍であると考えてよい。
もとより産業予備軍は，雇用待ちの準備（バッ
ファ）としての性格をもつと同時に，解雇され
た滞貨（売れ残り）としての性格をもつ。これ
ら二つの性格の併存自体は，一般的な商品在庫
にも見られる現象である。とはいえ一般的な商
品在庫には，流動的な商品在庫と潜在的な商品
在庫という「存在形態」の違いがあるわけでは
ない。販売圧力は，全ての商品在庫にたいして
均等の大きさで掛かる。しかし，産業予備軍は
そうではない。産業予備軍には「種々の存在形
態」として現れる多層的な内部構造があり，そ
れはむしろ蓄蔵貨幣の内部構造との相似形をな
すのである。
この内部構造は，労働市場における商人の活
動と密接に関連する。安く買おうとすれば，で
きるだけ遠隔の市場に出向する必要があるのは，
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古来より商業の通則である。加えて，できるだ
け疎遠な客層に接触を図る必要もある。労働市
場における商人にとって，遠隔の市場に相当す
るのは農村や家族などの共同体であり，疎遠な
客層に相当するのは「潜在的過剰人口」なので
ある。
この階層の産業予備軍は，求職状態にはない
自発的失業者であるから，そのフットワークは
「流動的過剰人口」や「停滞的過剰人口」より
も機動性を欠き，かえって現役労働者以上の好
条件を提示されなければ働こうとはしないかも
しれない。しかしそうなるかどうかは，直接的
には彼らの生活水準によるであろうし，間接的
には彼らが帰属する共同体の財政状況によるで
あろう８７）。
なるほど生活水準が高ければ，あるいは共同
体の財政状況が豊かであれば，彼らは無理に求
職しないでも済むかもしれない。しかしまた，
求職すること自体に労働力の販売費用が掛かる
以上，生活水準が低すぎるか共同体の財政状況
が貧しすぎるかすれば，彼らは求職しようにも
求職できない。勤労意欲がないから働かないの
ではなく，働けないから勤労意欲を喪失するの
である。このように，一口に自発的失業者といっ
ても，自発的失業の動機はいわば両極端に異な
りうる。
しかも，自発的失業の動機を決定する要因は，
自発的失業者と労働市場との距離だけに尽きる
わけではない。そこにはむしろ，自発的失業者
と一般的な商品市場との距離，いわば消費者と
しての自発的失業者のポジションが深く関係し
てくる。
一般的な商品市場をつうじて，共同体の奥深
くにまで市場経済が浸透することになれば，以
前は無償であった生活労働も，その多くが有償
のサービス労働に切り換えられることになる。
現在の生活水準を維持するために必要な貨幣所
得は，個人ベースでも共同体ベースでも増加す
る８８）。そのなかで貨幣所得が一定のままでは，
個人の生活水準は相対的に引き下げられ，共同
体の財政状況は相対的に悪化する。貨幣所得が
低すぎるために自分で無償の生活労働を行う以
外になく，それゆえ求職を断念せざるをえない
という自発的失業者にとって，自分が消費者と
して他人のサービス労働を買えないポジション
にあることは，自分が労働者として自分の労働
力の販売費用を賄えないポジションにあること
と同義なのである。
このように，個人および共同体の相対的貧困
の産物である「潜在的過剰人口」を労働市場に
動員しようとする場合，鍵を握るのは労働力の
買取価格を引き上げることよりも，むしろ労働
力の販売費用を節減することである。この費用
が節減できるかどうかは，求人情報の収集がど
れほど容易であるか，求人先へのアクセスがど
れほど容易であるか，総じて労働市場がどれほ
ど集約化されているかによる。またその集約化
の程度に応じて，資本の支出する労働力の購買
費用もより大幅に節減できるようになる。その
意味において，労働市場の集約化のためのコス
トは，労働者と資本との双方によって共同負担
されてよい側面がある。
とはいえ労働者と資本とは，労働市場のなか
で売り手と買い手として競合する関係にある。
しかも両者とも，必要に応じて労働市場に出入
りし，ごく短期間の滞在をくり返すだけの存在
であるから，一つのコストを双方で負担し合う
ような安定的な関係は結べそうもない。このジ
レンマを解決できるのは，売り手であると同時
に買い手でもあるという中間的な立場で労働市
場に常駐する主体であろう。
労働市場における商人は，労働者の代わりに
労働力を売りつつ，資本の代わりに労働力を買
うわけであるから，労働市場の集約化の最大の
受益者となるのであり，その集約化のコストを
負担するに十分な合理的根拠がある。そのコス
トは，より安い労働力を「潜在的過剰人口」か
ら調達できるようになるメリットによって十分
贖われよう。むろんこのメリット自体は，商人
以外の一般的な資本にも共通する。しかし一般
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的な資本の場合，労働者の代わりに労働力を売
るわけにはいかず，「潜在的過剰人口」の動員
の鍵を握る販売費用の節減には関与しようがな
い。
そしてこのように，「潜在的過剰人口」の一
部が労働市場に動員されることは，取りもなお
さず「潜在的過剰人口」の一部が「流動的過剰
人口」や「停滞的過剰人口」に組み込まれるこ
とを意味するから，産業予備軍全体の動きにも
一定の影響を及ぼさずにはいないであろう。こ
の組み込みによって雇用者数や求職者数が増加
して，労働者世帯の平均的な貨幣所得が増えれ
ば，現在の貨幣所得だけで人並みの生活水準を
維持することは難しくなる。また，労働市場が
いっそう買い手市場的な状況を呈することで，
労働力の販売にこれまでより多くの費用が掛か
ることになれば，労働者世帯の平均的な貨幣支
出はさらに増える。その結果，「流動的過剰人
口」や「停滞的過剰人口」の一部は，これまで
無償の生活労働を引き受けてきた「潜在的過剰
人口」の代わりを務めざるをえなくなるケース
も出てこよう８９）。
こうした現象は，「流動的過剰人口」→「停
滞的過剰人口」→「潜在的過剰人口」というよ
うに，産業予備軍が上層から，いわば売れやす
いものから順に売れてゆく限りは生じない。「流
動的過剰人口」の一部が売れた分，「停滞的過
剰人口」の一部が「流動的過剰人口」に繰り上
がり，一定の年齢に達した児童（または新たな
移民）が最下層の「潜在的過剰人口」に加わる
だけである。その場合，産業予備軍の「存在形
態」の違いは，いわば産業予備軍の販売順序の
違いのことを意味するといってもよい９０）。これ
にたいして，本来売れにくいはずの「潜在的過
剰人口」が先に売れることは，産業予備軍の既
定の販売順序を狂わせ，その「存在形態」の違
いまでを曖昧化する可能性がある。ブロックパ
ズルの要領で，産業予備軍の下の列に生じたス
ペースが，上の列にある全てのブロックの配置
を変えかねないのである。
以上より，労働市場における商人は，いわば
産業予備軍のできるだけ深部から労働力を掬い
上げる浚渫船の役割を果たすものと考えること
ができる。そのサルベージ機能は，たんに産業
予備軍の内部構造を変容させるだけではない。
産業予備軍の受け皿となる消費領域そのものの
変容を促すのである。
消費領域は，労働力の再生産の拠点として，
労働生産物の買い戻し先として，産業予備
軍の受け皿として，労働市場と密接に繋がって
いる。また，この繋がりを支えている～の
諸条件も，それぞれ密接に繋がっている。その
繋がりはたとえば，「ある労働者が自分の労働
力を売れば，その対価で労働生産物を買い戻す
ことはできる」→「しかし労働生産物を消費す
るためには，生活労働の担い手も必要になる」
→「その担い手は，産業予備軍から調達する必
要がある」→「産業予備軍から調達できない場
合，他人の労働生産物であるサービス商品を市
場から調達するか，さもなければ自分が産業予
備軍になって他の労働者の生活労働を担う必要
がある」→「しかし市場から調達する場合，自
分の労働力をもっと高く売らなければならない
し，自分が産業予備軍になる場合，自分の労働
力を売ることは断念しなければならない」とい
うように，長い連鎖を描いて循環する。働き方
が変われば暮らしのあり方も変わるが，それは
巡りめぐって，働き方にも反作用的な変化を及
ぼすわけである。この繋がりには，労働力を投
じて生産したものを労働力を投じて消費し，そ
のことで労働力を再生産するという，労働力の
投入＝産出関係の複雑な循環構造が引き写され
ている９１）。
本来，労働市場における商人の活動の舞台は，
その呼び方そのものに現れているように，労働
力の売買市場に限られるはずである。一般的な
資本のように，労働力の消費過程にまで関与す
るわけではない。国内外でさまざまな商品を手
広く商ってきた古典的な商人に比べても，ごく
マイナーな存在でしかないように見える。しか
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し労働市場は，たんなる「商品市場の一つの特
殊な部門」（K .，，S.１８３，〔１〕２９７頁）には止ま
らない。それは通常の商品市場とは異なり，外
に向かって広がるのではなく，いわば産業予備
軍が何層にもわたって堆積している地下に向
かって広がる。商人が労働市場にもたらした変
化は，～の因果連関をつうじて増幅され，
労働市場の地下深くに潜り込んで，結局は消費
領域にまで及ぶのである。
３―３ 労働者の「文化段階」のもつ意味
このように労働市場と消費領域との間には，
生存賃金の稼得と労働力の再生産との間の投入
＝産出関係として一括することのできない複雑
な回路が潜んでいる。この回路に分析のメスを
加える上で，前節で論じた産業予備軍の存在と
ともに，消費領域のあり方を規定する労働者の
「文化段階」は看過できない意味をもっている。
最後に，この問題にたいして考察を及ぼしてお
きたい。
周知のように，労働力の価値規定をめぐるマ
ルクスの考察は，「労働力の価値は，労働力の
所持者の維持のために必要な生活手段の価値で
ある」という一文に定式化されている（K .，，
S.１８５，〔１〕３００頁）。しかしマルクスはこの一文
の後で，次のような比較的長い補論を行ってい
る。
「（１）いわゆる必要欲望の範囲もその充足の仕
方もそれ自身一つの歴史的な産物であり，した
がって，だいたいにおいて一国の文化段階 der
Kulturstufe eines Landesによって定まるもの
であり，ことにまた，主として，自由な労働者
の階級がどのような条件のもとで，したがって
どのような習慣や生活要求をもって形成された
か，によって定まるものである。（２）だから労
働力の価値規定は，他の諸商品の場合とは違っ
て，ある歴史的な精神的な要素を含んでいる。
（３）とはいえ，一定の国については，また一定
の時代には，必要生活手段の平均範囲は与えら
れているのである」（K .，，S.１８５，〔１〕３００頁，
文中の括弧内番号は引用者による）。
一見した限りでは，「だから」で結ばれてい
る（１）と（２）とが同一の内容であるのにたいして，
「とはいえ」で結ばれている（３）はそれらと反対
の内容であるように見える。しかし（１）と（２）と
は，「一国の文化段階」や労働者階級の「生活
要求」など，それまで明示化されていなかった
いくつかの条件を必要生活手段の決定要因とし
て追加するものでしかない。それらの条件を追
加しさえすれば「必要生活手段の平均範囲」は
決定され，直ちに労働力の価値も決定されると
いう理解は，（１）～（３）の全てに共有されている
ものと解釈できよう。
まず指摘すべきは，かかるマルクスの理解に
は，「必要欲望」とその「充足」とを繋いでい
る回路，すなわち消費過程についての考察が抜
けている点である。「必要生活手段の平均範囲」
によって決定されるのは，あくまで物量ベース
で見た労働者の平均的な生活水準だけである。
かかる生活水準と，その背後にある「生活要求」
とは必ずしも同義ではない。同じ生活水準の下
でも，消費過程のあり方までが同じになるとは
限らないからである。
すでにくり返し述べてきたように，消費過程
には生活労働が不可欠である。そして，どれだ
けの生活労働をいかにして調達するかは，いか
なる生活手段をどれだけ消費するかという問題
からは独立している。たとえば，魚を一匹食べ
たいという「必要欲望」自体は同じでも，自分
で釣った魚をその場で刺身にするか，スーパー
でパック売りの刺身を買うか，あるいは一手間
掛けてムニエルにするかによって，その「充足」
のために必要な生活労働の量は変わる。また，
生活労働の量自体は同じでも，それを自分で負
担するか，それとも他人に代行させるかによっ
て，生活時間の使い方は変わる。それらの変化
を総合したものが，労働者の「生活要求」の変
化なのである。
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しかし，美食をしたいという「生活要求」が
人並み以上に強いからといって，それだけ他の
労働者よりも高い労賃を要求できるわけではな
い。いかなる消費過程を経て供給された労働力
であっても，労働市場では同種大量の商品集合
をなし，同一価格でその価値を評価されるので
ある。
もっとも，同種大量の労働力集合といっても，
この全体集合はすでに述べたように品位の格づ
けをつうじてセグメント化され，いくつかの部
分集合へと分割される。ただそれは，品位の一
定しない一次産品にも見られる現象である。そ
して，同品位の労働力や一次産品は，やはり同
一価格でその価値を評価される。商品の価値評
価に際して背後の生産関係の違いが不問に付さ
れるという商品流通の法則は，労働生産物では
ない労働力にたいしても，背後の「生活要求」
の違いを不問に付すというかたちで適用される
ことになる９２）。
商品の同種大量性は，売れるそばから新た
な商品が補填されうること（大量の商品在庫），
同じ技術的条件の下で同種商品が弾力的に追
加生産されうること（連続的な商品生産），と
いう二つの条件によって保証されている。大量
生産される工業製品は，どちらの条件をも満た
している。これにたいして，一次産品や労働力
など，総じて非資本主義的商品とされる商品は，
の条件は満たしているが，の条件は満たし
ていない。しかし流通論次元で考えた場合，商
品の同種大量性のために最低限必要になるのは
の条件だけであり，の条件までは含まれな
い。
この限りでいえば，マルクスがいったん（１）
と（２）とで労働者の「必要欲望」や「生活要求」
などの条件を追加しながらも，（３）でそれらの
条件の影響をキャンセルして「必要生活手段の
平均範囲」を確定しているのは，問題なしとは
しないまでも，一応理に適った議論の運びと
いってもよい。ここにあるのは，「必要生活手
段の平均範囲」は国や時代とともに変わるが，
「一定の国」や「一定の時代」を取れば変わら
ないという強い想定である。この想定を受け入
れられるかどうかは，ある意味では問題関心の
あり方によって決まる。マルクスの問題関心は，
労働者の生活水準が労働力の価値に与える影響
を明らかにすることにあり，生活水準それ自体
がいかにして決まるのかを明らかにすることに
はなかったのであろう。
とはいえ，問題はそれだけでは片づかない。
マルクスの想定は，資本が「一定の国」を離れ
て，あるいは「一定の時代」を越えて，より安
価な労働力を調達する可能性を排除するもので
はない。（２）にあるように，労働力の価値が「歴
史的な精神的な要素」を含んでいるのだとすれ
ば，この「要素」をめぐる国ごとの，または時
代ごとの自然発生的な違いを利用することは，
安く買うことをモットーとする資本にとって当
然の課題になる。
「一定の時代」を越えるといえば，いかにも
奇妙に響くかもしれない。しかし，「歴史的な
精神的な要素」が自国と異なる他国は，さなが
ら所属する「時代」そのものが自国と異なるか
のような様相を呈するであろう。同様のギャッ
プは，自国の内部でも，たとえば労働者階級の
中間層の解体ないし上下層への両極分離などを
伴いつつ生じうる。資本はいわば「一定の時代」
のなかに複数の裂け目を発見し，それらを跨ぎ
越しながら，諸国の労働市場を巡回するのであ
る。
しかも，「歴史的な精神的な要素」の与える
影響は，消費過程を越えて生産過程にまで及ぶ。
労働者の「生活要求」の違い，および「一国の
文化段階」の違いに応じて，労働者に要求され
る技能や労働の内容も一様ではなくなる点を考
慮に入れる必要がある。
この点については，マルクス自身も，『資本
論』第１巻第１篇第１章における労働価値説の
論証部分で，「もちろん，単純な平均労働その
ものも，国が違い文化段階が違えばその性格を
違うのであるが，しかし，現に在る一つの社会
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では与えられている」と述べている（K .，，S.
５９，〔１〕８７頁）。これは「文化段階」という文言
も含めて，明らかに（１）と対応する記述であろ
う。本来「文化段階」の違いによる影響は無視
できない，しかし「文化段階」は「一つの社会
（一定の国・時代）」では一律である，ゆえに話
を「一つの社会」に限定することで「文化段階」
の違いによる影響は無視できるようになる――
という議論の運びも，（１）～（３）の議論の運びと
全く同じである。
しかし，この「文化段階」にかんする想定は，
マルクスが「必要生活手段の平均範囲」にかん
して設けていた想定よりも，もう一段階強めら
れたものといわざるをえない。そもそも「文化
段階」は，労働者の文化的な「生活要求」の中
味に関わり，貨幣収入の支出目的を決めるもの
であろう。給与額で測られるような家計所得の
動向と，エンゲル係数で測られるような家計支
出の動向とは必ずしも合致しない。しかも，た
んに家計支出に占める文化的な費目が増えるだ
けでは，「文化段階」は必ずしも向上しない。
絵画の鑑賞眼を養うには，絵画を買うだけでは
なく，それを鑑賞する必要があるのであり，「必
要生活手段の平均範囲」の影に隠れていた生活
時間の使い方が物をいう９３）。金額・物量ベース
での生活水準（名目・実質賃金率）が一定であ
るという強い想定を設けたとしても，それだけ
では「文化段階」を一定とするにはなお不十分
なのである。
したがって，労働者の「文化段階」にかんし
ては，マルクスの強すぎる想定を外して，「一
つの社会」の内部でもかなりの幅をもって（世
帯間・地域間で）相違すると考えることは許さ
れよう。そしてこの相違は，当然，資本が労働
過程の効率化を図る上でも無視できない要因と
なる。
もともと人間労働自体が，あらかじめ労働の
成果をイメージ化する（表象する）知的能力に
依存している。これは奇しくも，目に見えない
自商品の価値を他商品の身体を借りてイメージ
化する（表現する）商品所有者の知的能力にも
通じる。したがって労働過程は，どこまで機械
化を進めようとも，価値形態論で説かれるよう
な主体間での有言・無言の意思疎通なしには成
立しない９４）。そして，この意思疎通のための語
彙をどこまで他の労働者と共有できるかは，結
局のところ「文化段階」がどこまで揃っている
かに関わるのである９５）。
こうした労働者の「文化段階」の違いが，従
来の原理論研究で十分留意されてこなかったと
すれば，その背景にはおそらく，（１）機械制大
工業の下で単純化された工場労働を典型的な資
本主義的労働とする見方が堅持されていたため，
簿記・会計その他の事務知識を要する商業労働
は考察の主題になりにくかった，（２）同じ理由
から，労働者階級の教育水準は（「労働日」の
章で詳述されている平均身長・平均寿命などと
ともに）一律であり，かつ長期的に低下する傾
向があると考えられてきた，（３）人間労働が主
として対自然的な物質代謝の過程という側面か
ら規定されていたため，対人的な意思疎通の過
程という側面が後退し，黙々と機械に向き合っ
て作業するだけであるかのような生産現場が想
定されていた――といった複数の要因があった
ものと推察される。最も深い要因は，生産方法
の違いを超えた次元にある（３）であるかもしれ
ない。
何れにせよマルクスは，性別や年齢の違いか
ら生じる労働条件の違いにかんしては，『資本
論』第１巻の随所でかなり詳しく論じている。
それだけに，「文化段階」の違いから生じる労
働条件の違いにかんしては，いっそう手薄との
感を否めない。
ただ労働者の「文化段階」は，労働者間での
意思疎通をつうじて平準化する傾向を帯びるこ
とも確かであろう。マルクスが労働過程論の冒
頭で「人間は，この運動（腕や脚，頭や手を動
かして人間の肉体に具わる「自然力」を発揮す
ること；引用者）によって自分の外の自然に働
きかけてそれを変化させ，そうすることによっ
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て同時に自分自身の自然〔天性〕を変化させる」
と述べていたように（K .，，S.１９２，〔１〕３１２頁），
労働過程はそれ自体がすぐれて労働能力の開
発・訓練・育成の過程なのである。
もっともマルクスは，ここでも人間と「自分
の外の自然」との関係に的を絞っているために，
労働者が他の労働者の「自然力」にもたらす影
響には考察が及んでいない。また同じ理由から，
マルクスのいう労働者の「自然力」の内容も，
個人の肉体に具わる純粋に生得的な資質だけに
限られており，「文化段階」のような社会的要
素までは含まれていない。しかし先述したよう
に，いかなる労働過程も労働者間での意思疎通
なしには成立しない以上，労働過程における労
働者の「自然力」の変化も，やはり他の労働者
との意思疎通なしには生起しないはずである。
また，その意思疎通を可能にする「文化段階」
を保持していることは，身体的能力を具えてい
ることにも劣らず，労働者の「自然力」の欠か
せない一部となるはずである。
とすれば，「文化段階」の高さを含めた労働
者の「自然力」には，職場ごと，職種ごとの特
徴が刻み込まれるのが普通であり，マルクスの
想定に反して階級全体で一様になることもなけ
れば，個人単位で区々になることもないと考え
るべきであろう。
労働過程が「自然力」にたいして一種の教育
効果をもたらすことは確かであるが，この効果
の大きさは労働者間での意思疎通の濃密さに比
例するのであって，たんに働けば働くほど「自
然力」が向上するわけではない。職場や職種の
垣根を取り払うことは，必ずしも労働者間での
意思疎通の円滑化には結びつかず，かえってそ
の濃密さを損なうことに帰着しかねない。労働
過程は，いわば作業集団の内部での「自然力」
の同質化の過程であると同時に，他の作業集団
との間でのその異質化の過程でもあるといって
よい。
とまれ，労働者の「文化段階」の違いを考慮
に入れると，本節のなかで論じてきた労働市場
の重層的な内部構造はいっそう際立ったものに
見えてくる。
労働市場は決してフラットな完全競争の世界
ではなく，いくつかの隔壁で縦横に仕切られた
複数の区画からなるのであって，別の区画に移
動しようとする労働者にはそれなりの負荷が掛
かる。労働力の販売には，職場と住居とを行き
来するための時間的・金銭的余裕を始めとして，
一定の地理的な制約が働くことはこれまでにも
指摘されてきた。しかし労働力の販売には，そ
れ以外にも，労働者間での「文化段階」の違い
に由来する諸々の制約が働く。職種を転換する
には，以前の職種で培った知識や経験の少なか
らぬ部分を廃棄し，「文化段階」をいったんリ
セットすることから始める必要があり，そのた
めにクリアすべき障壁は，全く新規に労働市場
に参入する場合よりも高くなる可能性がある。
しかも，かかる負荷のために生じた労働条件の
違いによって，労働者の「文化段階」の違いは
さらに増幅され，持続する傾向を帯びるのであ
る。
また以上の観点からすると，労働者の「文化
段階」は，労働力の品質を保証する要因である
と同時に，労働力の販売を強制する要因でもあ
ることが分かる。
しばしば指摘されるように，恐慌期から不況
期にかけての労働者の生活の逼迫は，それに先
立つ好況末期に賃金が上昇し，労働者の生活水
準が向上することでいっそう深刻化する。いっ
たん上がった生活水準を下げることは容易では
ない。同様に，いったん消費過程のなかに定着
した「文化段階」をリセットすることも容易で
はない。本稿の１―１で述べたように，「文化段
階」は貯蔵可能性・相続可能性をもった「保険
財源」の一部であるといってよいが，資産保有
にはおよそ例外なく資産保全のノルマがついて
回る。昨日までの「文化段階」を保持できる水
準の賃金を今日以降も稼得し続けることは，そ
の水準の高低に関わりなく，労働者にとって至
上命題になるのである。そのことは資本にとっ
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て，賃金が下方硬直的になるというデメリット
を伴うが，その反面，労働力の購買費用が少な
くて済む（自分から買い向かう手間が省ける）
というメリットをも伴う。
もしも労働力が売れ残りの許されない「他人
のための使用価値」であるとすれば，それはマ
ルクスが「労働者の二重の意味での自由」とし
て強調していたように，労働者が食うや食わず
やの，もはや下がりようがない生活水準にある
ことに起因するわけでは必ずしもない。むしろ
多くの場合，食うには困らない程度の，まだ下
がる可能性のある生活水準を享受していること
に起因するのである９６）。
結語
（１）
本稿を締め括るに当たって，まず各節の結論
を確認しておこう。
第１節の結論
労働力は，投入量と産出量との間に確定的な
関係がある物的再生産の産物ではないが，一定
の緩さをもって投入＝産出というサイクルがく
り返される社会的再生産の産物ではある。労働
力の再生産という概念は，労働力単体の再生産
という内容ではなく，労働者階級全体の再生産
という内容で解されるべきである。マルクスは，
不時の生産手段の破損に備えて資本家が積み立
てる基金のことを「保険財源」と呼んでいる。
この概念は，厳格な（一般的な商品に適用され
るような）必要概念が適用できない労働力の再
生産を論じる上でも援用できる。労賃には，日々
の個人的消費の過程に直接投下されない部分が
含まれており，それは労働者の「保険財源」を
形成する。しかし，自分で積み立てて自分で使
うというルールが徹底される資本家の「保険財
源」と違って，労働者の「保険財源」は，積み
立てるのも使うのも労働者個人ではなく，多様
な共同体からなる労働者階級の全体である。こ
れまで特別視されてきた家族は，あくまで共同
体の一つであるにすぎない。
従来，労働力の価値を規定する必要生活手段
の範囲は，歴史的に変化することは確かでも，
理論上は一定と措かれるべきものと考えられて
きた。しかし，労働者の生活における必要範囲
が可変性をもつことは，たんなる歴史の問題に
すぎないわけではなく，むしろ搾取論の根幹に
関わる意味をもっている。生産過程における搾
取と再生産領域における搾取とは，必要範囲の
可変性の利用という同一の原理に基づくのであ
る。ただこの可変性は，労働者個人の嗜好の変
化や需要量の変化といった内容に矮小化される
べきではない。商品の生産を生産的消費と呼び，
労働者の生活を個人的消費と呼ぶのが通例であ
るが，労働者の生活は多様な共同体にたいして
開かれた集団的消費の過程でもある。必要範囲
の変化を促すのは，個人的消費それ自体の変化
というよりは，むしろ個人的消費と集団的消費
との優先順位の交代であり，家計所得に占める
「保険財源」の比重の変化である。この「保険
財源」は，労働者の家計貯蓄を含むが，それだ
けには還元できない。衣食住にわたる現物備蓄
や，消費のために必要な生活労働の余力なども
「保険財源」の重要な一部をなす。
労働者階級の「保険財源」の存在を明示化す
ることは，伝統的な賃金生存費説を超えて，労
働力の売買関係を一種の貸借関係として捉え直
すための第一歩になる。マルクスにも，労働力
の売買関係のなかに貸借関係に通じる特殊性を
読み取っている箇所がある。マルクスはこの特
殊性を，労働力の使用価値の形式的譲渡とその
現実的譲渡との時間的乖離に起因する「労働力
の使用価値の前貸」として説明しようとしてい
るが，その議論はかなり錯綜している。一方，
マルクスの説明にたいして宇野が与えた評価に
も，肯定的評価と否定的評価とが入り交じって
いる。しかし宇野自身は，労働力を資金や土地
との類似性を有した使用権タイプの商品と定義
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することで，労働力の売買関係をあくまで一般
的な現金取引のロジックで割り切ろうとする姿
勢を鮮明化させてゆく。労働力の商品としての
特殊性が強調される一方で，労働力の売買関係
のなかに貸借関係に通じる特殊性を読み取ろう
とする姿勢は後退したのである。
「労働力の使用価値の前貸」という論点が立
ち消えになったのは，そもそもの貸借関係の理
解が狭すぎたことにも一因があった。売買関係
と貸借関係とが表裏一体をなしている点では，
商業信用も労働力の売買関係と変わりはない。
しかし商業信用では，資金が約定通りに支払わ
れるかどうかは問われるものの，信用販売した
商品がどのように使用されるかは問われない。
これにたいして労働力の売買関係では，賃金が
契約通りに後払いされるかどうかだけではなく，
販売した労働力がどのように使用されるかも問
われる。労働力と労働者とは別ものだといって
も，労働力の過酷な使用は労働者自身をも破損
しかねないのである。それゆえ労働力をめぐっ
ては，商品の使用権はその所有権の移転ととも
に全面的に買い手に帰属するという商品売買の
原則を超える関係が展開される。その関係は，
貸したのと同じものを利子付きで返す（返せな
いと即座にアウトになる）という貸借関係の原
則をも超えており，より広い範疇である信用関
係のバリエーションをなす。労働力をめぐる労
使間の信用関係には，労働力使用にかんする約
定履行のリスク以外にも，労働成果にたいする
適正評価のリスクが伏在している。それらのリ
スクを解除しない限り，労働者が労働力の販売
に踏み切ることは容易ではない。
第２節の結論
労働力の使用価値には，使ってみるまではそ
の正味の品質が分からないし，使い方次第でそ
のパフォーマンスが変わってしまうという特殊
な不確定性がある。もっとも，資本主義的な大
量雇用・同時就業体制の下では，個々の労働力
の優劣はそれなりに平坦化されて現れる。しか
しそれは，個体間の違いに頓着することなく労
働力を無差別に買ってよい理由にはならない。
労働力の使用価値には，労働組織の内部におけ
る人間関係が強く作用する。粗悪な原料が混入
する場合とは異なり，粗悪な労働力がごく少量
混入するだけでも，組織全体のパフォーマンス
は大幅に低下しかねない。それは，他人との協
業をつうじて各自の競争心が刺激されることの
裏返しであり，人間労働が例外なく対人的労働
としての性格を具えていることの証左でもある。
品質が不安定な一次産品の売買には，その品位
を客観的に決めるための格付けが必要になるが，
労働力の売買では猶更そうである。目に見えな
い労働力の品質を，技能や資格の有無，職歴の
豊富さといった目に見える仕様によって表わす
ことが求められるのである。とはいえ，それだ
けで労働力の使用価値から全面的に不確定性が
払拭されるわけではない。
資本が労働力の使用価値の不確定性を縮減す
るための方法は，大きく分けて二つになる。一
つは，一度品質の実証された労働者を長期にわ
たって雇用し続けることである。もう一つは，
労働力にかんする専門的な商品知識や，その品
質にたいする厳格な鑑定眼を具えた第三者のサ
ポートを求めることである。この第三者は，労
働力の売買を仲介する商人であると同時に，労
働力に品質保証を与え，返品が利くようにする
保険業者でもある。これは，商業手形にかんす
る専門的な商品知識や，その品質にたいする厳
格な鑑定眼を具えた第三者が，商業手形に支払
保証を与える信用代位業者になることと同じ論
理である。労働者が市場向けの技能を身につけ
ることを「労働力の型づけ」と呼ぶが，それは
職業訓練や資格取得といった属人的な「型づけ」
と，第三者による品質保証の添付（紹介状や推
薦書の交付）といった対人関係的な「型づけ」
との二様に分かれる。従来のマルクス経済学で
は，労働力はきわめて足の速い転売不能な商品
とみなされ，かつ労働力を買うことに伴う困難
は無視されてきたため，労働力の売買関係は全
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て直接雇用のパターンで説かれてきた。しかし
労働市場には，一般的な商品市場と同程度また
はそれ以上に，間接雇用を取りもつ中間業者に
たいする強い要請が潜んでいると見なければな
らない。
この中間業者の必要性は，労働力の売買関係
が貸借関係の側面を併せもつこととも関連する。
匿名性の保たれる売買関係と異なり，初顔合わ
せの主体どうしが貸借関係を結ぶことは容易で
はない。そこでは，見ず知らずの資本家や労働
者に欠けている信用を，見知った第三者が代補
することが必要になる。資本家と労働者との双
方に近く，双方に信用がある中間的存在が求め
られるのである。かかる存在として第一に考え
られるのは，資本家から仕入れた商品を労働者
に売る小売商人であり，第二に考えられるのは，
職場の指揮命令系統のなかで上位にある管理労
働者である。資本規模が拡張するとともに資本
家は実務的知識を失うことになり，それと反比
例して管理労働者の重要性は増大する。現場を
知っている管理労働者が資本家に代わって業務
説明を行い，下位の労働者の選択・採用をも代
行することは，資本家と下位の労働者との双方
にとって合理性をもつ。従来の原理論では，小
売商人は不純な商業資本とみなされ，管理労働
者は中途半端な労働者とみなされ，どちらも影
の薄い存在に止まってきた。しかし，労使間の
階級の垣根を越えて広がる資本主義的な労働市
場には，もともと階級横断的な行動半径をもっ
た主体が要請されざるをえない側面がある。
第３節の結論
従来の原理論で想定されてきたのは，剰余価
値率と労働力の価格とがともに平準化されるよ
うな，完全競争に近い状態にある労働市場像で
あった。それはまた，労働者と資本とが直接対
峙する労働市場像でもある。これにたいして本
稿が想定するのは，労働力の品位差がその価格
差にも反映するような，セグメント化された状
態にある労働市場像である。それはまた，最初
から商人の存在を織り込んだ労働市場像でもあ
る。この商人は，労働力の小口の販売を労働者
から肩代わりする一方で，労働力の大口の購買
をも資本から肩代わりする。G―WとW―G’
との間で，取引相手の種類が異なり，市場の種
類も異なるのである。したがってその活動は，
資本主義的な商業資本の典型とされてきた卸売
商人の活動よりは，むしろ資本主義以前の存在
とされてきた貿易商や小売商人の活動に近いも
のになる。小口で買い集めたものを大口でまと
め売りしようとすれば，どうしても一定期間に
わたって在庫を抱えざるをえない。その在庫負
担を軽減しようとすれば，労働力の流動性を高
め，資本の回転数を上昇させる以外にない。労
働市場における商人には，マージン率を低く抑
えてでも早く売ろうとする薄利多売の傾向が現
れやすいと考えてよい。
商人の存在は，労働市場の変容を促す大きな
要因になる。第一に，労働力の商人の具体例を
なす人材派遣会社は，労働者の雇用と労働力の
売買との間に潜んでいた懸隔を浮き彫りにする。
間接雇用というオプションが与えられることで，
労働市場の流動化は促進される。派遣労働者は，
正規労働者の一時的な穴埋め役にすぎないので
はない。雇用調整に伴うコストを圧縮するとい
う観点から見ても，労働力の売買関係に伴う信
用リスクを圧縮するという観点から見ても，正
規雇用と同等の合理性をもつのである。第二に，
人材派遣会社は，失業状態にはないが就業状態
にもない労働力の在庫を抱え込むことで，労働
市場全体での実質的な失業者数を把握しにくい
ものにする。一般的な商品市場においても，実
質的な在庫数量が把握しにくくなると，在庫は
いっそう積み増しされる傾向を帯び，在庫処分
を急ぐことによるダンピングの発生確率も増大
する。ただ労働力の場合，一般的な商品のよう
に一律のダンピングが行われるわけではない。
むしろ，労働者間での雇用条件の格差を拡大す
るかたちでの在庫処分が行われるのである。し
かし第三に，労働力の商人の影響は，労働市場
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の内部だけには止まらない。労働市場の深部に
は，まだ市場に動員されていない産業予備軍が
何層にもわたって堆積している。下層の「潜在
的過剰人口」は求職状態にすらなく，労働市場
から最も遠く隔たった位置にある。しかし労働
力の商人は，この層から労働力を掬い上げるこ
とで，産業予備軍の階層構造にたいして攪拌作
用を及ぼす。その影響は，生活労働の担い手の
数やその担い方の変化にも現れて，最終的には
消費領域にまで及ぶ。
労働市場と消費領域との関係を論じる上で，
労働者の「文化段階」は，産業予備軍の存在と
ともに重要な意味をもつ。マルクスは，必要生
活手段の価値がすなわち労働力の価値であると
いう見方に徹しつつも，必要生活手段の範囲が
労働者の「文化段階」に依存して変わることを
認めている。マルクス自身は，一国の内部では
「文化段階」は一定であるという想定を取って
いるが，これは強すぎる想定である。たとえ必
要生活手段の範囲が一定でも，生活労働の支出
方法（生活時間の使い方）までが一定になると
は限らないのであり，その違いは「文化段階」
の違いとなって現れる。そしてこの違いは，家
計支出に占める教育費の支出額の違いなどを介
して，労働者の技能や熟練の差にも反映される。
国ごと，家庭ごとの「文化段階」があるように，
職場単位で共有された「文化段階」もある。た
だ，現在の職場で身につけた「文化段階」は，
同じ職場で働き続ける限りは支えになるが，別
の職場に移動する上ではむしろ負荷となる。ま
た，現在の「文化段階」を保持するためには，
将来にわたって現水準の賃金を稼得する必要が
出てくる。無一物の状態にあることではなく，
むしろ「文化段階」という無形の資産を有する
ことが，労働力の販売を強制するのである。
（２）
このように各節の結論を通覧してみると，本
稿が取り扱った多くの論点のなかでも，労働者
階級の「保険財源」のもつ意義は，本稿全体の
論旨に特に深く関わる論点であったことが改め
て確認できる。そしてこの論点を踏まえると，
労働者に貨幣貯蓄の余地を認めることが労働力
の商品化を説く上での障害になるという従来の
考え方には，二重の難点があったことも確認で
きる。
第一の難点は，労働者階級の「保険財源」が，
もっぱら労働者個人やその家族の貨幣貯蓄とし
て狭く理解されてしまうことにある。しかし，
労働力の再生産や型づけに際しては，貨幣貯蓄
だけに止まらない広範な「保険財源」の存在が
鍵を握る。この「保険財源」を貯え，維持する
ことは，労働者階級全体の課題になる。そして
この課題こそが，むしろ労働者個人の次元にお
ける労働力の商品化にいっそうの拍車を掛ける
のである。
すると従来の考え方には，労働力の商品化を
説く上でそれほど除去する必要がなかったもの
（貨幣貯蓄）を除去することで，かえって労働
力の商品化を説く上で除去してはならないもの
（「保険財源」）までを除去してしまうという，
一種の方法論的倒錯があったことになる。この
倒錯が，第二の難点である。
以上の難点については，すでに本論で詳しく
述べた。しかし，労働力の商品化という問題か
ら少し距離を取って見直してみると，以上の難
点をもたらす因子は，そもそも従来の原理論に
おける貨幣蓄蔵の説き方のなかに胚胎していた
ことに想到する。
原理論のなかで貨幣蓄蔵が説かれるのは流通
論の次元であるが，そこで説かれる貨幣蓄蔵者
の欲望は，資本家の致富衝動に昇華されそうで
されない「黄金欲」といった内容になっている
（K .，，S.１４５，〔１〕２３２頁）。マルクス以来の，「非
合理的な資本家」対「合理的な蓄蔵者」という
古典的図式である。またこの図式のために，貨
幣蓄蔵それ自体も，「貨幣の資本への転化」論
という問題機制のなかに押し込められ，むしろ
資本蓄積の劣化版といった方がいいような内容
になっている。つまり，労働者階級全体が貯え
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る「保険財源」までをカバーできるような内容
には到底なっていないのである。
これはいわば，資本という目的地――理論的
展開の「行く先」――の側から後方を振り返る
かたちで与えられた貨幣蓄蔵の説明といってよ
い。この説明において，蓄蔵貨幣はいわば目的
地に着くまでの通過点とみなされ，資本主義以
前の埋蔵金（歴史的残滓）として語られるだけ
か，せいぜい資本の下での準備金として語られ
るだけになる。すでにマルクスにおいて，「独
立な致富形態としての貨幣蓄蔵はブルジョア社
会の進歩につれてなくなるが，反対に，支払手
段の準備金という形では貨幣蓄蔵はこの進歩に
つれて増大するのである」という認識が見られ
る（K .，，S.１５６，〔１〕２４９頁）。この認識は，「貨
幣の蓄蔵はそのままの形では資本主義社会では
消滅するものと思う。……戦後のインフレ景気
時代に農村などでいわゆる『尺祝い』などとい
われたり『箪笥貯金』といわれたのは，資本家
的商品経済からはずれた現象と見てよい。原理
的には貨幣の蓄蔵は，資本の蓄積の原始的発現
と考えてよいのではないか」というように（宇
野編［１９６７］２２０―２２１頁），宇野にも忠実に受け
継がれている９７）。
しかし貨幣蓄蔵は，歴史的沿革に照らしても，
また現状に照らしても，資本蓄積よりも遙かに
広い裾野を有している。宇野が「そのままの形」
での貨幣蓄蔵を否定的に評価しているのは，上
引の一文からも知られるように，「資本の蓄積
の原始的発現」としての貨幣蓄蔵を肯定的に評
価していることの裏返しと受け取められる。し
かし，そもそも貨幣増加と価値増殖との間には
超えがたい懸隔があり，貨幣をどれだけ貯め込
んでも資本への転化の契機は生まれてこない９８）。
おそらく，資本を正しく理解するための第一歩
は，「資本の蓄積の原始的発現」としての貨幣
蓄蔵なるものを明確に否定することであろう。
しかしそのことは，貨幣蓄蔵全般を否定するこ
とには直結しない。むしろ，「そのままの形」
での貨幣蓄蔵のなかに固有の意味を探ることに
結びつくのである。
もっとも，貨幣蓄蔵の対偶をなすのは資本蓄
積だけではない。貨幣蓄蔵の肯定は，商品蓄蔵
の否定の裏返しでもある。商品蓄蔵は全くの不
合理であり，それに比べると貨幣蓄蔵はまだし
も合理的である，しかし最も合理的なのは資本
蓄積であるというのが，従来の「貨幣の資本へ
の転化」論を支えてきた基本命題といってよ
い９９）。この命題を保持したまま「そのままの形」
での貨幣蓄蔵の意義をどれだけ強調しても，貨
幣貯蓄だけに止まらない広範な「保険財源」の
意義は浮き彫りにならないであろう。それを浮
き彫りにするためには，資本家階級だけが貯蓄
主体になるという限定と，貨幣だけが貯蓄対象
になるという限定とを同時に解除する必要があ
るわけである。
そうした観点から見ると，宇野の資金概念に
は，マルクスの貨幣蓄蔵論を超える可能性が蔵
されていることが分かる。
すでにくり返し紹介したが，宇野は「極めて
広汎なる種々なる社会層の貯蓄資金」というよ
うに，資金概念を用いて労働者の貨幣貯蓄を規
定している。宇野自身は，労働者の「貯蓄資金」
は原理論では説けないという結論に向かうわけ
であるが，それは労賃による必要労働の「買い
戻し」という命題を厳格に規定したからであっ
て，労働者の「貯蓄資金」が現実として存在し
ないと見たからでは全くない。
本稿の「はじめに」で述べたように，マルク
スが労働者の貨幣貯蓄を否定したのは，多分に
当時のイギリス労働者階級の現状を踏まえた上
でのことであった１００）。これにたいして，宇野の
原理論体系の完成期に当たる２０世紀中頃には，
労働者階級の置かれている現状はマルクスの時
代のそれとは様変わりしており，給与所得者の
家計貯蓄は日英の何れを問わずごく一般的なも
のになっていた。宇野自身がそうした現状をど
こまで原理論体系のなかに反映させたのかは定
かでないが，少なくとも「そのままの形」での
貨幣蓄蔵とは違って，労働者の「貯蓄資金」は
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資本主義の下でも消滅しないばかりか，かえっ
て資本主義の歩みとともに定着すると見ていた
ことは確実であろう。
価値増殖動機を欠いた労働者階級にも，「貯
蓄資金」を増やそうとする貨幣増加動機は生じ
るのであり，それは「労働力の金融化」（伊藤
［２００９］３０頁）を推進する原動力になる。現に，
「貯蓄・支払・新規の購入にあてられうる貨幣
をすべて資金といってよい」というフラットな
定義において（宇野編［１９６７］２１９頁），「貯蓄・
支払・新規の購入」の主体が資本家階級だけに
限定されなければならない理由は見つからない
のである。
もっとも宇野自身に，資本家以外の「貯蓄・
支払・新規の購入」の主体を積極的に説こうと
する意図があったかといえば，それは明らかに
いい過ぎとなろう。むしろ宇野は，蓄蔵貨幣と
資本との連続性を否定する代わりに，資金と資
本との連続性を肯定しようとする傾向を示して
いた１０１）。
そもそも宇野が資金という概念を提唱したの
は，蓄蔵貨幣といえば流通から引き揚げられた
貨幣とか，流通外に貯め込まれた財宝とかいっ
たニュアンスが強くなりすぎることを懸念した
からであった。宇野によれば，「本来の蓄蔵貨
幣では寧ろ流通から引上げられるということが
その基本的性質をなすのであって，これを資金
といってよいか否かにはなお疑問の余地がある。
それは資金として役立つものには相違ないが，
なお資金としての性格が明確でないといった方
がよいように考えられる」という（宇野［１９５０・
５２］４５７頁）。
では，この「資金としての性格」が何を意味
しているのかといえば，それは貨幣がたんに流
通外に貯め込まれていることでなく，「流通過
程への復帰の方向をとっている」ことを意味し
ているというのが，宇野の説明である（宇野
［１９５９］１８４頁）。この説明では，今まさに G―
W―G’の運動を開始しようとしている Gが念
頭に置かれていると見るべきであろう。宇野の
「貨幣の資本への転化」論が，事実上「資金の
資本への転化」論という内容になっていること
は周知の通りである。
しかし改めて考えてみると，「流通過程への
復帰の方向をとっている」ことと，文字通りに
「流通過程への復帰」を果たすこととは同義で
はない。さもなければ，「資金の資本への転化」
という命題自体が成立しなくなるはずである。
では，「流通過程への復帰の方向をとっている」
ことが何を意味しているのかといえば，残念な
がら，宇野自身による明確な説明はないように
思われる。
ただ，「貯蓄・支払・新規の購入にあてられ
うる貨幣をすべて資金といってよい」という定
義に立ち戻ってみると，朧気ながらヒントらし
きものが見つかる。「支払・新規の購入」は「流
通過程への復帰」を果たすことと同義になりそ
うであるが，「貯蓄」は明らかにそうではない。
では，この「貯蓄」は貨幣蓄蔵と同義になるか
といえば，そうならないというのが宇野の当初
の説明であった。
「貯蓄」ではあるが貨幣蓄蔵ではなく，かつ
資本でもないということになると，開業資金，
生活資金といった辺りが思い浮かんでくる。こ
れらの資金は，守銭奴的な情熱によって盲目的
に貯め込まれているわけではなく，支出時期や
支出目的を予定されて貯め込まれているという
意味では，「流通過程への復帰の方向をとって
いる」といえなくもない。そして開業資金は兎
も角として，生活資金は労働者階級や地主階級
によっても貯め込まれるものと考えなければな
らない。資金概念の輪郭を明確にするためには，
むしろ宇野自身が眼中に置いていなかった資本
家階級以外の「貯蓄」，「極めて広汎なる種々な
る社会層の貯蓄資金」を例に取るのが有効なの
である。
ただこのように，資本家階級だけが貯蓄主体
になるという限定を解除しても，貨幣だけが貯
蓄対象になるという限定の方は依然として残る。
後者の限定を解除するためには，資金概念の理
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論体系上の位置そのものを考え直す必要があろ
う。
そもそも資金とは，蓄蔵貨幣に取って代わる
ものとして提唱された概念であるから，貨幣論
のなかで貨幣機能の一つとして説かれるのが通
例である。現に宇野は，「資本に転化する資金」
と「資本に転化しうる貨幣」とをほとんど区別
していない（宇野［１９７０・７３］７９９―８０１頁）。さ
らに端的に，「自由に使える貨幣の余裕」のこ
とを資金と呼んでいる箇所も散見される（宇野
［１９７２］９１頁）。
しかし資金が，果たして貨幣に固有の機能と
いえるかどうかには再考の余地がある。資金が
価値をもつのは，それが「貨幣の一定期間にわ
たる使用権」であることに決定的な理由がある
かといえば，必ずしもそうではない。貨幣以外
のもの，たとえば土地や労働力や資財であって
も，それらの「一定期間にわたる使用権」は価
値をもち，資金と同様に商品化することが可能
である。先述したように，資金が「流通過程へ
の復帰の方向をとっている」といえるのは，そ
の支出時期や支出目的が予定されていることに
理由があった。貨幣はいつでも何でも買えるが，
いつ何を買うか分からない貨幣は資金とはいえ
ないのである。
したがって，たとえば開業資金を形成しよう
としている主体にとっては，業務用品を買うた
めの貨幣を貯め込もうと，業務用品そのものを
貯め込もうと，どちらも等しく目的に適った行
動になる。むしろ，将来の価格変動のリスクを
勘案すると，業務用品そのものを貯め込んだ方
が有利と判断される場合さえあろう。同じ関係
は，生活資料を買うための貨幣を貯め込むこと
と，生活資料そのものを貯め込むこととの間に
もある。また，原料を買うための貨幣を借りる
ことと，原料そのものを信用で買うこととの間
にもある。業務用品や生活資料の備蓄は，販売
用商品や原料の在庫と同様，れっきとした資金
機能をもつのである。
とすれば，資金は貨幣論よりも前の位置，商
品論のなかで説かれるのが本来適切なのかもし
れない。もっとも業務用品や生活資料の備蓄は，
自分で消費されるものであり，販売用商品の在
庫のように転売される「他人のための使用価値」
ではない。しかしまた，自分で生産したもので
はなく，外部から調達して貯め込まれたもので
あるから，これらの備蓄をたんなる財一般とし
て軽く扱うのも適当ではない。
生産者組合全体が積み立てている資財から業
務用品の融通を受けることは，外部信用を利用
して業務用品を買うことと同列に並び，労働者
階級全体が積み立てている「保険財源」から生
活資料の融通を受けることは，消費者信用を利
用して生活資料を買うことと同列に並ぶ。おそ
らく資金概念は，かかる同列性を読み解ける方
向へと拡張される必要があろう。求められるの
は，貨幣論としての資金論ではなく，いわば資
産論としての資金論なのである１０２）。
（３）
以上のように労働者階級の「保険財源」に着
目すると，その先には，信用機構が「極めて広
汎なる種々なる社会層」の隅々にまでその対象
領域を拡張させてゆくイメージが浮かんでくる。
これは，今日の「金融化」の原像となるイメー
ジである。
従来の原理論では，資本主義的な信用機構は，
もっぱら資本間の資金融通を媒介ないし集約す
る資本家社会的な市場機構と考えられてきた。
したがって，労働者階級と信用機構とは，ほぼ
疎遠な関係にあると考えられてきた。そこでは，
労働者への資金融通や労働者による資金運用は，
現代資本主義の下での具体的な現象でしかなく，
純粋資本主義の下では想定しがたい事柄と断じ
られてきたのである。
こうした労働者向けの小口金融の取り扱いの
特異性は，商業資本論のなかで小売商業が一定
の認知を受けているのと比べるとき，いっそう
際立って映る。もっとも商業資本論の主題も，
どちらかといえばマルクスの場合のように卸売
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商業の方に置かれ，小売商業は売りのための買
いという商業資本の「本来の機能」から外れた
「異質的な機能」を含むものと規定されること
が多かった（K .，，S.２９３，〔６〕４６０頁）。とはい
え，小売商業そのものを商業資本論から全面的
に捨象すべきという主張はそれほど聞かれない。
むしろ宇野の場合，マルクスとは反対に，「商
業資本の考察にあたっては産業資本家の直接の
消費者に対する関係が先ず問題とせられなけれ
ばならない」と主張している（宇野［１９５０・１９５２］
４９６頁）１０３）。マルクスと宇野との何れの信用論で
も，小口金融が信用機構の「本来の機能」とし
てはおろか，「異質的な機能」としてすら言及
されないのと比べると，その違いは明らかであ
る。
現に宇野は，「信用制度による流通費用の節
約が資本家と資本家との間を基礎とするのに対
して，商業資本はむしろ産業資本家と直接の消
費者との間の流通費用を節約するという点に重
点がうつる」と明言している（宇野編［１９６７・
６８］，４３９頁）。商業資本論における「直接の
消費者に対する関係」の重視は，信用論におけ
る「直接の消費者に対する関係」の軽視の裏返
しといってもよい。
同じことは，より本源的な流通論の次元でも
いえる。流通論のなかで信用関係が論じられる
のは，貨幣機能論における支払手段機能にかん
する説明と，資本形式論における金貸資本的形
式にかんする説明のなかである。しかし何れの
説明においても，労働者の存在は明示的なもの
ではない。
まず貨幣の支払手段機能にかんしてであるが，
これは従来，資金の余裕のある売り手が商品を
掛けで売り，後日支払を受けるケースを取り上
げて説明されてきた。労働者と資本家との違い
が明確になるのは「貨幣の資本への転化」論よ
りも後の次元であるから，それに先立つ貨幣機
能論の次元では，労働者にもまだ資本家と同じ
行動が許されてよさそうには見える。しかし，
もしも労働者が何らかの立場で掛け売買に関わ
ることが許されるとしても，それは少なくとも
売り手の立場ではないであろう。先述した宇野
の「資金の資本への転化」論の観点からすると，
労働者による資金形成はごく例外的な現象でし
かなく，しかも個人的な生活資金の形成――宇
野のいう「箪笥預金」――の域を出ないと考え
ざるをえないからである。しかしまた，従来の
ように労賃は一労働日の終わりに即金で支払わ
れ，その日の内に全て生活資料に支出されるも
のと考えると，労働者が掛け売買の買い手の立
場に回ることも，原則的には想定しがたいケー
スになろう１０４）。
次に金貸資本的形式にかんしてであるが，こ
れは従来，商人資本的形式の資本に別の資本が
貨幣を貸し付けるケースを取り上げて説明され
てきた。問題はこれ以外の，資本が労働者に貨
幣を貸し付けるケースを想定できるかどうかで
あるが，それが従来の原理論の想定を超えたケ
ースになるのは明白であろう。
ここには，金貸資本にたいするマルクスと宇
野とのスタンスの違いも関係してくる。マルク
スは，「貨幣の資本への転化」論のなかでは金
貸資本と高利資本とを明確に区別しておらず，
どちらも利子生み資本 G――G’として図式化し
ている（K .，，S.１７０，〔１〕２７３頁）。しかし宇野
は，両者を明確に区別している。
宇野によれば，金貸資本的形式とは商品・貨
幣のように純粋な形態規定として説かれるべき
ものではなく，歴史的実在としての金貸資本を
ベースに置いて説かれるべきものである。しか
しこの金貸資本は，同じく歴史的実在といって
も，高利資本一般とは別ものである。高利資本
であれば，生活に窮した労働者に貸し付けるこ
ともありえようが，金貸資本はあくまで資本家
に貸し付けるのであり，その利子はあくまで利
潤から支払われるものと考えなければならない。
またそう考えてこそ，金貸資本的形式を資本家
的合理性をもった資本形式として説くことが可
能になる――およそ以上が，金貸資本的形式に
かんする宇野の基本的な考え方であった１０５）。こ
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の考え方の下，流通論次元から分配論次元に至
るまで，労働者はいわば終始一貫して金融排除
の状態に置かれているという想定が厳守されて
きたのである。
古典派・マルクス以来の賃金生存費説を斥け
て，労働者の貨幣貯蓄を原理論のなかに組み込
むことは，以上のような通説的な想定に一穴を
穿つことになる１０６）。
本稿の結語の（２）で述べたように，「貯蓄・支
払・新規の購入にあてられうる貨幣をすべて資
金といってよい」のであれば，資金と資本との
間には大きな懸隔があることを明示化しなけれ
ばならない。まとまった額の投資用資金も，生
活の支えとなる小口の貨幣貯蓄も，「貯蓄・支
払・新規の購入にあてられうる貨幣」であるこ
とに変わりはない。とすれば，労賃の支給日よ
りも前に，労働者が資本家から掛けで生活資料
を買って，その支払いのために労賃の一部を貯
えることは，特に原理論の想定を超えたケース
とはいえなくなろう。
これはちょうど，マルクスが「労働者が資本
家に与える信用」と呼んだ（K .，，S.１８８，〔１〕
３０７頁），労働の信用貸しにおける貸し手と借り
手との立場を入れ替えたケースに当たる。労働
者が資本家に信用を与えたところで，両者の間
の階級差が消滅するわけではない。同様に，「資
本家が労働者に与える信用」を説いたところで，
搾取論の大枠が崩れてしまうわけではない。む
しろ，全ての労働者が金融排除の状態に置かれ
ているという通説的な想定こそ，本稿の１―１
で「二次的な搾取」に関連して述べたように，
金融的な次元における労働者の搾取を無視する
ことに繋がるのである。
ただ，労働者の貨幣貯蓄を説くかどうかとい
う問題は，ある意味ではダミーの論点でしかな
い。「保険財源」には，貨幣貯蓄以外の生活手
段の現物や生活労働の余力なども含まれていた。
また，「保険財源」の貯蓄主体にも，労働者個
人やその家族以外の労働者階級の構成員が含ま
れていた。本稿の結語の（２）で述べた貨幣論と
資金論との区別を踏まえると，本当に必要なの
は，労働者の貨幣貯蓄を資金概念のなかに含め
ることではないことが分かる。貨幣貯蓄以外の
「保険財源」まで資金概念のなかに含めるのは
行きすぎかもしれないが，少なくともそれらの
「保険財源」までを視野に入れないと，労働者
と信用機構との関係には立ち入った考察を及ぼ
せないのである。
それらの「保険財源」の多寡は，まず労働市
場における売り手としての労働者のポジション
を変え，次に商品市場における買い手としての
労働者のポジションを変え，最終的には信用機
構における借り手・貸し手としての労働者のポ
ジションにまで影響する１０７）。そうした関連のな
かで，たとえ貨幣貯蓄がない労働者でも，担保
物件になるような現物資産があったり，売買物
件になるような生活労働上の技能があったりす
れば，それらを貨幣化するかたちで信用機構か
らの資金融通を受けることができる。労働力と
資金とを対比しようとした宇野の試みは，今日
ではあまり顧みられることもないが，両者の間
にはたんなる形式面での類似性を超えた相同性
が潜んでいる。
もともと商品流通から引き揚げられた蓄蔵貨
幣には，マルクスが「守銭奴的情熱」と呼んだ
心理的負荷を含めて，「流通過程への復帰」に
たいする抵抗が働いている。貨幣蓄蔵が進めば
進むほどこの抵抗は強くなるであろうが，それ
を解除しない限り，蓄蔵貨幣は「流通過程への
復帰の方向」にある資金とはなりえない。蓄蔵
貨幣は，商品売買という営みからは遊離してい
るかもしれないが，その分かえって貨幣蓄蔵と
いう営みに拘束されているのである。したがっ
て，蓄蔵貨幣を資金として遊離するためには，
一定のコストを掛けて「流通過程への復帰」に
たいする抵抗を解除する必要がある。このコス
トは，貨幣蓄蔵者にとって資金の販売費用に当
たるといってよい１０８）。
そしてこのことは，労働力の販売に一定の型
づけコストが掛かることと通底する。労働力の
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場合，蓄蔵貨幣に当たるのは産業予備軍であろ
うが，それは何も労働をしていないわけではな
く，家事労働の余力のない労働者を物心両面で
サポートしている場合が多い。産業予備軍は，
賃金労働という営みからは遊離しているかもし
れないが，その分かえって生活労働という営み
に拘束されているのである。したがって，産業
予備軍を生活労働から遊離するためには，一定
のコストを掛けて「流通過程への復帰」にたい
する抵抗を解除する必要がある。このコストは，
産業予備軍にとって労働力の販売費用に当たる
といってよいが，それは「保険財源」からの金
銭的・物的・人的支出によって賄われる以外に
ない。
おそらく従来の原理論では，労働力は貯め込
みが利かないものとして説かれてきたため，貨
幣を貯め込むこととのアナロジーは生まれるべ
くもなかったと思われる。そのことは，宇野に
よる労働力と資金との対比が，根本的に無関係
なものどうしの外形的な比較という次元を超え
られなかった所以でもあろう。この次元を超え
たときに，労働者の生活労働が有償化されてゆ
く現在の「商品化」の動向と，労働者の貨幣貯
蓄が金融市場に動員されてゆく「金融化」の動
向とを，内容的に関連づけて論じることが可能
になるのである。
注
４６）拙稿［２００７］（１）１５―１８頁を参照せよ。
４７）マルクスはこのことを，「たいていの生産的労働で
は，単なる社会的接触が競争心や活力（animal spirits）
の独特な刺激を生みだして，それらが各人の個別的
作業能力を高める」という短い一文に纏めている（K .，
，S.３４５，〔２〕１７４頁）。この一文に続けてマルクスが人
間を「社会的な動物」と呼んでいるのは，人間の「活
力」が英語で「animal spirits」と呼ばれるのを受け
てのことであろう。しかし「社会的接触」は，同じ
場所で同じ時間に同じ作業を行うことによってしか
得られないとは限らない。
４８）周知のように Gintis & Bowles［１９８１］は，一般的
な商品の使用価値を享受することに問題は生じない，
「パンは食べられることに抵抗することはない」が，
労働力の使用価値にかんする限りそうではないと述
べ，労働力から労働を抽出するための鍵を握るのは
「生産点における権威（または階級闘争；引用者）」
であるという見解を提示している（pp．１４―１５）。芳賀
［１９８８］も，雇用契約が資本家に保証するのは労働者
の労働を私的に利用する自由までであり，その労働
が資本家の期待する最大限の強度で遂行されるかど
うかは保証の限りではないという見解に基づき，資
本にとっての労務管理装置の必要性を強調している
（上―２５７頁，下―５１頁）。鈴木［１９９９］１８７―２１２頁，小
倉［２０１０］２４頁，向井［２０１０］１８１―１９０頁，１９４―２００
頁も参照せよ。
何れも示唆的な見解であるが，本稿としては，資
本家の期待した通りのパフォーマンスを示した労働
者は雇用契約を更新される可能性が高くなり，それ
以外の労働者は雇い止めになる可能性が高くなると
いうように，「生産点における権威」は売買点（労働
市場）においても権威的作用をもつものと考える。
もっとも，この作用によって労働者のパフォーマン
スが必ず向上する保証はないから，「生産点における
権威」が依然として必要性をもつことに変わりはな
い。
４９）実際マルクスは，第１節「労働過程」の末尾辺り
でこの書き出しを振り返り，これまで考察されてき
た労働過程は「人間と自然とのあいだの物質代謝の
一般的な条件」であり，この条件は「人間生活のあ
らゆる社会形態に等しく共通なもの」であるから，「わ
れわれは労働者を他の労働者との関係のなかで示す
必要はなかった」と述べている（K .，，S.１９８―１９９，〔１〕
３２２頁）。
ここでは，労働の「社会形態」を捨象することと
「他の労働者との関係」を捨象することとが，はっき
りと同一視されているのである。
５０）もっとも，見えない中味を目に見える何かで示す
こと自体は，マルクスが「置き換え Quid pro quo」
と呼んだような，一般的な商品の価値表現の機制に
も共通する。ただ一般的な商品の場合，表現される
のはその価値だけであるが，労働力の場合，賃金額
はその品質（能力・功績）の表現としても受け取ら
れる。
５１）佐武［１９６６］は，労働力という商品の「可能的使
用価値」は労働力それ自体であり，その「現実的使
労働力と商人（２）
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用価値」は労働力を使用した結果としての労働であ
るという区別を行っている（６４頁）。
５２）もっともその一方で，「資本家は，さしあたりは，
市場で彼の前に現われるがままの労働力を受け取ら
なければならないし，したがってこの労働力が行な
う労働をも，資本家がまだいなかった時代に生じた
形のままで受け取らなければならない」といった記
述もある（K .，，S.１９９，〔１〕３２３―３２４頁）。
この記述には，「労働が資本に従属することによっ
て起きる生産様式そのものの変化は，もっとあとに
なってからはじめて起きることができるのであり，
したがって，もっとあとで考察すればよいのである」
という但し書きが続く（K .，，S.１９９，〔１〕３２４頁）。「労
働が資本に従属することによって起きる生産様式そ
のものの変化」という場合，当然ながら，資本主義
的生産方法の発展とともに進行する労働者の技能・
熟練の解体や，労働内容の部分化・単純化などが念
頭に置かれていよう。
すると，これらの「変化」が説かれる前の理論序
次では，資本家の前に現われる労働力はまだ技能・
熟練を有した「ままの」状態にあり，それゆえ労働
力の選別には「抜けめのないくろうとの目」が要求
されるが，この要求はもっと後の理論序次になれば
自然と立ち消えになるというのが，マルクスのいわ
んとしたことの真意であったのかもしれない。実際，
「抜けめのないくろうとの目」への言及が，後の理論
序次になるほど乏しくなっていることは確かであろ
う。
５３）マルクスは，マニュファクチュアの下では「等級
制的段階づけと並んで，熟練労働者と不熟練労働者
とへの労働者の簡単な区分が現われる」と述べてい
る（K .，，S.３７１，〔２〕２１３頁）。
５４）このことはある意味で，労働者の熟練のもつ相対
的性格の帰結であろう。熟練は必ずしも労働者個人
の属性とはいえないが，そういえない理由は，労働
者が個人ではなく集団として形成する熟練があるこ
とだけに尽きるわけではない。熟練は不熟練との種
差性として定義されるが，それは劣等との種差性と
して定義される優等や，平凡との種差性として定義
される非凡などと同様に，あくまで他との相対評価
をつうじて与えられる性格規定である。そして資本
主義的労働の場合，その評価には市場による評価が
含まれる。熟練の中味は，かなりの程度まで労働市
場における格付けの方法に依存し，その方法ととも
に変化するのである。労働市場における事務労働者
のランクが，一般的な教育水準や情報リテラシーの
向上とともに低下してゆくのは，かかる変化の好例
であろう。
マルクスも，「偶然的な諸事情が大きな役割を演じ
て，そのために同じ労働種類が地位を替えることも
ある。たとえば，資本主義的生産の発達している国
ではどこでもそうであるが，労働者階級の体質が弱
くなり比較的疲れているところでは，一般に，筋力
を多く必要とする粗野な労働は，それよりもずっと
精密な労働に比べてより高度な労働に逆転し，後者
は単純な労働の等級に下落する」と述べている（K .，
，S.２１２，〔１〕３４５頁）。
ただ，マルクスが「筋力を多く必要とする粗野な
労働」の事例に挙げているのは，当時のイングラン
ドにおける煉瓦積み労働である。現代では，煉瓦積
み労働の地位はもはや高いとは思えないが，といっ
て現代の労働者階級が，１９世紀中葉当時に比べて体
質が強くなったり，疲労度が下がったりしている保
証もない。希少価値をもつ労働種類は熟練労働に格
付けられるかもしれないが，希少すぎる労働種類は
書画骨董の類と同様，最終的には労働市場から抜け
落ちて，職人仕事と化すのである。
５５）ここには，「ブルジョア社会では，各人は商品の買
い手として百科辞典的な商品知識をもっているとい
う擬制が一般的である」という一文をどう読むかと
いう解釈問題も絡んでくる。
「百科辞典的な商品知識」をもつのは特定の人間だ
けで，各人がそれをもつというのは「擬制」でしか
ないという意味にも読めるが，そもそも「百科辞典
的な商品知識」なるものが「擬制」でしかないとい
う意味にも読める。労働力にかんする商品知識に限っ
ていえば，二番目の読み方がかなりのところまで妥
当しそうである。といって，「擬制」でしかないのだ
から，「百科辞典的な商品知識」は不要になるという
意味には読めない。何かが「擬制」にもかかわらず
「一般的」であることは，その何かが広範な必要性を
もつことの証なのである。
５６）ただ正確にいえば，従来考えられてきた日雇いモ
デルや直接雇用モデルは，それ以外のモデルの可能
性を最初から排除して立てられていたから，や
とは合致しないところがある。
なお，一般的な商品にも品質保証が添付されるこ
とはあるが，そこで保証人になるのはあくまで製造
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者であるから，労働者ではなく商人が保証人になる
とはやはり合致しない。
５７）もっとも実際には，人材派遣会社は派遣先企業か
ら紹介手数料を受けるだけで，労働者からは金銭を
徴収しない（登録料も無料である）場合が多い。紹
介手数料は派遣先企業の支払う派遣費用から天引き
され，その残りが給与として労働者に支給されるの
が基本的な流れである。
ただ問題は，もしも労働者が自分で労働力を売っ
たものと仮定した場合，販売価格がいくらに見積も
られるかという点にある。その販売価格は，派遣先
企業の支払う派遣費用には届かないかもしれない。
しかし少なくとも，人材派遣会社の支払う給与より
は高額になる可能性が高いであろう。この見積もら
れた差額は，労働者にとって販売手数料の意味をも
つのである。
５８）野口［１９７２］は，労働力の特殊性の一つを転売の
困難に求める宇野の見方にたいして，転売の困難は
生産手段一般にも共通しており，必ずしも労働力に
特有のものではないという批判を加えている。野口
によれば，転売の困難が最も甚だしくなるのは，投
資額の大きい機械などの固定資本である。それに比
べて労働力は，労働者の主体的な判断に基づいて販
売先を自由に変えることもできるから，むしろ「自
ら『転売』を希望しそれを実現する面もある」とい
うのである（７４―７５頁）。
大筋では合意したいところであるが，野口自身も，
特に労働力の転売を積極的に論じているわけではな
い。また固定資本の転売は，株式譲渡をつうじて比
較的容易に実現される場合がある。固定資本の賃貸
借も，広い意味での固定資本の転売に当たるといえ
ようが，それが土地の賃貸借以上に困難になるとは
限らない。加えて，野口が想定している労働力の販
売先の変更が，労働力の転売（再販売）と同義にな
るかどうかにも疑問は残る。
５９）従来の原理論では，資本形式論や商業資本論にお
いてもそうであるが，仲介商（仲立人）のタイプの
商人活動はほとんど考察の範囲外に置かれてきた。
例外的に資本市場論のなかで，ディーラー型の証券
業資本と並んでブローカー型の証券業資本も存在す
ることが説かれる程度である。
しかし現実には証券業以外にも，中古車ブローカ
ー，不動産ブローカー，手形ブローカー，保険ブロ
ーカーなど，さまざまな種類の仲介商が存在するこ
とはいうまでもない。これらが考察の範囲外に置か
れてきたのには種々の理由があると考えられるが（た
とえば中古車や不動産の売買自体が説かれないこと，
商品取扱資本や貨幣取扱資本が説かれないこと，
等々），おそらく最も根本的な理由は，そもそも原理
論の資本規定が G―W―G’という姿態変換概念と不
可分離なかたちで立てられていることにあろう。拙
稿［２０１５・１６］３６―３８頁，および拙稿［２０１６・１７］（１）
１３―１７頁を参照せよ。
６０）さらにいえば，労働力を実際に使ってみても，そ
の成果の善し悪しが労働力の品質の善し悪しに合致
するとは断言できない。商品の使用価値がその使用
方法と不可分離であるという命題は，労働力の使用
価値にも当てはまる。しかも労働力の使用方法には，
物理的な生産方法には還元できない労働組織や労務
管理などの対人的な要因が含まれる。個々の労働者
のパフォーマンスは，どういう職業・職種で働くか
で変わるだけではなく，誰と一緒に，誰の管理下で
働くかによっても変わる。労働力には，形状や成分
などで分析品位が決まる鉱石や米とは異なり，どこ
まで行っても主観的に判断された見込品位しか存在
しないのである。
なお野口［２００６］は，交換・使用に際して使用価
値が「変異」しうることに労働力の特質を求めた上
で，資本が賃金の刺激・懲戒効果を駆使してこの「変
異」をコントロールする方法に分析を加えている（１５８
―１６３頁）。
６１）しかしさらに突き詰めてみると，こうした諸種の
販売費用は，むしろ商人の登場によってはじめて「費
用化」されるとも考えられる。
手掛かりとなるのは，流通費用の本源的規定にか
んする次のような小幡の議論である。すなわち小幡
によれば，たんに商品を売り買いしているだけでは，
その売り買いに費やされた資材・労力は，売り手や
買い手の日常生活に費やされた資材・労力と混同さ
れがちになる。前者の資材・労力だけを正確に「費
用化」するためには，それらを調達するのに掛かっ
た金額を年間の総売上利益（総粗利）からまとめて
控除して，年間の総営業利益（総純利）を割り出す
ようなフレームワークが必要になる。これは，商品
売買の束を姿態変換という上位概念で覆う「運動体」
としての資本に固有のフレームワークをなすという
のである（小幡［２００９］９２―９４頁）。
以上の議論に依拠して考えると，流通費用の存在
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が問題となるのは，一般的な商品流通W―G―W’の
次元においてではなく，資本流通 G―W―G’の次元
においてであるという話になろう。たんに各々の労
働者が自分の労働力を個別に売っているだけでは，
その販売に費やされた資材・労力は，労働者の日常
生活に費やされた資材・労力と混同されがちになる
のである。
たとえば，昨今の日本の大学生の就職活動には，
交通費やスーツ代，通信費その他を含めて，計５０万
円前後もの費用が掛かるというのが通り相場になっ
ている。ただ，おそらくこの費用は，厳密に就職活
動のためだけに必要であるという確証のないまま，
日常的な生活費のなかに埋没しているのが通例であ
ろうと考えられる。就職活動のために買ったスーツ
は，卒業式その他の場でも着用される。また，スマ
ートフォンの使用料などの通信費は，就職活動を始
めるよりもずっと前から必要である。しかも，労働
力を販売するのに掛かったコストだけを正確に積算
できたとしても，それはたんなる一般的な商品流通
W―G―W’のためのコストであり，資本流通 G―W―
G’のための流通費用ではないはずである。小幡の用
語を借りていえば，いわば「費用化」されていない
コストでしかない。
とすれば，労働市場における諸種の販売費用は，
不特定多数の労働力の販売を（またはその購買を）
肩代わりする商人の下ではじめて「費用化」される
ものと考えるべきであろう。この商人は，労働力の
販売に費やされた資材・労力を，事業用の必要経費
として勘定し，その積算額を年間の総売上利益から
まとめて控除するのである。
もっともその場合でも，労働者は全く自分の懐を
痛めないで済むわけではない。商人と面接するのに
もスーツを着用するのが普通であろうが，そのスー
ツ代まで商人に肩代わりしてもらうわけにはいかな
い。また，自分の労働力の販売をどの商人に肩代わ
りさせるかを決めるのには一定の調査が必要になろ
うが，その調査に費やされた資材・労力も，やはり
商人に肩代わりしてもらうわけにはいかない。こう
した，労働者の自己負担に委ねられる以外にない種
類の資材・労力にかんしては，依然として「費用化」
の機制は働きにくいと考えられる。しかしそれ以外
の資材・労力は，純粋に商人の資本流通 G―W―G’
に費やされたコストとして「費用化」されるのであ
る。
この「費用化」の機制は，商人の肩代わりするの
が一個の労働力の販売ではなく，不特定多数の労働
力の販売であることと密接な繋がりをもっている。
一般的な商品と同様，一つ一つの労働力が売れる確
率は一定ではない。したがってまた，各々の労働者
が自分の労働力を個別に売っている限りでは，多大
なコストを掛けても売れない不運な労働者がいる一
方で，ほとんどコストを掛けずに売れた幸運な労働
者もいるという結果しか出てこない。しかしそうし
た運不運のバラツキは，不特定多数の労働力をまと
めて販売する商人の下では平坦化される。その結果，
商人の必要経費の積算額を分子に置き，労働力の取
扱総量を分母に置いて，労働力の販売費用の平均額
なるものを求めることが可能になる――あるいは可
能になる以上に必要になる――のである。就職活動
の費用５０万円前後という通り相場の根拠も，かかる
商人の会計計算に由来している側面は少なくないで
あろう。
６２）ただこうした議論の裏側には，以下に述べるよう
に，労働力の価値規定に関わる厄介な問題が潜んで
いる。
小幡［２００９］は，労働力の「型づけコスト」を販
売費用に近い性格をもつものと規定している（１７２頁）。
販売費用であれば，これを商品価格に上乗せして買
い手から回収するわけにはいかない。型づけられた
労働力も，型づけられていない労働力と同じ価格で
しか売れないことになる。とはいえ，もとより販売
費用の支出目的は，高く売ることではなく早く売る
こと（販売が促進されること）にある。型づけられ
ていない労働力よりも早く売れることが，労働者に
とっての型づけのインセンティブである。すると対
抗措置として，型づけられていない労働力は，割引
販売に踏み切ることを余儀なくされよう。以上の論
法によって，労働市場における賃金格差は説明可能
になる。
ただこの説明では，型づけられた労働力と型づけ
られていない労働力とは，あくまで同じ使用価値を
有した同種商品とみなされることになる。小幡は，
型づけは「労働力の内容を変化させるというより」，
「基本的な労働力」を包装するラップでしかないと述
べているが（小幡［２００９］１７２頁），これはおそらく
「労働力の内容を変化させるのではなく」という明確
な否定の意味に読むべきであろう。
問題は，労働力を買う側の資本が，型づけはたん
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なるラップでしかなく，それを破り捨てれば全て同
種の「基本的な労働力」が現れるものと考えるかど
うかにある。いいかえれば，販売費用を投じられた
商品とそうでない同種の商品とを買い手が全く区別
しないように，型づけられた労働力と型づけられて
いない労働力とを資本が全く区別しないかどうかに
ある。
全く区別しないとすれば，型づけの「型」の意味
は形骸化するのではないか。誰でも識別できる外見
上の標識を伴わなければ，そもそも「型」とはいえ
そうにないからである。そうした標識が伴わない状
況で，同種の労働力がすぐ隣で安売りされていれば，
型づけのインセンティブも減殺されざるをえないで
あろう。人材募集期間の締め切りが迫り，日を追う
ごとに売れ残りのリスクが強まる局面では，値下げ
した労働力から先に売れてゆくという状況が現出し
ても不思議ではない。賃金にたいして強い下方分散
の圧力が掛かるなかで，それでも労働者の一定の層
が割引販売ではなく，相変わらず型づけ販売を選ぶ
とすれば（あるいは割引率を低く抑えるとすれば），
それは何故であろうか。
この点にかんして小幡［２０１４］は，労働力が生活
過程における自己労働（生活労働）に転用される可
能性があることを根拠に，「一般商品の市場を特徴づ
ける価格の下方分散」は，労働市場では生じないと
述べている（９１頁）。
労働力がそうした転用可能性を有しており，それ
ゆえ一般的な商品のように売れなければ役に立たな
い「他人のための使用価値」でないことは，すでに
述べたように本稿も同意する。しかし小幡自身も強
調しているように，労働力の型づけには少なからぬ
労力や期間を要し，そう簡単に別の型には変更でき
ない（小幡［２００９］１７２頁）。また，資本の管轄外に
ある家事労働といえども，労働である以上は目的合
理性と効率性とを求められるから，それなりに経験
や修練を積まなければ切り盛りできない。労働力を
いわば賃金労働仕様に型づけることは，それだけ生
活労働仕様での型づけの機会を犠牲にすることを意
味するのである。
したがって，型づけられる以前の労働力であれば，
なるほど「他人のための使用価値」になり切ってお
らず，売れ残りのリスクにも鈍い反応しか示さなかっ
たといえるかもしれないが，いったん型づけを終え
た労働力については事情が異なるのではないか。労
働力の型づけ販売に，割引販売に十分対抗しうる競
争上の利点があるとすれば，それは何かという疑問
は依然として残るのである。
型づけられた労働力と型づけられていない労働力
とは，同種でも品位の異なる商品なのだと考えれば，
この疑問は解消する。本文で述べたように，型づけ
られた労働力が多数を占める労働市場では，それ以
外の少数の労働力はいわば規格外の低位品でしかな
い。しかし低位品でも，それが上位品よりも大幅に
安く売られていて，要求される最低限のスペックさ
え具えていれば，一定数の買い手は付くであろう。
だからといって，上位品までが買い手を逃すまいと
安売りに転じるわけではない。これはちょうど，高
価な最新機種の生産設備を採用した資本と，型落ち
の中古設備を安く下取りした資本とが，同じ産業部
門のなかで互角に並びうることと同じ理屈である。
何れにせよ，二種の労働力の間の品質差からの演繹
によっても，労働市場における賃金格差は説明可能
になる。
思えば流通費用にも，運輸費や保管費のように使
用価値形成的な費目はある。職業訓練や資格取得に
よって労働力の品位ないし品質がある程度確実に向
上するのであれば，「型づけコスト」は販売費用とい
うよりも，むしろ生産費用に近い使用価値形成的な
費目として捉え直される必要があるかもしれない。
そもそも生産労働も，ゼロから何かを創造する営み
ではなく，既存の素材の形態を変えるだけの「形を
つける労働」（K .，，S.５７―５８，〔１〕８５頁）といえなく
もないのである。
６３）たとえば，かつての徒弟制度の下で行われていた
技能修得と，今日の職業訓練学校や高等専門学校の
下で行われているそれとを比べてみると，違いは一
目瞭然であろう。
これまで「労働者の二重の意味での自由」をめぐっ
ては，封建的な身分上の拘束からの解放が労働力を
売る「自由」を，自前の生産手段や生活手段の余裕
を失うことが労働力を売らざるをえない「自由」を，
それぞれ労働者に付与するという説明が行われてき
た。この説明によれば，労働者が「保険財源」を失
うことは，後者の「自由」を強化する役割を果たし，
労働者が徒弟制度の拘束から解放されることは，前
者の「自由」を強化する役割を果たすものと考えら
れるはずである。
しかし本文で述べたように，労働者の「保険財源」
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には，労働力の型づけに必要な資財や労力も含まれ
ている。「保険財源」を失えば，それらの資財や労力
も失われることになるし，徒弟制度の拘束から解放
されれば，それらの資財や労力を無償で（あるいは
親方に無償労働を提供するのと交換に）利用するた
めの手立ても失われることになる。そのことはむし
ろ，労働力を売る「自由」を制約する結果をもたら
すのである。
６４）もっとも組織化といっても，労働力にかんする全
ての売り注文と買い注文とを集約して突き合わせる
ような，一極集中的な取引所機構までを想定するこ
とは難しいであろう。とはいえ，たとえば今日の日
本において新規学卒採用が一般化され，採用に至る
までのスケジュールが揃えられたり，企業説明会や
就職面接会などが共同開催されたりする傾向が見ら
れるのは，たんに就職協定や雇用慣行といった非市
場的・制度的要因のためであると断じることも適切
ではない。
市場の組織化にもいくつかの段階があり，一極集
中的な取引所の開設はいわばその最高段階に位置す
るものであろう。この段階での組織化が行われない
からといって，市場がいきなり中心も周縁もない個
別取引の世界になり果てるわけでもない。労働力の
売買をめぐる空間的集約・時間的同期への要請自体
は，もともと労働市場に内在しているのである。拙
稿［２０１４・１５］（２）３７頁も参照せよ。
６５）周知のように，この点にかんするマルクスの見方
は，「もし労働能力が売れなければ，それは労働者に
とってなんの役にも立たないのであり，彼は，むし
ろ，自分の労働能力がその生産に一定量の生活手段
を必要としたということ，また絶えず繰り返しその
再生産のためにそれを必要とするということを，残
酷な自然必然性として感ずるのである」というもの
であった（K .，，S.１８７，〔１〕３０４頁）。
ここに描かれているのは，いわば「残酷な自然必
然性」の支配下にあって，生まれながらに「他人の
ための使用価値」になり切っている労働力である。
宇野も，労働力は「売ることができなければ労働力
でもなくなる商品」であるという理解を示している
（宇野［１９４７］２２０頁）。
しかし，労働力を売るためにはまずそれを生産し
なければならないが，そのために必要な生活手段は
労働力が売れなければ獲得できないのだとすれば，
労働力の生産と販売との間には，「鶏が先か，卵が先
か」という問いにも似た因果性のジレンマが潜んで
いることになる。「生産」された労働力が売れないと
いうマルクスの想定は，形式論理として一種の背理
となるように思われなくもない。昨日労働力を売り，
それで獲得した昨日の生活手段で生産された今日の
労働力が売れないという想定はありえようが，それ
にしても最初に売れた労働力は売れる前に生産され
ていたことになるはずで，その生産に投じられた生
活手段の出所が不明になる。
このように，労働力の商品性を強調するための極
端な設定でしかない「残酷な自然必然性」を杓子定
規に解釈すると，原理論研究の世界ではお馴染みの，
失業者はいかにして食っているのかという疑問が湧
き上がらざるをえないのである。
６６）阿部［２０１２］は，人材派遣業資本を「労働力商品
を専門的に売買する商業資本」と規定している（５７
頁）。
６７）Harvey［２０１１］は，労働統制にかんする「資本家
の戦術」には，労働者どうしの民族的・宗教的・人
種的差異などを利用して労働市場を分断化しようと
する側面と，家父長制や権威の尊重といった「広範
な文化的価値」を動員して労働過程を組織化しよう
とする側面とが並存しており，これら両面的な戦術
の成果が，特殊な「職場の文化」として保持される
という興味深い議論を行っている（〔訳〕８７―８８頁，１３２
―１３６頁）。
６８）足立［２０１６b］によれば，モーゲージ・ブローカー
は，低所得層と文化的な親密性を有した「地域の出
身者や仲間うち，遠い親戚」から動員されたという
（１８頁）。
６９）Lazonik［１９７９］は，自動ミュール紡績機が普及し
たとされる１９世紀中期においても，イギリスの綿紡
績業では資本家による専制的・直接的な生産支配の
傾向はあまり目立ったものにはならず，ミュール紡
績工の自由裁量に基づいた内部請負制（労働者自主
管理）が広く残存していたことを指摘している。田
中［２００５］８０―８２頁，田中［２００７］９０―９１頁，菅原［１９９６］
２７２―２７３頁も参照せよ。
ただ田中［２０１７］によれば，自動ミュール紡績機
は，当初こそ戦闘的な紡績工組合の地位を切り崩す
役割を期待されて華々しく登場したものの，実際に
は１９世紀中期においてもその普及の速度はきわめて
緩慢であり，１８世紀末期において劇的な普及を遂げ
た手動ミュール紡績機や動力補助ミュール紡績機と
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は同列に論じられないという（１１３―１１９頁）。
７０）むろん預けるといっても，いったん払い込んだ受
講料を労働者が商人から引き出せるわけではないか
ら，通常の意味での預金とは異なる。受講料は商人
に預けられるわけではなく，労働力の型づけを代行
することへの手数料（型づけ代行サービスの対価）
として商人に支払われるだけだと考えた方が，筋が
すっきりと通るのかもしれない。
しかしここには，ちょうど前貸問屋制の逆バージョ
ンとなるような信用関係が伏在しているとも考えら
れよう。労働者は，自分の労働力という原料と型づ
けコストという道具代を商人に預けて（前貸しして），
労働力の型づけ過程を委譲する。そして一定の研修
期間を経た後に，型づけられた労働力を商人から引
き出すのである。
７１）マルクスは，自分自身の耕地での必要労働を終え
た後に領主の農場で行われる農民の夫役とは異なり，
資本の下で行われる剰余労働は時間的にも空間的に
も必要労働と融合しているため，剰余価値率は「目
には見えない」と指摘している（K .，，S.２５１，〔２〕１８
頁）。
７２）マルクスも，「労働力の萎縮した再生産」または「必
要労働時間の領分の横領的侵害」の余地を認めてい
る箇所がある（K .，，S.３３３，〔２〕１５３頁）。
７３）下村［１９８５］は，不安定雇用労働者（差別的低賃
金労働者）を現役労働者と相対的過剰人口とのどち
らか一方に分類するのは困難であるが，その困難は，
相対的過剰人口にかんする『資本論』の古典的規定
が「労働市場の単一性」を強く前提しており，「格差
的・差別的階層労働市場」を考慮に入れていなかっ
たことに起因すると述べている（１４２―１４３頁）。支持
すべきであろう。
７４）ある商品を格付けるためには，その商品種が市場
のなかに大量かつ不断に供給され続け，大量かつ不
断に売れ続けることが必要条件になる。これらの必
要条件を欠いた資本主義以前（産業資本主義以前）
の労働市場では，労働力の格付け機構はなお未整備
であったと考えざるをえない。
しかしまた，労働の単純化も進んでおらず，労働
者の技能や熟練にたいする資本の依存度も高かった
から，労働力の使用価値には大きな不確定要因が存
在していたはずである。この要因を取り除く商人の
存在は，すでにある程度必要とされていたように思
われる。これはちょうど，商品の品質が不安定な工
業化の初期段階において，商品学的知識への強いニ
ーズが存在することに似ている。
ただ，労働市場そのものが小規模である以上，そ
こで展開される商人の活動も大規模なものにはなら
ないであろう。労働力の転売活動を行うためには，
商人の下に一定以上の額の資金が形成されているこ
とが必要条件になるが，その条件を満たす商人がそ
れほど多数存在したとは考えにくい。商人の活動は，
元手となる資金が少額でも可能な範囲に限られ，手
配師的な性格を強く帯びることになったと推測され
るのである。
７５）近年では，流通圏の限定された銀行券が複数種類
存在する状況は，純粋資本主義論においても説ける
という見方が広まりつつある。これは，発券銀行の
単一化（発券集中を超えた発券独占）は原理的には
説けないという見方の裏返しである。
ただこの見方においても，小売流通までを含めた
銀行券の流通圏の複数化は，おそらく最初から考慮
に入れられていないであろう。
７６）小売商業についても同じことがいえよう。小売商
業は，ある資本から大量に仕入れたものを多数の消
費者に少量ずつ転売するから，やはりどうしても在
庫を形成せざるをえない特殊な事情を抱えている。
小売商業は，「小売」という言葉の与える印象とは裏
腹に，むしろ大規模化しやすい体質を有しているの
である。
ただむろん，小売商業においても，大量の在庫を
形成することは本来好ましくない。在庫負担を軽減
するためには，他の小売商人とともに一括仕入を行っ
て，いわば彼らとの共用の商品貯蔵庫に商品を預け
ておき，必要な時に必要な量の商品だけをそこから
引き出せるような仕組みを講じる必要がある。また
は，できるだけ多くの小売商人との間に再販売のネッ
トワークを構築しておく必要がある。上位銀行への
再預金と銀行間の融通関係とをつうじて，その時々
の準備金の過不足を調整しようとする銀行間組織と
同じ仕組みである。
７７）さらに，利潤率の安定化によって商人の受信力が
強化されて，労働力の買取に外部信用を利用できる
ようになれば，流通資本を節約して流通費用（労働
市場における市場調査費用など）の支出額を増やす
ことも可能になる。そのことで，資本の回転数はさ
らに上昇するであろう。
７８）これまで商業資本には，取り扱う商品種をきわめ
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て迅速に，かつ頻繁に変更できることに競争上の優
位性があるものとされてきた。しかしそれは裏を返
せば，商品知識の蓄積がきわめて短期に，かつ唐突
に打ち切られることと同義である。そのことが商業
資本に不利に働かないとすれば，産業資本自身が専
門的な商品知識を有しており，商業資本によるサポ
ートを必要としないからだと考える以外にない。そ
う考えた場合，商業資本のもう一つの優位性を形づ
くるものとされてきた高度な情報収集能力も，商品
知識の裏づけを欠いた，かなり限定的な能力として
規定され直す必要があろう。
７９）マルクスの場合，人材派遣会社を思わせる記述は，
『資本論』第１巻第６篇第１９章「出来高賃金」のなか
に出てくる。
マルクスによれば出来高賃金は，資本家と賃金労
働者とのあいだに「寄生者（仲介人）」が介入するこ
と，すなわち「仕事の下請け（subletting of labour）」
を容易にする。「寄生者」の利得は，資本家が支払う
労働の価格と，実際に労働者に渡される部分との差
額から生じる。これは「搾取と抑圧との階層制的に
編成された制度」であり，イギリスでは“Sweating-
System”（苦汗制度）と呼ばれているという（K .，，
S.５７７，〔３〕８５―８６頁）。
ただ，こうした制度の発生原因を，マルクスのよ
うに出来高賃金によって労働監督が不要になる点に
求めることには疑問の余地が残る。今日の日本の人
材派遣制度でも，派遣労働者にたいする指揮命令の
権限は，その安全・衛生配慮義務とともに派遣先企
業に帰せられる。むろん同じ制度でも，時代や国が
違えばその細目が異なるのは当然であるが，労働監
督が不要になるから派遣を利用するという話と，派
遣を利用しても労働監督は不要にならないという話
とは根本的に食い違うであろう。
この食い違いは，一つには，資本家的活動にかん
するマルクスの理解から来るように思われる。周知
のように，資本家は自力で労働監督や生産管理を行
うというのが，マルクスの基本的な理解である。し
かしマルクス自身も所々で述べているように，通常
の直接雇用の場合でも，労働指揮の多くを支配人と
いう「産業士官」や職工長という「産業下士官」に
委ねることは，可能である以上に不可避なのである
（K .，，S.３５１―３５２，〔２〕１８３頁）。
なお，『資本論』第１巻第７篇第２３章「資本主義的
蓄積の一般的法則」のなかで紹介されている「作業
隊制度（ガングシステム）」にも，人材派遣会社との
類似性を感じさせるものがある。
作業隊制度とは，マルクスの時代のイングランド
東部の農村で盛行した制度である。作業隊には，公
共作業隊，普通作業隊，移動作業隊などの種別があ
るが，何れもたいていは女性とその子供，少年少女
を中心とする１０人～５０人の人員と，彼らを従える親
方（ガングマスター）とからなる。親方といっても
普通の農業労働者であるが，それなりの「企業心と
手腕〔savoir-faire〕」が求められる。彼はハメルンの
笛吹きのように，自分が募集した作業隊を６～８ヶ
月ほど他の借地農業者の農場で（出来高契約で）働
かせては，また別の農場へと移り歩いてゆく。作業
隊は，あくまで親方の下で働くのであって，借地農
業者の下で働くのではない。そして，作業隊のなか
でも最も年齢の低い子供を「隊から離して個別に貸
すこと」が，親方の重要な副業になるのだという（K .，
，S.７２２―７２５，〔３〕３２６―３３２頁）。
８０）もっとも正確にいえば，これは派遣期間の終了後
も人材派遣会社から給与の支払われる常用型派遣の
場合だけに限られる。今日の派遣の大半を占める登
録型派遣の場合，派遣先が決まった時点で人材派遣
会社との雇用契約が結ばれるから，雇用期間と派遣
期間とは合致している。
とはいえ，直後の本文で述べるように，本稿では
たんに給与が支払われるかどうか（労働力を買うか
どうか）ではなく，労働力の売り手として囲い込ま
れているかどうかで雇用関係の有無を規定している。
この規定に則していえば，人材派遣会社に登録した
時点で，雇用関係は発生しているものと見ても誤り
ではないであろう。
囲い込みにコストが掛かるように，派遣労働者の
登録にも，人材募集の広告に始まり，応募者の面接
や個人情報の管理などのコストが掛かる。そのコス
トを支出する人材派遣会社にとって，登録期間なら
ばどれだけ長期化しても構わないというわけにはい
かないのである。
もっとも実際には，登録型派遣の場合でも，複数
の人材派遣会社に登録すること自体は可能である。
しかし，複数に登録できるようなら囲い込みになら
ない（派遣労働者を確保したことにならない）とは
即断できないであろう。
登録先が複数にわたるほど，個々の人材派遣会社
との関係はごく単発的なものにならざるをえない。
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そのことは派遣労働者にとって，人材派遣会社に紹
介された派遣先や業務にたいする安心度を引き下げ
る要因として作用する。後になって，別の人材派遣
会社からもっと好条件の派遣先や業務が紹介される
のではないかと考え出せば，引き受けられる話も引
き受けられなくなる。さらに，ダブルブッキングに
用心する必要も出てくる。複数登録に伴うこれらの
リスクは，派遣労働者を包囲する目に見えない囲い
に相当するのである。
８１）森岡［２０１０］は，派遣労働の意味を「本来一体不
可分の（労働者の；引用者）雇用と使用とを分離す
ること」に求めた上で，この無理な「分離」は，労
使間での双務契約であるべき労働契約を（労働条件
の決定から労働者を排除して）片務契約へと歪める
ものであり，近代的雇用の概念自体を崩壊に導きか
ねないという警告を与えている（５１―５２頁）。森岡
［２０１５］８３―８４頁も参照せよ。
８２）これは帰属関係を明示するための一種のマーキン
グであるから，見方次第では，牧場主が家畜に焼印
を押すことにも似ていなくはない。労働者はこの焼
印によって，別の職場の労働者と識別されるだけで
なく，同じ職場の非正規労働者とも識別されること
になる。
この識別の基準をなすのは，必ずしも業務内容の
違いとは合致しない肩書の違い，あるいは職場内で
の身分序列の違いであろう。似たものどうしの間で
こそ相手との差別化の動機がいっそう強く働くよう
に，職場内での身分をめぐる競争は，むしろ同じよ
うな業務を行う（あるいは行いうる）労働者の間で
こそ過熱しやすいとも考えられる。そこで展開され
るのは，いわばわれ先に焼印を押してもらおうとす
る被虐的な競争である。
ただすでに述べたように，労働者を家畜に見立て
るこの種のアナロジーの多用は，理論的には有害な
ものとして自戒しなければならない。
なお佐藤［２０１０］は，近年の日本における雇用形
態の多様化は，業務分割の再編成を伴わないまま「は
じめに身分ありき」で行われることが多いため，「業
務内容と雇用形態の無原則な相関と乖離」が助長さ
れ，正社員とほとんど同じ仕事を非正社員が行うと
いった事例や，職場も仕事内容も変わらないまま身
分とユニフォームだけが変わるといった事例が後を
絶たないと指摘している（１５３―１５６頁）。いわゆる「非
正社員の基幹化（基幹労働力化）」の一断面である。
本田［２０１０］５２―５７頁，津崎［２００９］７９―８４頁，竹信
［２００９］７４―１０４頁，森岡［２０１５］１５６―１８５頁，山崎［２０１４］
１２７―１３０頁，１５９―１６６頁，佐々木［２０１５］１２９―１３４頁も
参照せよ。
８３）その意味において，人材派遣会社の真の機能は，
労働力の購買を肩代わりすることよりも，むしろ労
働者の雇用を肩代わりすることにあるとも考えられ
よう。これは見方次第では，倉庫業資本の機能に似
ている。商品在庫の保管を肩代わりする要領で，未
使用の労働力の保管（すなわち労働者の囲い込み）
を肩代わりするわけである。
倉庫業資本は，預かった商品の品質劣化を防ぐた
めに保管費用を支出する。人材派遣会社も，労働者
の勤労意欲が減退したり技能が錆びついたりするこ
とを防ぐために，諸種の管理費用を支出する。倉庫
業資本が，預かった商品の品質を保証する立場にあ
る（したがって倉荷証券の発行を引き受けることも
ある）ように，人材派遣会社も，派遣労働力の品質
を保証する立場にある。
なお伍賀［２００７］は，労働者派遣事業の下で推進
されているのは，労働力をレンタルの対象にして，
雇用主責任を派遣先から派遣元に転嫁しようとする
「雇用主責任代行サービスの商品化」であると論じて
いる（１３―１４頁）。伍賀［２００５］１２―１６頁，２６―２７頁，
水谷［１９９３］４２頁も参照せよ。
８４）もっとも一般的な商品の場合も，無駄遣いや，徒
に品質の劣化を早めるような乱暴な取り扱いをすれ
ば，名目的な購買価格よりも割高に買ったことにな
る。
８５）しかも雇用条件の一部，たとえば育児・介護のた
めの休暇制度を始めとする福利厚生面での条件や，
医療・保険・年金面での条件は，むしろ労働市場に
隣接する消費領域の方に隠されているとも考えられ
よう。
８６）木村［１９８５］は，国民的労働市場の周縁には，通
常よりも発達程度の低い労働力が需要される地域労
働市場が（近代的マニュファクチュアによって支え
られている製造部門や農業部門などを中心として）
幅広く存在しており，この市場における労働者の大
多数は，低賃金・労働強化・不規則労働によって特
徴づけられた「半就業の状態」にあると述べている
（５６―６３頁）。
また伍賀［１９８８］は，不安定就業労働者は「相対
的過剰人口の現代的形態」であるが，それはマルク
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スの定義した相対的過剰人口の本質規定からは外れ
ており，あくまで「独占資本の寄生的雇用管理」の
生み出した現代的産物として理解すべきであると述
べている（１９―２２頁）。これにたいして川崎［２００７］
は，マルクスの定義した相対的過剰人口の本質規定
は，失業者に適合するだけでなく，「半分しか就業し
ていない」非正規雇用労働者にもぴったりと適合す
るという異論を提示している（１８８―１８９頁，１９５―２００
頁）。川崎［２０１０］４６―５７頁，長島［２００８］２２６―２３３頁，
延近［２０１５］１０４―１０８頁も参照せよ。
８７）１８３４年にイギリスで制定された新救貧法は，この
ことを示す好個の例証といってよい。
新救貧法は，救貧院の外部での救済（居宅保護）
を容認してきた従来の貧困対策を見直し，膨らむ一
方であった福祉費用の支出を削減することを目的と
していた。そのため，貧民のなかで労働能力のある
者は，例外なく救貧院の労役場における懲罰的な強
制労働に就いて，最下級の労働者以下の処遇を受け
ること（劣等処遇原則）が定められた。また，同法
に違反した貧民からは受救資格が剥奪された。その
結果，救貧請求の件数の増加は抑えられ，救貧税の
負担も軽減されたが，労役場での生活は「救貧法の
バスティーユ牢獄」という当時の呼び名そのままの
惨状を呈したといわれる。
労働可能貧民を賃金労働者に転化させるためには，
まず彼らが属する共同体（教区）内部でのセーフティ
ネットを断ち切った上で，牢獄同然の救貧院に収容
されるか，さもなければ労働市場の最底辺に加わる
かの厳しい二者択一を迫る必要があったわけである。
本稿（１）の注２１も参照せよ。
エンゲルスはイギリスの新救貧法について，マル
サスの人口理論と並ぶ「プロレタリアートにたいす
るブルジョアジーの最もあからさまな宣戦布告」と
して，『イギリスにおける労働者階級の状態』のなか
で詳しく紹介している（Engels［１９５７］〔２〕２３６―２５２頁）。
マルクスは『資本論』第１巻第７篇第２３章「資本主
義的蓄積の一般的法則」のなかで，このエンゲルス
の紹介を引いた上で，救貧院を「貧民刑務所」と呼
び，スミスが『国富論』のなかで「救貧院 workhouse」
を時おり「工場manufactory」の同義語とみなしてい
ることに注意を促している（K .，，S.６８３，〔３〕２５７―２５８
頁）。また古川［２００１］は，新救貧法の主眼を「労働
者たちが労働市場から抜け出す道を閉ざすこと」と
総括している（８頁）。
８８）本稿（１）の注３１でも触れたように，マルクスは「家
庭労働の支出の減少」と「貨幣支出の増加」との間
には明確な対応関係があり，たとえ婦人・児童が賃
金労働者になることで貨幣収入が増加しても，その
増加分は「労働者家族の生産費」の増加によって相
殺されてしまうと述べている（K .，，S.４１７，〔２〕２８５
頁）。
８９）これは自発的失業といっても，生活の必要に迫ら
れたがゆえの求職の断念であるから，ちょうど販売
用食品の売れ残りを，背に腹は代えられない販売主
が自分で食べてしまうことに等しい。消費領域にお
ける生活労働が，産業予備軍の受け皿になるか，そ
れとも労働市場への参入を阻む要因になるかは，一
概にはいえないのである。
９０）むろん，そもそも「存在形態」の違いが存在しな
い一般的な商品在庫であれば，既定の販売順序なる
ものも存在しようがない。「混ぜてしまったら見分け
がつかなくなる」同種商品の在庫のなかで（小幡
［２００９］５４頁），どの商品が先に売れるかは，たんな
る確率の問題になる。
しかしマルクスの定義によれば，産業予備軍の「存
在形態」の違いには，過去の職歴の違いに加えて，
性別，年齢，居住地域（都市・農村），出身国などの
違いが織り込まれている。これらの属人的な違いは，
商品経済の論理から生まれたものではないから，産
業予備軍をどんなに混ぜても残ってしまうであろう。
その結果，たとえば現在都市部に住んでいる自国出
身の成人男性のなかで，職歴の空白期間の短いもの
から順に売れてゆくというオーダーが成立しうるの
である。
９１）これは，小麦を投じて小麦を生産するパターンに
も見られない循環構造である。小麦による小麦の生
産には，小麦によって小麦の消費過程が支えられる
という次元が抜けている。
９２）マルクスは，名誉や良心などは人間労働が対象化
されているわけではなく，それゆえ価値をもたない
ものの，貨幣と引き替えに売ることができるという
意味では商品であると述べた上で，これらの商品の
価格を「想像上の価格形態」と名づけている（K .，，
S.１１７，〔１〕１８５―１８６頁）。この語法に従えば，労働生産
物ではない労働力の価格も「想像上の価格形態」と
いうことになろう。
労働力が擬制商品であること（もっといえば労働
力という概念自体が擬制であること）を強調する立
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場として，小倉［１９８１］１８―１９頁，平野［１９８６］２９頁，
平野［１９９５］３３頁，芳賀［１９８８］，鈴木［１９９９］１１７―
１４８頁，正上［２００６］１３３―１３４頁を参照せよ。
９３）マルクスは，『資本論』第１巻第３篇第８章「労働
日」のなかで，労働者の生活時間の使い方に言及し
ている。
マルクスによれば，労働者には，食事や睡眠を取っ
て「肉体的な諸欲望」を満足させる時間以外にも，「精
神的および社会的な諸欲望」を満足させる時間が必
要である。後者の欲望の大きさや数は，「一般的な文
化水準」によって規定されている。それゆえ，労働
日の延長には「肉体的および社会的な限界」がある
が，これらの限界は「非常に弾力のあるもの」で，
大きな変動の余地を許すという（K .，，S.２４６―２４７，
〔２〕１１頁）。ここにある「文化水準」は，「文化段階」
の同義語であろう。
しかしすでに本文で述べたように，食事の取り方
一つにも「文化水準」が関わるものと考えると，マ
ルクスの説明はやや二分法に傾きすぎているように
思われてくる。したがってまた，「肉体的な諸欲望」
と「精神的および社会的な諸欲望」とに，それぞれ
別個の時間を割り当てる必要があるかどうかにも，
微妙な点は残る。
ただその点はさて措くとしても，マルクスが述べ
るように「精神的および社会的な諸欲望」を満足さ
せる時間が「非常に弾力のあるもの」であるとすれ
ば，その諸欲望の量を規定している「文化水準」も
「非常に弾力のあるもの」であり，大きな変動の余地
とともに，大きな個人差の余地を残していると考え
なければ平仄が合わないであろう。「一般的な文化水
準」といえば変動の余地のないデフォルト値のよう
に聞こえるが，実際の生活時間の使い方を規定して
いる「文化水準」は，むしろ個別的なカスタム値な
のである。
かくして，「一般的な文化水準」にかんするマルク
スの想定と，「一国の文化段階」にかんするマルクス
の想定との間には，微妙ながらも決定的な乖離が生
じることになる。
９４）山口［１９８７］は，『資本論』の労働過程論における
労働の合目的的性格についての記述では，「その目的
（労働の目的；引用者）そのものは誰がどのように設
定するのか」という問題意識が提示されているよう
に読める部分があるものの，この問題意識は程なく
後退してゆき，たんに外部から目的が与えられさえ
すれば労働が可能になるかのような平板な見方に行
き着いていると批判している（１１８頁）。伊藤［１９８１］
１６９頁も参照せよ。
労働の目的をイメージ化するのが自分であれ他人
であれ，そのイメージはいったん頭脳の外部に引き
出され，文字や図像，立体などのかたちで可視化さ
れる必要がある。広い意味での言語化である。そし
て，言語化という行為は，読む・解読するという行
為とセットになってはじめて成立する。自分の書い
た文字をただ黙って読み返すだけでも，書き手たる
自分と読み手たる自分との間では，れっきとした意
思疎通が行われているのである。
その意味において，労働の目的を設定することは，
たとえばコンピュータのプログラミングとは根本的
に異質な営みと考えなければならない。
９５）マルクスは，『資本論』第１巻第３篇第８章「労働
日」のなかで，過酷な夜間労働が児童労働者の学力
に与える破壊的な影響に言及している（K .，，S.２７４，
〔２〕５８―６０頁）。そこでは，掛け算ができなかったり，
自国の女王の名前を知らなかったり，Godを Dogと
間違えて綴ったりするような少年少女の事例が多数
紹介されている。
しかし本稿の観点からすると，彼らが最底辺の知
的水準にあることを指摘するだけでは足りない。む
しろ，かかる知的水準にあるにもかかわらず，彼ら
が一応無難に夜間労働を行うことができる理由こそ
問われて然るべきであろう。
推察するに，おそらくその理由の一端は，彼らの
知的水準が不揃いではなく，最底辺で揃っているこ
とにあるのではないか。相手も自分と同じように綴
り間違うのであれば，間違った綴りでも正しい意味
を伝えることができる。語彙が豊富であるからといっ
て，必ずしも意思疎通がうまく行くとは限らないの
である。
９６）マルクスは，『資本論』第１巻第７篇第２４章「いわ
ゆる本源的蓄積」のなかで，労働力が商品化される
ためには「一方の極に労働条件が資本として現われ，
他方の極に自分の労働力のほかには売るものがない
という人間が現われることだけでは，まだ十分では
ない」と断っている。その上で，「資本主義的生産が
進むにつれて，教育や伝統や習慣によってこの生産
様式の諸要求を自明な自然法則として認める労働者
階級が発展してくる」ことが重要な意味をもつと述
べている（K .，，S.７６５，〔３〕３９７頁）。
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ここで「教育や伝統や習慣」など，総じて「文化
段階」との関わりが深い諸要因が挙げられているの
は注目に値する。これらの要因は，資本主義の以前
か以後かを問わずいつの時代も存在するという意味
では，純然たる商品経済的要因とはいえない。しか
しまた，賃労働を行う上で欠かせず，しかも賃金水
準とそれなりに連動するという意味では，たんなる
制度的要因ともいえないのである。
なお安田［１９９８］は，天候の拘りなく毎日朝から
晩まで労働者を働かせるためには，「予め家庭ないし
地域共同体あるいは学校において勤勉が善であり『晴
耕雨読』はユートピアにすぎないという価値観の刷
り込みがなされる必要がある」と指摘している（５１
頁）。
興味深い指摘であるが，かかる「価値観」は，一
度刷り込まれたら二度と消えないというものではな
い。また，「晴耕雨読」はたんなるユートピアではな
く，目指すべき人生の究極的目標であるという反対
の「価値観」が刷り込まれ，それが定年までの勤続
を支える原動力になるケースも考えられよう。どち
らの「価値観」にしても，最初に刷り込まれるのは
家庭や地域共同体や学校であるかもしれないが，職
場における対人関係のなかで共有され，保続される
ことが必要なのである。
９７）別の時期の著作のなかにも，「資本主義社会の初期，
あるいはそれに先だつ諸社会における商品経済の一
定の発展に伴って見られる，いわゆる貨幣の蓄蔵，
あるいは退蔵」といった記述や（宇野［１９６４］２９頁），
「商品経済の発展は，単なる蓄蔵貨幣の形成を減じて，
支払手段としての貨幣の蓄積を増進することになる」
といった記述が散見される（宇野［１９５０・５２］６７―６８
頁）。
９８）これは，小幡が近年くり返し指摘しているところ
である。小幡［２００９］６４―６５頁，３０４頁，小幡［２０１３］
１０８―１５９頁を参照せよ。
９９）この基本命題は，たとえば『資本論』では，「貨幣
を流通から締め出すことは，貨幣を資本として増殖
することとは正反対であろうし，蓄財のつもりで商
品を蓄積するのはただの愚行であろう。大量の商品
の蓄積は，流通の停滞か過剰生産かの結果なのであ
る」というように表現されている（K .，，S.６１５，〔３〕
１４６頁）。『経済学批判』にも，貨幣蓄蔵は金銀を一つ
一つ取り除けて積み重ねるだけの「まったく無内容
な活動」であり，これと同じ活動を金銀以外の商品
で試みても「それらの商品の価値を減らしてしまう
であろう」という記述がある（Kr .，S.１９５，〔訳〕３５７―３５８
頁）。
１００）もっともマルクスにも，「もし労働者が自分の賃
金の一部分を貯蓄するとすれば――われわれはここ
では当然いっさいの信用関係を度外視する――，そ
れは，彼が賃金の一部分を蓄蔵貨幣にしてその程度
だけ需要者すなわち買い手としては現われないこと
を意味する」といった議論を行っている箇所はある
（K .，，S.１２１，〔４〕１９８頁）。
労働者の関わる一切の信用関係を「度外視」する
旨がわざわざ断られていること自体，すでにマルク
スの時代においても，労働者の関わるさまざまな種
類の信用関係が存在していたという事実を物語って
いよう。
１０１）大内力は，「（宇野の；引用者）資金という概念に
はすでに資本たることが含まれている」と指摘して
いる（大内［１９８１・８２］上，１９４頁）。今東［１９９５］
２５頁，３３頁も参照せよ。
１０２）すでに確認されたように，労働力・資金・土地は，
何れも使用権タイプの商品として売買物件になると
いうのが宇野の見立てであった。ただこれらは，貸
借物件に近い性格をもつものでもあるから，売買物
件としても現物商品とは異なる側面を有する。その
側面は，使用価値の形式的譲渡とその現実的譲渡と
が時間的に乖離する――「一定期間にわたる使用権」
である以上乖離せざるをえない――という点に現れ
る。現金貨幣ならざる貨幣のことを信用貨幣と呼ぶ
のであれば，現物商品ならざる商品のことを信用商
品と呼べなくもないであろう。先物商品も，信用商
品の一種である。
小幡によれば，信用貨幣はれっきとした商品貨幣
であり，物品貨幣（金属貨幣）と対等のポジション
に並ぶ（小幡［２００９］４４―４８頁，小幡［２０１３］８４―１０２
頁）。このいい方を借りると，信用商品もれっきとし
た商品であり，物品商品（現物商品）と対等のポジ
ションに並ぶということができよう。あるいは，物
品貨幣と信用貨幣との分岐構造は，物品商品と信用
商品との分岐構造に由来する側面があるのかもしれ
ない。
１０３）資本が「労働者の貨幣にたいして商品として対立
する」ことが労働力の商品化の積極的要件の一つを
なすという見方は（鈴木編［１９６０・６２］上，９５頁），
この主張と符節を合わせたものと思われる。
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１０４）むろん現実には，小売での掛け売買はいくらでも
ありうる。本稿の１―１でも述べたが，労働者に貨幣
貯蓄がなく，かつ労賃は後払いされるという条件を
きわめて厳密に適用すれば，少なくとも初回の給料
日までの労働者の暮らしが現金で賄われることこそ
考えにくい事態となる。日雇以外の雇用形態では尚
更であろう。
マルクスがイングランド議会の委員会報告書から
紹介している事例のように，「イングランドの多くの
農業地方では……労賃は２週間ごとに，また１ヶ月
ごとにさえ，支払われる。この長い支払間隔のため
に農業労働者はその商品（混ぜものをした粗悪なパ
ン；引用者）を掛けで買わなければならない。……
彼は，普通より高い価格を支払わなければならない
し，実際上，借りのある店に縛られている」といっ
た事態が，むしろ日常茶飯事になるのである（K .，，
S.１８８，〔１〕３０７頁）。
１０５）これは，金貸資本的形式にかんする宇野の説明に
どちらかといえば批判的な論者の間でも，大筋で合
意されている考え方といってよい。
たとえば山口［１９８５］は，金貸資本的形式を「具
体化」したものが歴史的実在としての金貸資本であ
るという宇野の説明を，宇野自身が提唱してきた流
通形態論の本来の意義を不明にしかねないものと批
判している。その上で，金貸資本的形式を，歴史的
規定性をもたない「貨幣融通資本の形式」として抽
象化している（７０頁）。
ただ，抽象的規定であるからにはいかなる金融業
者にも該当するはずで，したがって高利資本もたと
えば銀行資本と同じ資格で「貨幣融通資本の形式」
に含められることになるかといえば，おそらくそう
はならないであろう。
山口［１９８５］はこの資本形式を，商品売買資本や
商品生産資本にたいして貨幣を融通する「寄生的な
増殖の形式」と明確に規定している（７１頁）。商品を
売買または生産して自発的に価値増殖を行うことこ
そ資本の本源的なあり方であり，貨幣を融通して価
値増殖を行うことは寄生的なあり方でしかない――
価値増殖には価値の姿態変換運動が伴うことが正則
である――という考え方は，利子概念を利潤概念の
下位区分とするマルクス経済学において強固な基礎
を有するのである。
１０６）もっとも，賃金生存費説を斥けなくても，労働者
の貨幣貯蓄を説くことはある程度まで可能であろう。
単純労働に従事する労働者が大多数を占めており，
彼らの労賃が最低生存費の水準にあると仮定したと
しても，それ以外の労働者が複雑労働に従事してお
り，比較的高い労賃水準にあることまで否定する必
要はないからである。
ただむろん，問題はその程度の話では済まない。
大多数の労働者が貯蓄ゼロ世帯であるという通説的
な想定自体を疑ってみない限り，「労働力の金融化」
の核心部分に理論的分析のメスが届くことはないの
である。
１０７）末吉［１９９９］は，生活者としての労働者と労働力
とが不可分であることを根拠にして，全ての労働市
場を本質的にローカルな市場（地域労働市場）と規
定し直した上で，この市場は，小売市場圏・個人消
費サービス圏・公共的サービス圏などの重なり合う
「多様な機能地域の最末端」に当たるという示唆的な
指摘を行っている（１７頁）。中澤［２０１５］２５５―２５６頁
も参照せよ。
１０８）これにたいして，たとえば預金利子は，預金銀行
にとって資金の購買費用に当たるといってよい。た
だその場合でも，複数の預金先（または預金以外の
資金運用方法）を比較するためのコストは必要にな
り，それは貨幣蓄蔵者にとって資金の販売費用に当
たるのである。
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